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第１章 2023 年度質問紙調査の概要 
 

水田健輔（大学改革支援・学位授与機構） 
 
１. 質問紙調査の送付先と回収結果 

 2023年度に実施した質問紙調査は、公立大学学長、公立大学設立団体の大学所管部署および同設

立団体の財政所管部署の 3 か所を対象に 2023 年 10 月に配布し、2024 年 1 月まで回収作業を行っ

た。調査の正式名称、配付数、回収数、回収率については、以下のとおりである。 

 

〇「公立大学における政策対応と組織・財務運営に関する調査」（以下「大学調査」） 

対象：公立大学学長 回収数 47大学／配付数 100大学＝回収率 47.0％ 

 

〇「公立大学設置団体における公立大学政策に関する調査」（以下「団体政策調査」） 

対象：設立団体大学所管部署 回収数 52団体／配付数 80団体＝回収率 65.0％ 

 

〇「公立大学設置団体における公立大学財政に関する調査」（以下「団体財政調査」） 

対象：設立団体財政所管部署 回収数 52団体／配付数 80団体＝回収率 65.0％ 

 

 なお、母集団に対する回答サンプルの代表性については、設立団体の種別 1、大学の類型 2、大学

の規模 3、設立大学数の分布を母集団の分布と比較し、以下のようにおおむね一致していることを確

認している。 

 

〇大学調査 

全大学（母集団）と回答大学（サンプル）の設置種別分布の比較 

都道府県立：62校（62.0％）  ⇔31校（66.0％） 

府県・市共同立：2校（2.0％）  ⇔0校（0.00％） 

市立：32校（32.0％）   ⇔13校（27.7％） 

事務組合立等：4校（4.0％）  ⇔3校（6.4％） 

全大学（母集団）と回答大学（サンプル）の大学類型分布の比較 

医学部のある総合大学：3校（3.0%）  ⇔0校（0.0％） 

医学部のない総合大学：26校（26.0%） ⇔12校（25.5％） 

医科・歯科・薬科系大学：7校（7.0%） ⇔4校（8.5％） 

保健・看護系大学：22校（22.0%）  ⇔11校（23.4％） 

理工系大学：11校（11.0%）   ⇔7校（14.9％） 

芸術系大学：6校（6.0%）   ⇔3校（6.4％） 

文科系大学：22校（22.0%）   ⇔8校（17.0％） 

大学院大学：3校（3.0%）   ⇔2校（4.3％） 

全大学（母集団）と回答大学（サンプル）の大学規模分布の比較 

1000人未満：41校（41.0%）   ⇔18校（38.3％） 

1000人以上 2000人未満：36校（36.0%） ⇔17校（36.2％） 
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第２章 2023 年度質問紙調査の結果と考察 
 

水田健輔（大学改革支援・学位授与機構） 
 
１. はじめに 

 公立大学は平成期に積極的な設置がなされ、また近年は私立大学の公立化が進んだことにより、

2024年 4月現在でその数は 101大学に達した。そうした背景には、地域における進学機会を確保し、

若者の域外流出を防ぐといった守りとともに、産業振興や人材育成という攻めの政策により、地方

自治体が公立大学を地域振興の核として位置づけてきた歴史があった。また、2004年 4月の地方独

立行政法人法の施行により、公立大学の法人化が可能となり、設立団体である地方自治体との関係

が変化するとともに、大学内部のガバナンス改革が大きく進むことになった。さらに、国が主導す

る保健福祉人材の育成、地方創生、研究力強化、理工系の振興といった政策も公立大学の存立と将

来的な方向性に大きな影響を及ぼしており、各公立大学とその設立団体は対応を迫られている。 

 こうした状況にある公立大学およびその設立団体が、どのような政策的目標を重視し、対応を図

り、今後の発展を目指しているのか。その現状と課題を把握するために、前章で紹介した仕様にて

2023年度に質問紙調査を実施した。本章では、同調査の結果を紹介し、全国の状況を俯瞰すること

により、公立大学セクターの今後の方向性を考えるために有益と思われる情報を考察する。 

 なお、前章に倣い本章においても、実施された 3 つの調査の名称については、以下、「大学調査」

（公立大学における政策対応と組織・財務運営に関する調査）、「団体政策調査」（公立大学設置団体

における公立大学政策に関する調査）、および「団体財政調査」（公立大学設置団体における公立大

学財政に関する調査）と略して表記する。 

 
２. 「大学調査」の結果について 

 本節では、3つの調査のうち「大学調査」の結果を中心に検討する。なお、「団体政策調査」と共

通の設問については、両者の集計結果を比較し、大学とその設立団体の認識の共通性や差異につい

てもあわせて確認する 1。 

2-1 首長・議会との関係で大きな影響を受けた事項 

 まず、設立団体の首長との関係で大学が大きな影響を受けた事項については、大学の新設、公立

大学法人化や私立大学から公立大学への転換が複数あげられている。設立団体と大学の間のガバナ

ンス関係の変化、あるいは公立大学の設立や学校法人からの所管替えといった大きな動きは、トッ

プの意思決定によることが改めて確認できる。また、学部・学科の新設・再編や大学院の設置とい

った、組織と教育の改革についても複数の回答があり、首長のリーダーシップで実施されている様

子が伺える。 

 なお、設立団体の議会との関係で大学が大きな影響を受けた事項については、回答が少なく、ま

た上記の首長との関係による事項との重複が多い。つまり、議会が公立大学に関する独自の動きを

することはまれであり、首長の提出する議案等に対して対応しているというのが実情のようである。 

2-2 重視する評価指標（主な政策目的） 

 大学の存立目的や基幹的な活動に照らして最も重視する評価指標 2について「1 位」から「3 位」

までの回答結果を図 2-1～2-3に紹介する。「1位」にあがった指標で最も回答が多かったのは「志願
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倍率」の 25件であり、2位の「資格試験合格者数・合格率」の 7件を引き離して圧倒的な 1位とな

っている。「2位」として選択された指標については、「就職（進学）希望者の就職（進学）率」の 13

件、「新卒者の大学所在自治体等域内就職率」の 10件、「資格試験合格者数・合格率」の 7件などが

多くなっている。「3位」については、「教員の外部研究資金獲得件数・金額」の 16件が最多で、「所

在自治体内企業との共同・受託研究（事業）の件数・金額」の 7件が次点となっている。 

図 2-1 大学が重視する評価指標 1位（n=47） 

 

図 2-2 大学が重視する評価指標 2位（n=46） 

 

図 2-3 大学が重視する評価指標 3位（n=46） 
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 ここで明らかになったのは、公立大学にとって学生を集め、順調に地域内に送り出すことが最重

要であり、学内での教員の研究力や資金獲得能力等については、教育の入口と出口できちんと成果

が確認できた後の評価項目となっていることである。同じ設問は「団体政策調査」で回答大学の設

立団体にも尋ねているが、結果はほぼ同様であり、公立大学の政策目的の方向性は、概して地域人

材の育成を中心とした教育重視の傾向にあるといえる。 

 ただし、大学類型別にクロス集計した結果からは異なる様相も確認できる。まず、医科・歯科・

薬科系（n=4）および保健・看護系（n=10）の大学については、「資格試験合格者数・合格率」を「1

位」または「2位」にあげている。これらの大学類型については、医療・保健系の専門職が順調に国

家試験に合格し、資格を取得することが第一目的となっている。なお、「団体政策調査」では、医科・

歯科・薬科系大学の設立団体（n=4）については、「新卒者の大学所在自治体等域内就職率」を 4 分

の 3の団体が「1位」にあげている。つまり、設立団体としては、資格試験の合格は当たり前のこと

として、資格を取った医療専門職の地域内定着を最も重要視していることがわかる。 

「2位」の評価指標について大学類型別にクロス集計した結果からは、保健・看護系大学（n=10）、

理工系大学（n=7）、芸術系大学（n=3）、文科系大学（n=8）で「就職（進学）希望者の就職（進学）

率」と「新卒者の大学所在自治体等域内就職率」があわせて 5 割以上となっている。しかし、大学

院大学（n=2）では、すべての大学が「教員の著書・論文件数」を「2位」、「教員の外部研究資金獲

得件数・金額」を「3位」にあげており、研究重視の姿勢が明らかとなっている。 

 なお、ここで検討している「重視する評価指標」については、地域の大学進学状況との相関が考

えられる。そこで、「1 位」および「2 位」にあげている指標について、大学進学状況に関する指標

の平均値の差の検定を行ったところ、以下のような発見があった。まず、「所在都道府県内の大学生

総数の進学希望者に対するカバー率」3と「地元大学進学率」4については、「重視する評価指標」の

間で平均値に前者が 5％水準、後者が 1％水準の有意差があり、以下のような傾向が確認できた。ま

ず、「大学所在自治体等地域内出身在学生比率」や「新卒者の大学所在自治体等域内就職率」など、

入口での地域内進学、出口での地域内就職を重視している大学は、所在地域内の大学の受入キャパ

シティが小さく、地元大学進学率も低い不利な地域である傾向が強い。逆に所在地域内の大学の受

入キャパシティが大きく、地元大学進学率が高い有利な地域にある大学は、評価指標として「自己

収入比率等の財務的独立性」や教員の研究業績等に目を向ける余裕を示している。 

2-3 重要なステークホルダー（外部組織等への注視度） 

 次に設立団体以外の組織等の動向について日常的にどの程度注視しているか、つまり大学からみ

た各ステークホルダーの重要度について、1（注視していない）から 5（注視している）までの 5段

階評価で回答を得た結果について図 2-4で紹介する（以下、数値は 5段階評価の平均値）。上位から

確認すると、「1位」は「文部科学省」の 4.36、「2位」は「公立大学協会」の 4.26、「3位」は「他

の公立大学」の 3.93、「4位」は「国立大学」の 3.87、「5位」は「中等教育機関」の 3.85となって

いる。このうち「2位」の「公立大学協会」に対する注視度が高い理由について記述回答 5を確認し

てみると、公立大学全般および国との関係における情報の分析・提供機能に期待を寄せていること

がわかった。また、「5位」の「中等教育機関」については、高大接続や卒業後の進路動向について

重要性を認識しており、前記の「重視する評価指標」において「志願倍率」が圧倒的な「1位」とな

っていた結果とも同期している。 
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ラ方式」から「フォーミュラ方式を基本としながら、一部を増分方式で決定」への変更が示唆され

ている。 

図 2-15 部局への予算配分方法 

 

なお、部局予算の配分の際に研究業績（論文数等）や外部資金獲得額などの成果にもとづいて傾

斜配分を行っているかどうかについても確認したが、調査時点（「現在」）で実施している大学は 4大

学（10.0％）となっており、ごく少数派である（n=40）。しかし、将来的には 7大学（18.4％）に増

える見込みとなっており、学内における競争的配分が若干普及する可能性を示している（n=38）。 

 

３. 「団体政策調査」の結果について 

 本節では、3つの調査のうち「団体政策調査」の結果を検討する 1。 

3-1 公立大学をめぐる大きな動きのインパクト 

 1995～2023年度における公立大学をめぐる大きな動きについて、設立団体におよぼしたインパク

トの強さを 1（小さい）から 5（大きい）までの 5 段階評価で回答を得た結果について図 2-16 で紹

介する（以下、数値は 5段階評価の平均値）。 

図 2-16 公立大学をめぐる大きな動きのインパクト 

 

 今回、設問の対象とした7つのイベントはどれも中間値の3を超える大きなインパクトを持つが、

特に「大学の新設」（4.75）、「学校法人から公立大学法人への設置者変更」（4.71）、「短期大学の四
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り、「公立大学法人化」（4.39）がそれにつづいている。逆に「収容定員の変更」（3.67）は、他のイ

ベントと比較するとマイナーチェンジであり、設立団体にとってインパクトは小さめである。 

 なお、インパクトが最大となっている「大学の新設」について、その背景や契機を記述回答で確

認してみると、内容は様々であるが、地域内の高齢化等を背景とした保健・医療・福祉系人材の確

保や若年層の域外流出の防止などがあげられており、明確な政策目的が設定されている。 
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4.60）、政令市（n=5・4.40）、市（n=15・4.60）が大きな影響度を認識しているのに対して、組合等

（n=4）が 3.00という中立的なスコアとなっており、その差が著しい。また、「学部の理系転換・新

設支援」については、5％水準の有意差があり、都道府県（n=22・2.77）と組合等（n=4・2.50）が 3

を切るような影響度しか認識していないのに対し、政令市（n=5・3.20）や市（n=16・3.69）といっ

た基礎自治体で相対的に大きな影響度を感じている。 

その他、この設問の回答を団体が設立した大学の類型とクロス集計した結果から、「COC・COC＋」

については、統計的な有意差はないが、医学部のない総合大学の設立団体（n=14）が 4.14と影響度

を大きく認識している。逆に医科・歯科・薬科系大学の設立団体（n=4・2.25）、理工系大学の設立団

体（n=6・2.50）、芸術系大学の設立団体（n=2・2.00）は、中立的な 3を下回っている。つまり、2-

4項ですでに確認したように、「COC・COC＋」のような地域連携型のスキームについては、学術的な

間口の広い総合大学に比較して、特定の専門領域に特化した大学では影響度が限定的となる可能性

を示唆している。 

3-7 年度評価または中期目標期間終了時評価が政策に影響を与えた事例 

 本調査では、法人化後、2022年度までに地方独立行政法人法にもとづく年度評価 10および中期目

標期間終了時評価の指摘事項が設立団体の公立大学政策に影響を与えた事例について、記述回答を

いただいている。内容的にあまり共通する事項はなく、概略として表 2-1 のような指摘に対して政

策的な対応を行っている。 

表 2-1 年度評価または中期目標期間終了時評価が政策に影響を与えた事例 

・ 適切な数値目標の設定 

・ 競争的資金等の自己収入の確保 

・ 改組・リストラの実施 

・ 入学定員・選抜制度の見直し 

・ 就職支援体制の強化と域内就職率の向上 

・ 大学院の定員充足率の改善 

・ 国際交流活動の活性化とグローバル人材の育成 

・ 他大学との連携および高大連携 

 

４. 「団体財政調査」の結果について 

 本節では、3つの調査のうち「団体財政調査」の結果を検討する。 

4-1 設立団体から大学への財政負担額決定方法 

図 2-24 大学への経常的な財政負担額（運営費交付金等）の決定方法 

 

 公立大学は、学生（家計）からの授業料・入学金・検定料とともに、設立団体から税財源をもとに

した財政負担を収入し、運営されている。そして、約 9 割の大学が法人化されている現在では、運

営費交付金という形で経常的な経費に充当する主要財源が設立団体から措置されている。ここでは、

運営費交付金を中心とした、設立団体の財政負担額がどのように決定されているかについて、調査 
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図 3-1 概念モデル 

 

 

国          設置自治体         他の利害関係者 

（文科・総務・厚労・ 

内閣府等) 

 

 

 

              公立大学 

 

          経営       教学 

 

 

 

３. データと方法 

3-1 データ 

使用するデータは本科研費で全ての公立大学(令和 5 年度で 100 大学)及びその設置者に対して実

施したアンケート調査の回答と大学の基礎データ及び設置者の財政情報等である。本分析では公立大

学を経営主体とみなしてそのステークホルダーに焦点をおくことから、原則として公立大学からの回

答(47件)を使用し、設置者側からの回答は同一項目の質問項目があっても参考情報とする。 

 

3-2 方法 

ステークホルダーに焦点をおいた分析で仮説を検証するには、公立大学の特性として図で示したよ

うなステークホルダーとの関係を特定化するとともに属性である設置年（＝設置後の経過年数）、財

政状況（2022年度の経常利益率4）、学部構成（医歯薬看護系を有する＝１,その他＝０）、学生数（対

数換算）について大学基礎情報から変数化する必要がある。また、公立大学の最大のステークホルダ

ーである設置者(自治体等)との関係はアンケート調査項目等のうち、大学の理事長が学長を兼ねてい

る(=1)か分離している(=0)か、事務局長が設置者からの出向者である(1)か否か(0)を採用する。設置

者側の財政状態も予算や組織改編では影響するため財政力指数(2022 年度)で代理することにする。

ステークホルダーたる国の影響は文部科学省、総務省、内閣府及び厚生労働省5の動向を注視している

程度（注視していない＝１から注視している＝５のリッカート尺度）の平均値(変数は「国への注視」)

で考慮するが、医師薬看護系学部を保有する公立大学は地域社会の需要に応じる政策の側面もあるた

め、その他の外部ステークホルダーと位置付けられる。さらに、内部ステークホルダーとしては学長

と事務局長の 2者をとりあげ、大学の意思決定における影響度（影響力は小＝１から影響力は大＝５

までのリッカート尺度）で数値化する。 

したがって、ステークホルダーにかかる独立変数は、学長と理事長の併任の有無(1or0)、事務局長

 
4 損失の場合には経常利益率はマイナス表示になる。 
5 他の利害関係者を注視する程度は章末の付表に示すが、ステークホルダーとして原理的に重要な高等学校(受

験生)が中位であるのが注目される。 
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第５章 公立大学法人化の議会会議録分析の試み 

 

渡部芳栄（岩手県立大学） 

 

１. 報告の背景と目的 

公立大学法人は，地方独立行政法人のうち「大学又は大学及び高等専門学校の設置及び管理を行

うこと並びに当該大学又は大学及び高等専門学校における技術に関する研究の成果の活用を促進す

る事業であって政令で定めるものを実施する者に対し，出資を行う」業務を行うもののことである

（地方独立行政法人法第21条第2号・第68条）。地方独立行政法人は，「住民の生活，地域社会及

び地域経済の安定等の公共上の見地からその地域において確実に実施されることが必要な事務及び

事業であって，地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要のないもののうち，民間の主

体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものと地方公共団体が認めるものを効率

的かつ効果的に行わせること」を目的としている（同法第2条）。国立大学法人が，すべての国立

大学を法人化させることで出発したのとは異なり，公立大学では地方公共団体が直営のままにする

か，法人を設立して設置・管理を担わせるかを選択することとなった。実態としては，地方独立行

政法人法が施行された2004年では77大学中1大学が公立大学法人による設置であったが，2024年に

おいては101大学中91大学が計83法人によって設置されるまでに拡大している（図5-11）。 

 

図5-1 公立大学・法人数の推移 

このように，2004年度以降徐々に浸透し，現在では多数派となっている公立大学法人であるが，

公立大学の設置・管理の主体としての公立大学法人制度においてはどのような成果と課題があるだ

 
1 https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kouritsu/index.htm 参照（最終閲覧日：2025年2月2日） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kouritsu/index.htm
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ろうか。それらを明らかにするには，公立大学法人導入の目的とそれに照らしたその後の評価を行

う必要がある。すなわち，どのような意図で大学の設置・管理の主体として公立大学法人を設立し

たのかによって，その後の評価が決まってくる。 

本報告では特に公立大学の設置・管理主体としての公立大学法人の地方公共団体による導入目的

について分析し，今後の公立大学法人制度の評価に向けた土台を提供することを目的とする。 

 

２. 本報告の課題とデータ 

2-1. 本報告の課題と分析手法 

本報告で分析課題は大きくわければ以下の2点を明らかにすることである。すなわち，公立大学

の法人化にあたって， 

1. どのようなテーマ・内容が話されているか 

2. どのような文脈で話されているか 

である。 

本報告では，公立大学法人に関する設立団体の議会会議録を分析対象とし，テキストマイニング

によってその特質の一端を明らかにする。テキストマイニングの中にもさまざまな分析手法がある

が，本報告では1の課題についてはワードクラウドやバブルチャートを，2の課題については共起ネ

ットワークを活用して分析を試みる。 

 

2-2. 収集データの概要 

分析で利用するデータは，以下の方針で収集した。まず分析の対象は2019年までに設立された法

人とし，2021年までの会議録を設立団体のホームページの会議録サイトから収集した。データ収集

の方針としては，会議録サイトの検索画面から，「大学名もしくは法人名」＋「法人化」，もしく

は「大学名もしくは法人名」＋「公立大学法人」の2パターンで該当する発言が同じ発言者に入っ

ているケースを検索し，「年月日」「議会名」「発言者」「発言内容」を取得した。また，上記2

パターンで収集した結果重複しているケースは削除したが，上記の条件にヒットしなかった法人は

8法人であった2。 

収集・整理したデータのうち，検索条件に1件以上ヒットした法人は74，ヒットした件数は全部

で7,138 件である。なお，分析の際は，当該法人が設立された年度以前のものを対象としている。 

 
2 あくまで上記2パターンの条件にヒットしなかったというものであり，公立大学法人に関する議論がまったく

なされたことがないことは意味していない。 
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図5-2 法人ごとのヒット件数 

 

表5-1  ヒット件数の記述統計量 

法人数 平均 標準偏差 中央値 最小値 最大値 歪度 尖度 

74 96.5 129.73 62.5 1 696 2.61 7.63 

 

 

法人ごとのヒット件数を棒グラフに示したものが図5-5-2に，ヒット件数の記述統計量を表5-1に

示しているが，700近くヒットする法人（高知県公立大学法人）がある一方，仮にヒットしたとし

ても1件という法人も多数存在し，多様である。もちろん，法人や大学の設立・設置の時期にも大

きく左右されるが，1件しかヒットしていない（あるいは図にはないが，1件もヒットしていない）

法人も多数あり，法人化に関して少なくとも県議会等の設立団体の議会の場ではあまり議論になら

なかった例も比較的多く存在することもうかがえる。平均を取ると96.5であり，中央値（62.5）よ

りも大きく，ヒストグラムを描けば右に歪んでいて小さな値が多い（あるいは，特別大きなヒット

数の法人が少数存在している）。 
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３. どのようなテーマ・内容が話されているか 

3-1. 法人化前の議論で登場するテーマ（名詞） 

図5-3 法人化前の議論に登場する単語 

 

数やその単位を表す名詞や固有名詞，代名詞，接尾辞などを除外した名詞をワードクラウドで表

したものが図5-3である。可視性を重視し，200語以上出現したものに限定しているが，今回の分析

にとって重要な単語である「法人」「大学」「公立大学」「公立大」は出現数が多いためこの図か

らは除外している。 

図の中で大きく表示されている単語のうち，「委員」「条例」「議会」などは議会会議録に特有

の単語であると考えられる。また，「教育」「研究」も大きく表示されているが，大学の教育研究

機能について議論がなされている結果であろう。「市立」「県立」「中期」「目標」「独立行政法

人化」「設立」「設置」「評価」などは，公立大学法人の設立に特有の単語であり，やはり当然多

く登場するものと思われる。 

一方で，「運営」「改革」「検討」「必要」「貢献」などの単語も多く出ており，そのうち「運

営」は運営費交付金という，やはり公立大学法人（地方独立行政法人）制度に付随するものである

かもしれないが，どのような文脈で出ていたかというのはもう少し詳細に確認する必要があるだろ

う。「学長」「職員」「理事」「学生」といった人に関する単語も同様である。 
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3-2. 法人化前の議論で登場する肯定・否定表現（形容詞） 

 

図5-4 肯定・否定表現のバブルチャート 

感情分析に類する分析を行った結果をバブルチャートで表現したのが図5-4である。肯定的・否

定的表現（感情）の分析には，東北大学 乾・岡崎研究室の「日本語評価極性辞書（用言編）

ver.1.0（2008年12月版）」を利用した3。評価極性情報は， ポジティブかネガティブか ✕ 客観

的か主観的かの4パターンに分類されているが，今回の分析では形容詞（自立語のみ）に限定して

いるためか，ほとんどが主観的なものであり，また，どちらにも当てはまらない（中立な）形容詞

の出現が圧倒的に多かった（図中の青が肯定的表現，赤が否定的表現，灰色が中立である）。 

最も多いのは「ない」であり，自立語であるため「無」を意味すると思われるが，否定的なもの

（例えば「問題」「課題」「心配」など）が無いならばいい意味になり，同様に多く出現する「高

い」「大きい」なども何がなのかにもよると思われ，評価は難しい。その中で，「いい」「ふさわ

しい」「望ましい」などは比較的多く出現しているが，その他の単語の出現は10未満と少数である

。否定的な表現としては，「遅い」「悪い」「乏しい」などがあるが，やはりいずれも多数ではな

い。 

 
3 https://www.cl.ecei.tohoku.ac.jp/Open_Resources-Japanese_Sentiment_Polarity_Dictionary.html 参照（最

終閲覧日：2025年2月2日） 

https://www.cl.ecei.tohoku.ac.jp/Open_Resources-Japanese_Sentiment_Polarity_Dictionary.html


 58 

４. どのような文脈で話されているか 

4-1. 共起の多い単語（名詞・形容詞） 

 

図5-5 名詞・形容詞の共起ネットワーク 

 

ここでは名詞と形容詞に限定し，同一文章（sentence）の中に共に登場した単語を共起ネットワ

ークで表現したものが図5-5である（可視性を重視し70回以上登場するパターンに限定しているが，

同じsentenceに登場するケースをすべて対象にしているため，必ずしも見やすいとは言えない）。

「地方」「独立」「行政」「法」に加え，「条例」「制定」「改正」など，地方議会特有の単語が

登場していることはまず押さえておきたい。また，「定款」「設立」「準備」や「平成」「年度」

など，実務に関する議論も当然ながら多く登場していたようである。また，「研究」「教育」は大

きな一つの中心をなしている一方，「運営」「経営」「組織」も結びついており，関連して，「運

営」「費」「交付」「金」（運営費交付金）という言葉からも，公立大学の新しい設置主体として

の公立大学法人の運営や経営・財務のあり方も話題になっていたと思われる。その他「地域貢献」

も結びついており，もともと多くの公立大学がその使命としていたと思われる地域貢献も，改めて

問い直されていたのかもしれない。他方で，「改革」という言葉も登場しており，何らかの変革を

意図して，公立大学法人の設立が議論されていたことも見逃せない。 
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4-2. 肯定・否定表現を含む形容詞の使われる文脈（形容詞が含まれるもの） 

 

図5-6 形容詞との共起ネットワーク 

図5-6は，形容詞がどのような単語とともに使われているかを表したもので，図5-5とは異なり，

直近に登場する単語との組み合わせ（2-gram）を示したものである。図5-4に最も多く登場してい

た「ない」は，「必要」「妥当」「意味」「生き残り」「結論」「区別」とともに使われることが

多かった。この中で，唯一「生き残り」がないというものだけは，公立大学といえども18歳人口減

少期の経営の難しさを語っている可能性があるが，その他の単語とともに，やはり詳細には個々の

文書に当たる他ない。また，続いて多かった「高い」は「運営」や「知識」などとともに使われる

ことも多く，高等教育や法人経営の質の高さへの期待なのかもしれない。続く「新しい」はグラフ

では「時代」のみにかかっており，新しい時代の大学運営の仕組みについて語っているのかもしれ

ないが，深い意味は見いだしがたい。「大きい」「厳しい」「激しい」については，法人そのもの

の評価ではなく，変化の大きい，厳しく激しい競争環境という文脈で使われているようである。 

さて，肯定的な表現として登場していた単語のうち「望ましい」については，このグラフには登

場しておらず，それぞれの使われ方がされているのかもしれない。「いい」は「方」であり，良い

方に向けてという意味合いが込められている可能性があるが，やはり詳細に理解するのは難しい。

「ふさわしい」というのも，「時期がふさわしい」とか「ふさわしいスタート」ということで，実

務的な議論が想像されるが，「市にふさわしい」というのは，公立大学法人が当該市に果たす役割

が期待されていたと言えるかもしれない。 
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５. 終わりに 

本報告では，公立大学法人を設立した地方公共団体の議会会議録についてテキストマイニングを

行い，法人化前に行われていた議論の内容や文脈の特質を見てきた。議会会議録にはほとんど登場

しない設立団体から，非常に多くの議論がなされている設立団体まで多様であり，分析の難しさが

あった。地方議会に特有の単語についてはここでは割愛するが，「教育」「研究」という単語が多

く登場していたことには一種の安堵感があった。公立大学法人の導入が，何らかの改革を意図して

いた可能性はもちろん高いが，それが「運営費交付金」や財政削減を示す言葉とともに登場するこ

とは，（筆者としては意外にも）全体としては多くはなかったことはわかったと言ってよい。2000

年代初頭に多かった「公立大学の統合」の評価が今ひとつよくなく，そうした議論が表立ってしに

くくなっていたのかもしれない（し，本当にそうした意図はないのかもしれない）。しかし，変化

が激しく，競争の厳しい時代において，生き残りをかけてという意味合いの言葉もセットで登場す

ることが多く，その運営のための組織として公立大学法人を導入したということはおそらく間違い

ないだろう。 

ただしすでに述べたように，議論の多い法人も少ない法人も一括して分析しているところが本報

告の限界であり，個々に見れば起きていた問題を見えなくしている可能性も高い。文書量の違いも

あり，統一的な分析は難しいかもしれないが，事例分析も併用しながら，引き続き公立大学法人導

入の目的について研究を進めていく必要がある。 
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図 6-1 地元出身者占有率と地元大学進学率と学生数の関係 

 

（出典）各種データをもとに作成した本プロジェクト作成データによる。 

なお、複数の大学を設置する地方公共団体のバブルが重なっている 

 

3-2  大学類型の設定 

いっぽう、本プロジェクトでは、公立大学の機能と特性を踏まえ、7 つの類型を設定した。この

類型化は、各大学の規模、専門分野、地域特性を反映したものである。 

第 1類型は、大阪公立大学（学生数 15,984人）と横浜市立大学（5,170人）に代表される大規模

総合大学群である。これらの大学は政令市が設置主体となっており、都市部に立地し広域からの学

生受入れを特徴とすることから、独立した類型として位置づけた。 

第 2類型から第 4類型は中規模大学群として設定した。第 2類型には北九州市立大学（6,757人）

や兵庫県立大学（6,551 人）など学生数 2,000 人以上の総合大学を、第 3 類型には福島県立医科大

学（1,696人）や和歌山県立医科大学（1,340人）などの医科系単科大学を、第 4類型には埼玉県立

大学（1,764人）や神奈川県立保健福祉大学（1,069人）などの保健医療系大学を位置づけた。これ

は各大学の規模と専門分野における共通性を考慮したためである。 

第 5類型と第 6類型は専門分野特化型の大学群として設定した。第 5類型には秋田県立大学（1,878

人）や山陽小野田市立山口東京理科大学（1,499 人）などの理工系単科大学を、第 6 類型には沖縄

県立芸術大学（578人）や秋田公立美術大学（485人）などの芸術系単科大学を位置づけた。これら

は地域の特定分野における高度な専門教育機能を担っていることから、独立した類型とした。 

第 7類型には高崎経済大学（4,062人）や神戸市外国語大学（2,233人）など、その他の小規模大

学群を位置づけた。これらの大学は、学生規模は 1,000 人から 4,000 人と幅広いが、地域のニーズ

に応じた特色ある教育研究活動を展開している点で共通性を持つ。 
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図 6-2 クラスター分析: 他県への流出率（縦軸）・地元出身者占有率（横軸）" 

 

3-4  法人出向を通じた公立大学のガバナンス：事務局長を中心とした出向 

行政学分野において注目され続けてきた主要な研究テーマの一つに出向がある。退職金支給を伴

わない退職派遣に係る先行研究には、地方における中央官僚の出向人事については先行研究が多く、

この人事現象がなぜ生じるかについては、事例分析アプローチを主とした解明が試みられ、盛んに

議論されてきた（青木,2003;秋月,2000a, 2000b; 稲継, 2000; 喜多見, 2007など）。特に、地方の

側で中央官僚の出向人事の受入れを誰が決めているかについては、秋月（2000a）では、各地方公共

団体の人事担当者に対するインタビューを通じて、任命権者である首長（あるいはその周辺）によ

って決定が行われているとする。 

これは異なる法人・団体等との間の人事関係は、公立大学の場合は法人化によって新たに生まれ

た慣行であり、それまでは当然同じ団体内の人事異動に過ぎなかった。この出向の様子をみてみる

と、設立団体の大学運営への出向は、事務局長（31件）や理事（27件）が多くこれらは多くが兼務

をしていると思われ、運営面で主導的な役割を担っていることが明らかである。一方で、学長（1

～2件）や副学長（1～3件）、専任教員（3件）の数が少ないことから、教育・研究の現場では設立

団体の関与が限定的であり、学術的な自律性が一定程度維持されていると考えられる。特に部局長

の管理職となるとすくなくなっている（図―3）。 

このように、設立団体の出向は大学の経営判断が問われる運営面に集中し、教育や学術面やさら

に学務などの専門性職種では相対的に控えめである傾向がうかがえる。法人化の趣旨を鑑みると、

公務員の定数削減という見かけの行政改革効果を狙っていた面もあることから、自身の公務員身分

を持つ事務職員による大学運営をなるべく軽減したいという方向性がみてとれる。 
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図 6-3 設置団体からの出向者数の推移 

 
（出典） 本プロジェクト作成のデータセットより筆者作成 

 

４. 議論 

本稿には、いくつかの方法論的限界が存在する。第一に、調査対象となるすべての公立大学から

の回答を得ることはできなかった点である。このため、大規模な公立大学に関する得られた知見の

一般化可能性については慎重な判断が必要である。第二に、クラスター分析による分類は、実用的

な示唆を提供するに十分ではあるものの、完璧な水準とまでとはいえない。これらの限界は、本研

究の結果を解釈する際に留意すべき重要な点である。 

しかしながら、これらの限界を考慮に入れてもなお、本研究からは制度論的観点から重要な発見

が得られた。分析単位の明確化した公立大学の設置者側・地方公共団体視点での分析の結果、潜在

的な決定的分岐点の特定が、公立大学法人化・行政改革をめぐる人事と財政でできたことである。 

特に注目すべきは、公立大学をめぐる各アクターの行動が、新制度論的な合理的な経済主体として

の意思決定の結果として説明可能であるという点である。高い地元出身者占有率と低い流出率とい

うパターンは、地域密着型の高等教育戦略が効果的に機能していることを示すと同時に、地方自治

体による合理的な資源配分の結果として理解することができる。このことは、財政規律の観点から
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第７章 公立大学の役割の再検討：大学の拡大は何をもたらしたのか 

 

原田健太郎（島根大学） 

 

１. はじめに 

 公立大学の一義的な役割は、地域社会の学生への教育機会の提供であると考えられる。本稿で扱

う公立大学へのアンケート調査（公立大学における政策対応と組織・財務運営に関する調査）の結

果でも、重視している指標として、設置自治体からの学生の受入とそこへの就職をあげている大学

が一定数存在し、その言説は数値でも裏付けられている。 

 本稿も、その認識を基盤としたうえで、改めて公立大学が果たしている役割について検討を行う。

それを行うために、「専門分野」と「大学院教育」に着目することとしたい。すなわち、平成期の公

立大学の拡大を経て、専門分野別の学生数の分布がどのように変動したのか、学部生と大学院生の

比率がどのように変動したのかを明らかにする。その結果として公立大学の機能の変貌と、それに

伴う大学経営の変貌も同時に明らかにすることが本稿の目的となる。 

 

２. 学生数に基づく検討 

 

2-1 学部学生数の推移 

 初めに、学部学生数の推移から、公立大学の状況を検討する。図 7-１は、専門分野別の学部学生

数の推移である。先行研究が指摘するように、「保健」系の学生数の増加は確かに大きい（中田 2020）。

一方で、各専門分野ともに増加が見られる。平成期の公立大学の拡大期においては、「保健」系の学

生数の増加に加えて、「保健」系以外の専門分野の学生においても拡大が見られた。 

 

図 7-1 公立大学の学部学生数の推移（学校基本調査を基に筆者作成） 
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図 7-2 公立大学の修士課程の学生数の推移（学校基本調査を基に筆者作成） 

 

 

 次に、専門分野別の拡大の程度を見ていくこととする。その拡大が顕著な専門分野は、「その他」、

「保健系」と「工学」である。学部生の増加に呼応する形で、修士課程の学生も増加したといえる。

「工学」については、大学院の進学率が高いことが知られており、それが反映していると思われる。

「保健」系についても、1980 年から 2020 年の 40 年間で、修士課程の学生数は 13 倍近く増加して

いる。 

なお、1980年と 2020年との比較という観点に立てば、前述した専門分野はもちろんのこと、「社

会科学」の増加率も高く、2020 年の学生数は、1980 年の学生数の 8.47 倍である。一方で、増加率

が低いのは、「人文科学」の 1.84 倍、「農学」の 2.64 倍となっている。とはいえ、概ね全ての分野

で増加の程度が高いことも分かる。このように考えれば、公立大学は、単に学部教育を拡大させた

だけでなく、大学院教育も拡大させてきたことが分かる。 

 

２）博士課程の状況 

 最後に博士課程の学生数を見ていくことにする。図 7-3 は、博士課程の学生数の推移である。初

めに、2020年時点の学生数は、1980年時点と比べて、5倍近く増加していることが分かる。博士課

程の拡大は、修士課程の拡大と比較すれば相対的に小さいが、やはり大きく拡大していることが言

える。 

 次に、専門分野ごとの拡大を見ていくこととする。その拡大が顕著なのは、やはり、「その他」、

「保健」と「工学」である。学部生、修士課程の学生の増加に呼応する形で、博士課程の学生も増加

したといえる。「工学」については 8.61倍、「保健」は 5.97倍となっている（「その他」は、1980年

時点で学生が存在しない。）これに農学の 3.46 倍が続く形となっている。修士課程との対比でいけ

ば、保健系と理工農系分野以外の専門分野の拡大が抑制的であることがあげられる。 
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図 7-3 公立大学の博士課程の学生数の推移（学校基本調査を基に筆者作成） 

 

 

拡大の背景であるが、「保健系」の場合は、看護系等の拡大はもちろんのこと、6年制の医師養成

の上の博士課程が複数あることもその要因の一つであると考えられる。それに次ぐのが、「工学」で

あるが、これらの専門分野では、博士課程を経て、一般企業への就職等も考えられることから、こ

のような状況にあるのかもしれない。 

 

2-3 公立大学の機能の変貌 

 

公立大学は確かに、平成期の拡大を経て、大学数が増加した。その帰結として、学校数で国立大

学を上回る状況に至っている。 

 図 7-4は、図 7-1の値を割合で示したものである。1980年時点では、人文科学と社会科学の学生

数が過半数を占めるに至っていたものが、2020年時点ではその割合は 4割まで低下し、理系三分野

（理学、工学、農学）と保健系の学生数が全体の 4 割を占めるに至っている。そして、学際的な分

野である「その他」が 1 割を占めるに至っている。すなわち、文系中心の大学群であった公立大学

が、その拡大を経て、理系と文系の占める割合がほぼ同じ状況にまで至ったのである。 
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図 7-4 公立大学の学部学生数における割合の推移（学校基本調査を基に筆者作成）

 

 

 次に、大学院の拡大を国立大学・私立大学との比較の中から考えることとしたい。表 7-1 は、各

時点の学部生、修士課程、博士課程の学生数の比率を出したものである。修士比率は、学部学生数

を修士学生数で割った値、博士比率は学部学生数を博士学生数で割った値である。国立大学は 1980

年から 2010年にかけて、その値を減少させている。すなわち、大学院教育の機能を強化させてきた

といえる。その後、2020年にかけてはその値は停滞するが、大学院教育を重視していることが分か

る。一方の私立大学は、2000年までその値を低下させてきたが、その後の値は停滞している。なに

より、その値は、国立大学との比較でいけば極めて高い。すなわち、その機能の中心は学部教育に

あるといえよう。 

両者との比較で公立大学を考えたときに、公立大学はその値を低下させてきており、その値は、

国立大学寄りといえよう。その意味では、私立大学と比べれば、大学院教育機能を強化してきた学

校群であるといえよう。 

 それでは、大学院の拡大を経て、公立大学の機能がどのように変貌したのであろうか。次に、そ

れを公立大学における研究機能の面から検討することとしたい。大学院の役割の一つは、研究を通

した教育である。制度上、大学院を設置することで、大学の研究力の強化が求められることになる。

その実情を検討することとしたい。 
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い、もしくはいずれか一学部を設置している大学を非理系大学と設定した。大学院大学については、

その専門性を見ると、理系の大学院大学と判断されることから、理系大学と設定した。上記の結果、

理系大学が 32 大学、非理系大学が 15 大学存在することとなる。両者で、大学経営に違いがあるか

を検討する。 

 

4-2 分析の結果 

１）予算配分の方式 

初めに、これらの大学群において、成果に基づく予算配分が行われているかを見ていくことにす

る。図 7-5 は、現時点の予算配分の方針と将来の予算配分の方向性をみたものである。初めに、そ

れぞれの項目において、理系大学と非理系大学のカテゴリーと、予算配分方式のカテゴリーでχ2乗

検定を行ったが、その結果が有意ではないことからも、理系大学と非理系大学で予算配分の方法に

ついて、大きな差異は無いように思われる。 

次に、予算配分における現在の方針と将来の方向性との比較を行うこととする。非理系大学は、

フォーミュラ方式を採用している大学は、現在と将来で概ね変わらない。一方で、理系大学は、フ

ォーミュラ方式を維持する割合が、現在の 26.6％であるものが、将来の方針は 16.6％と減少し、何

らかの形で増分方式等を採用する大学が増加する。つまり、理系大学においては、傾斜配分への移

行が推進される点に特徴が見いだせる。 

 

図 7-5 現在及び将来の予算配分の方針 

 

 

２）予算配分の決定者と予算配分の結果 

 ここでは、大学における予算配分を決定する者を検討するために、予算決定に影響を与えている

者を見ていくこととする。図 7-6 は、理系大学と非理系大学に分類した上で、それぞれの大学群で

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

理系

非理系

理系

非理系

現
在
の
方
針

将
来
の
予
定

学生数・教員数等にもとづいた算定式で決定（フォーミュラ方式）

前年度の予算額をベースに増減を加えて決定（増分方式）

フォーミュラ方式を基本としながら、一部を増分方式で決定

増分方式を基本としながら、一部をフォーミュラ方式で決定

その他
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公立大学における政策対応と組織・財務運営に関する調査 単純集計 
 

調査実施主体： 科学研究費助成事業（基盤研究(B)・課題番号：22H1028・公財政データからみた公的大 

  学の政策転換点に関する実証研究）研究グループ 

  URL: https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-22H01028/ 

 

研究代表者： 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 研究開発部 教授 水田健輔 

 

調査趣旨：  公立大学は平成期に積極的な設置がなされ、2023 年 4 月現在で 100 大学に達しました。

  その背景には、地域における進学機会を確保し、若年人口の流出を防止するといった守り

  とともに、産業振興や人材育成という攻めの政策により、地方自治体が公立大学を地域振

  興の核として位置づけてきた歴史がございます。また、2004 年 4 月の地方独立行政法人法

  の施行により、公立大学の法人化が可能となり、設置者である地方自治体との関係が変化

  するとともに、大学内部のガバナンス改革が大きく進むことになりました。さらに、国が

  主導する保健福祉人材の育成、地方創生、研究力強化、理工系の振興といった政策も公立

  大学の存立と将来的な方向性に大きな影響を及ぼしており、各公立大学は慎重かつ大胆な

  対応を迫られています。 

   こうした状況にある公立大学が、地方自治体および国の政策に対してどのように対応 

  し、今後の発展を図ろうとしているのか。その現状を把握するとともに、組織・財務運営

  面での具体的な取り組み状況を知るために、この度、標記の調査を行うことといたしまし

  た。全国の状況を俯瞰するとともに、個別の大学が輻輳する諸政策の中で具体的にどのよ

  うな動きを示しているのかを情報共有することは、各公立大学が自大学の方向性を考える

  上でも有意義なことと存じます。 

 

調査結果： 〇個別大学を特定できない形にて集計等をさせていただき、ご回答いただきました全大学

   に結果を共有させていただきます。 

  〇科学研究費助成事業の研究課題において調査結果データを使用し、個別団体を特定でき

   ない形で研究成果が学会・論文等で発表されます。あらかじめご了承ください。 

 

ご回答期限： 2023年 12月 11日（月）必着 

 

ご回答方法： 以下の 2 つの方法のいずれかでご回答ください。 

 

① 本質問紙に直接ご記入いただき、同封の返信用封筒にて回答済みの質問紙をご返送く

ださい。 

 

② 以下の URL または QR コードから回答 Web サイトにアクセスしていただき、回答を

ご入力ください。なお、回答 Webサイトから、本質問紙の Wordファイルをダウンロー

ドできます。 

 

  URL: https://niad.zenrin-ms.com/q01/ QR コード： 
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貴大学名  

 

１．最近 6 年間において、貴大学の設置団体の首長および議会との関係で、貴大学の教学や経営に大きな影響

を与えた事項について、以下の記入欄にそれぞれ 3 つ以内でご記入ください。 

 

設置団体の首長との関係で大きな影響を受けた事項と年度： 

 

記述回答参照 

設置団体の議会との関係で大きな影響を受けた事項と年度： 

 

記述回答参照 

 

２．貴大学の存立目的や基幹的な活動に照らして最も重視する評価指標を次の候補から３つ選び、記入欄に番

号をご記入ください。なお、実際に貴大学で使用されている指標と完全に一致しない場合でも、計測目的

が同じか類似である指標が候補の中にある場合には、それを選んでください。 

 

１）志願倍率（1 位：25・53.2％、3 位：1・2.2％） 

２）貴大学所在自治体等域内出身在学生比率（1 位：4・8.5％、2 位：3・6.5％、3 位：2・4.3％） 

３）学生による授業評価結果（2 位：1・2.2％、3 位：1・2.2％） 

４）資格試験合格者数・合格率（1 位：7・14.9％、2 位：7・15.2％、3 位：1・2.2％） 

５）就職（進学）希望者の就職（進学）率（1 位：4・8.5％、2 位：13・28.3％、3 位：3・6.5％） 

６）新卒者の貴大学所在自治体等域内就職率（1 位：1・2.1％、2 位：10・21.7％、3 位：3・6.5％） 

７）教員の著書・論文件数（1 位：1・2.1％、2 位：4・8.7％、3 位：3・6.5％） 

８）教員の論文の被引用件数・Top10%論文数等 

９）教員の外部研究資金獲得件数・金額（1 位：2・4.3％、2 位：3・6.5％、3 位：16・34.8％） 

10）貴大学所在自治体等域内企業との共同・受託研究（事業）件数・金額（2 位：2・4.3％、3 位：7・15.2％） 

11）公開講座開催数・聴講者数（3 位：2・4.3％） 

12）貴大学所在自治体等域内でのリカレント教育実施実績・受講者数（2 位：1・2.2％） 

13）貴大学設置団体等行政機関からの受託事業件数・金額 

14）貴大学設置団体等行政機関などの審議会等委員委嘱数 

15）海外大学との交流等の実績（2 位：1・2.2％、3 位：5・10.9％） 

16）自己収入比率等の財務的独立性（1 位：1・2.1％、2 位：1・2.2％、3 位：1・2.2％） 

17）その他の指標（1 位：2・4.3％、3 位：1・2.2％） 

 

重要な指標① n=47 重要な指標② n=46 重要な指標③ n=46 

 

※上記の回答で 17 番を選択した場合には、具体的な指標名を以下にお書きください。 

17 番の指標名：記述回答参照 
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３．貴大学が公立大学法人となっている場合、以下にお答えください。 

 

(ア) 法人化年度～2023 年度（令和 5 年度）について、学長と理事長が異なる年度に〇印をご記入くださ

い（法人化より前の年度については、空欄で結構です）。 

 

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

学長≠理事長 0 1 3 7 9 10 11 11 

年度 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

学長≠理事長 11 12 12 14 15 16 20 20 

年度 2020 2021 2022 2023 

学長≠理事長 20 20 21 22 

 

(イ) 2023 年度現在で学長と理事長が同一または異なる主な理由ついて、以下にご記入ください。 

理由：記述回答参照 

 

４．貴大学が公立大学法人となっている場合、法人化年度～2023 年度（令和 5 年度）の間について、設置団

体からの出向者や役職員経験者が以下の役職等に就任していた年度に〇印をご記入ください（法人化より

前の年度については、空欄で結構です）。なお、「学長兼副理事長」「理事兼副学長」といった役職を兼任

している方が回答対象となった場合には、兼任している両方の役職に〇印をご記入ください。 

 

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

理事長 0 0 0 2 4 4 4 5 5 3 

副理事長 0 0 2 4 4 5 5 5 5 6 

理事 0 1 5 10 14 15 17 17 17 19 

学長 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 

副学長 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 

事務局長 0 1 7 14 19 21 23 23 23 25 

部局長 0 0 1 4 6 6 7 7 7 7 

専任教員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

理事長 4 5 4 5 5 6 6 6 5 5 

副理事長 6 6 6 6 6 8 9 9 8 10 

理事 21 22 23 24 27 26 25 27 28 27 

学長 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 

副学長 1 1 1 1 2 2 3 3 2 2 

事務局長 27 29 29 29 31 31 31 32 31 31 

部局長 8 9 9 9 11 11 10 10 10 9 

専任教員 0 1 1 1 1 2 2 2 3 3 
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５．貴大学の経営上、設置団体以外の以下の組織等の動向、（政策）方針、意見などを日常的にどの程度注視

しているかについて、最もあてはまる数字をお選びください。なお、貴大学にとって該当しない組織等に

ついては、無回答で結構です。また、5 をお選びになった場合には、特にどのようなことを注視されてい

るかについて、簡潔にお書きください。 

組織等 
１ 注視していない ⇔ 注視している ５ 

1 2 3 4 5 

文部科学省（n=47） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 1 28 18 

0.0% 0.0% 2.1% 59.6% 38.3% 

総務省（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 2 16 22 6 

0.0% 4.3% 34.8% 47.8% 13.0% 

内閣府（総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）、地方創生など）（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

2 3 14 25 2 

4.3% 6.5% 30.4% 54.3% 4.3% 

厚生労働省（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

2 1 10 23 10 

4.3% 2.2% 21.7% 50.0% 21.7% 

公立大学協会（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 3 28 15 

0.0% 0.0% 6.5% 60.9% 32.6% 

設置団体以外の都道府県（設置団体が都道府県の場合）（n=35） 

☞5 を選択した場合、注視している点： 

3 13 12 7 0 

8.6% 37.1% 34.3% 20.0% 0.0% 

設置団体内市区町村（設置団体が都道府県の場合）（n=32） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

1 5 11 14 1 

3.1% 15.6% 34.4% 43.8% 3.1% 

他の市町村（設置団体が市・組合の場合）（n=16） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

1 1 7 6 1 

6.3% 6.3% 43.8% 37.5% 6.3% 

設置団体所在都道府県（設置団体が市・組合の場合）（n=17） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 1 5 10 1 

0.0% 5.9% 29.4% 58.8% 5.9% 

設置団体教育委員会（n=45） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

1 9 17 15 3 

2.2% 20.0% 37.8% 33.3% 6.7% 

設置団体内市区町村教育委員会（設置団体が都道府県の場合）（n=32） 

☞5 を選択した場合、注視している点： 

2 9 12 9 0 

6.3% 28.1% 37.5% 28.1% 0.0% 

設置団体所在都道府県教育委員会（設置団体が市・組合の場合）（n=18） 

☞5 を選択した場合、注視している点： 

1 5 6 6 0 

5.6% 27.8% 33.3% 33.3% 0.0% 

設置団体等地域内の高等学校等の中等教育機関（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

1 3 10 20 12 

2.2% 6.5% 21.7% 43.5% 26.1% 

設置団体等地域内の国立大学（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 2 8 30 6 

0.0% 4.3% 17.4% 65.2% 13.0% 

他の公立大学（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 9 31 6 

0.0% 0.0% 19.6% 67.4% 13.0% 

設置団体等地域内の私立大学（n=44） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

1 4 23 14 2 

2.3% 9.1% 52.3% 31.8% 4.5% 

設置団体等地域内の地域経済界（n=45） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

1 4 16 19 5 

2.2% 8.9% 35.6% 42.2% 11.1% 

設置団体等地域内の医療・福祉サービス業界（n=45） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

3 8 12 19 3 

6.7% 17.8% 26.7% 42.2% 6.7% 

マスコミ報道（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 1 15 27 3 

0.0% 2.2% 32.6% 58.7% 6.5% 

ソーシャルメディア（SNS）（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

2 5 18 20 1 

4.3% 10.9% 39.1% 43.5% 2.2% 

その他（具体的に：記述回答参照）（n=2） 

☞5 を選択した場合、注視している点： 

2 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
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６．以下にあげた国の政策・法令等の活用について、貴大学は積極的ですか、消極的ですか。最もあてはまる

数字をお選びください。 

 

国の政策・法令等（開始年度・実施年度・施行年度等） 
１ 消極的 ⇔ 積極的 ５ 

1 2 3 4 5 

地（知）の拠点大学事業（COC、COC＋）（2013・15 年）（n=44） 
4 3 16 8 13 

9.1% 6.8% 36.4% 18.2% 29.5% 

まち・ひと・しごと創生法（地方創生政策）（2014 年）（n=45） 
4 6 25 7 3 

8.9% 13.3% 55.6% 15.6% 6.7% 

地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就

業の促進に関する法律（地方大学・産業創生法）（2021 年）（n=46） 

4 7 26 7 2 

8.7% 15.2% 56.5% 15.2% 4.3% 

成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた基金による継続的支援

（学部の理系転換・新設支援）（2023 年）（n=47） 

8 7 17 5 10 

17.0% 14.9% 36.2% 10.6% 21.3% 

国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する法

律（10 兆円ファンドによる支援）（2023 年）（n=47） 

20 9 18 0 0 

42.6% 19.1% 38.3% 0.0% 0.0% 

地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（2023 年）（n=44） 
6 11 17 3 7 

13.6% 25.0% 38.6% 6.8% 15.9% 

その他（具体的に：記述回答参照）（n=7） 
1 0 3 0 3 

14.3 0.0% 42.9 0.0% 42.9 

 

７．貴大学において、過去 10 年間に学費の域内・域外設定や減免、奨学金制度、入試における地域枠の設定

など、独自の施策をとられた実績がありましたら、施策の規模の大きなものから 3 つ以内で、以下の記入

欄にご記入ください。 

 

貴大学における独自施策 

 

 

 

記述回答参照 
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８．貴大学が公立大学法人となっている場合、以下の事項における貴大学と設置団体の間の相対的な権限の強

さ（関与度）について、最もあてはまる数字をお選びください。なお、以下の事項の中には、地方独立行

政法人法等において任命権等の権限等の所在が定められているものがありますが、同法等の規定かかわら

ず、貴大学と設置団体の間の相対的な権限の強さ（関与度）についてお教えいただければ幸いです。また、

役職の人選に関する事項については、「学長兼副理事長」「理事兼副学長」といった役職の兼任がある場合

も、それぞれの役職に分けてお答えください。さらに、法人化以降に各事項について、貴大学あるいは設

置団体の権限が相対的に変化している場合には、「法人化後現在までの変化」欄にて、あてはまる数字を

お選びください。 

 

事項 

権限の強さ（関与度） 
１設置団体が決定⇔貴大学が決定５ 

法人化後現在までの変化 
設置団体の権限が強まった：１ 

変わらない：２ 

貴大学の権限が強まった：３ 

1 2 3 4 5 1 2 3 

理事長の人選（n=42・n=38） 
22 2 2 5 11 3 32 3 

52.4% 4.8% 4.8% 11.9% 26.2% 7.9% 84.2% 7.9% 

学長の人選（n=42・n=39） 
1 3 3 7 28 0 31 8 

2.4% 7.1% 7.1% 16.7% 66.7% 0.0% 79.5% 20.5% 

副理事長の人選（n=36・n=33） 
8 2 3 5 18 0 26 7 

22.2% 5.6% 8.3% 13.9% 50.0% 0.0% 78.8% 21.2% 

理事の人選（n=42・n=40） 
1 4 10 9 18 2 33 5 

2.4% 9.5% 23.8% 21.4% 42.9% 5.0% 82.5% 12.5% 

副学長の人選（n=34・n=33） 
1 0 0 1 32 0 27 6 

2.9 0.0% 0.0% 2.9 94.1 0.0% 81.8% 18.2% 

部局の長（学部長等）の人選 
（n=42・n=39） 

2 0 2 1 37 1 31 7 

4.8% 0.0% 4.8% 2.4% 88.1% 2.6% 79.5% 17.9% 

教員の採用（n=42・n=39） 
1 1 2 2 36 0 31 8 

2.4% 2.4% 4.8% 4.8% 85.7% 0.0% 79.5% 20.5% 

教員の処遇（n=42・n=39） 
2 4 8 7 21 0 33 6 

4.8% 9.5% 19.0% 16.7% 50.0% 0.0% 84.6% 15.4% 

職員の採用（n=42・n=40） 
3 3 11 6 19 0 26 14 

7.1% 7.1% 26.2% 14.3% 45.2% 0.0% 65.0% 35.0% 

職員の処遇（n=42・n=39） 
6 6 8 5 17 0 31 8 

14.3% 14.3% 19.0% 11.9% 40.5% 0.0% 79.5% 20.5% 

学部・研究科等の部局の改組 
（n=42・n=39） 

2 1 12 5 22 0 33 6 

4.8% 2.4% 28.6% 11.9% 52.4% 0.0% 84.6% 15.4% 

入学金・授業料・検定料等の決定 
（n=41・n=38） 

5 8 15 5 8 1 34 3 

12.2% 19.5% 36.6% 12.2% 19.5% 2.6% 89.5% 7.9% 

運営費交付金の決定（交渉の余地） 
（n=42・n=39） 

9 12 19 1 1 6 32 1 

21.4% 28.6% 45.2% 2.4% 2.4% 15.4% 82.1% 2.6% 

土地の購入・売却（n=38・n=35） 
14 4 18 1 1 4 30 1 

36.8% 10.5% 47.4% 2.6% 2.6% 11.4% 85.7% 2.9% 

施設の維持・整備・廃止 
（n=42・n=39） 

7 5 22 7 1 3 32 4 

16.7% 11.9% 52.4% 16.7% 2.4% 7.7% 82.1% 10.3% 

長期借入金の借入・債券の発行 
（n=39・n=36） 

7 8 20 2 2 3 32 1 

17.9% 20.5% 51.3% 5.1% 5.1% 8.3% 88.9% 2.8% 
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９．貴大学が公立大学法人となっている場合、貴大学の直近の中期目標・中期計画の策定における、以下の役

職・組織の影響力について、最もあてはまる数字をお選びください。 

 

役職・組織 
１ 影響力小 ⇔ 影響力大 ５ 

1 2 3 4 5 

理事長（n=41） 
0 1 2 10 28 

0.0% 2.4% 4.9% 24.4% 68.3% 

副理事長（n=35） 
0 0 2 14 19 

0.0% 0.0% 5.7% 40.0% 54.3% 

理事（n=40） 
0 0 7 24 9 

0.0% 0.0% 17.5% 60.0% 22.5% 

学長（n=41） 
0 0 0 10 31 

0.0% 0.0% 0.0% 24.4% 75.6% 

副学長（n=35） 
0 0 3 21 11 

0.0% 0.0% 8.6% 60.0% 31.4% 

役員会（n=38） 
0 0 5 22 11 

0.0% 0.0% 13.2% 57.9% 28.9% 

経営審議機関（n=41） 
0 0 7 25 9 

0.0% 0.0% 17.1% 61.0% 22.0% 

教育研究審議機関（n=41） 
0 0 10 23 8 

0.0% 0.0% 24.4% 56.1% 19.5% 

「戦略会議」等法人の独自設置組織（n=29） 
1 0 7 16 5 

3.4% 0.0% 24.1% 55.2% 17.2% 

部局長会議（n=32） 
0 2 17 10 3 

0.0% 6.3% 53.1% 31.3% 9.4% 

部局教授会（n=40） 
1 6 20 10 3 

2.5% 15.0% 50.0% 25.0% 7.5% 

全学委員会（n=38） 
0 4 20 8 6 

0.0% 10.5% 52.6% 21.1% 15.8% 

学長補佐等（n=28） 
1 4 15 7 1 

3.6% 14.3% 53.6% 25.0% 3.6% 

事務局長（n=41） 
0 0 10 22 9 

0.0% 0.0% 24.4% 53.7% 22.0% 
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１０． 貴大学が公立大学法人となっている場合、法人化年度～2022 年度の間の地方独立行政法人法にもと

づく評価委員会による年度評価および中期目標期間終了時評価について、お教えください。 

 

(ア) 各年度の年度評価
．．．．

結果について、貴大学の教育、研究、地域貢献、国際化、法人経営の改善・活性化

にどの程度活かされていますか。最もあてはまる数字をお選びください。 

 

評価対象 
１ 活用度小 ⇔ 活用度大 ５ 

1 2 3 4 5 

教育（n=40） 
1 0 3 21 15 

2.5% 0.0% 7.5% 52.5% 37.5% 

研究（n=40） 
1 0 10 18 11 

2.5% 0.0% 25.0% 45.0% 27.5% 

地域貢献（n=40） 
0 1 5 19 15 

0.0% 2.5% 12.5% 47.5% 37.5% 

国際化（n=40） 
1 2 12 15 10 

2.5% 5.0% 30.0% 37.5% 25.0% 

法人経営（n=40） 
1 0 5 22 12 

2.5% 0.0% 12.5% 55.0% 30.0% 

 

(イ) これまでの中期目標期間終了時評価
．．．．．．．．．．．

結果について、貴大学の教育、研究、地域貢献、国際化、法人経

営の改善・活性化にどの程度活かされていますか。最もあてはまる数字をお選びください。 

 

評価対象 
１ 活用度小 ⇔ 活用度大 ５ 

1 2 3 4 5 

教育（n=34） 
1 0 4 18 11 

2.9% 0.0% 11.8% 52.9% 32.4% 

研究（n=34） 
1 0 9 16 8 

2.9% 0.0% 26.5% 47.1% 23.5% 

地域貢献（n=34） 
0 1 5 18 10 

0.0% 2.9% 14.7% 52.9% 29.4% 

国際化（n=34） 
1 2 9 14 8 

2.9% 5.9% 26.5% 41.2% 23.5% 

法人経営（n=34） 
1 0 4 19 10 

2.9% 0.0% 11.8% 55.9% 29.4% 
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１１． 貴大学における毎年度の学内予算編成についてお教えください。 

 

(ア) 貴大学の学内予算における、2023 年度現在の以下の各経費に関して、過年度からの増減傾向と充足

度について、最もあてはまる数字をお選びください。 

 

経費 

過年度からの増減傾向 
増加１－変わらない２－減少３ 

充足度 

不足 1－どちらでもない 3－十分 5 

1 2 3 1 2 3 4 5 

全学共通経費（n=47・n=45） 
15 21 11 6 17 20 2 0 

31.9% 44.7% 23.4% 13.3% 37.8% 44.4% 4.4% 0.0% 

学長等による裁量的経費 
（n=45・n=43） 

1 32 12 6 8 24 4 1 

2.2% 71.1% 26.7% 14.0% 18.6% 55.8% 9.3% 2.3% 

全学的な重点・戦略的配分経費 
（n=45・n=43） 

14 22 9 7 14 17 4 1 

31.1% 48.9% 20.0% 16.3% 32.6% 39.5% 9.3% 2.3% 

全学的な施設整備費 
（n=47・n=45） 

16 20 11 10 13 16 5 1 

34.0% 42.6% 23.4% 22.2% 28.9% 35.6% 11.1% 2.2% 

全学的な施設の維持・保全費 
（n=47・n=45） 

21 21 5 13 17 12 3 0 

44.7% 44.7% 10.6% 28.9% 37.8% 26.7% 6.7% 0.0% 

部局共通経費（n=39・n=38） 
9 23 7 6 8 23 1 0 

23.1% 59.0% 17.9% 15.8% 21.1% 60.5% 2.6% 0.0% 

部局長等による裁量的経費 
（n=35・n=35） 

0 28 7 6 4 23 1 1 

0.0% 80.0% 20.0% 17.1% 11.4% 65.7% 2.9% 2.9% 

部局の重点・戦略的配分経費 
（n=38・n=38） 

6 26 6 7 7 21 3 0 

15.8% 68.4% 15.8% 18.4% 18.4% 55.3% 7.9% 0.0% 

部局の施設整備費 
（n=37・n=36） 

6 24 7 6 9 18 2 1 

16.2% 64.9% 18.9% 16.7% 25.0% 50.0% 5.6% 2.8% 

部局の施設の維持・保全費 
（n=38・n=37） 

9 25 4 7 10 18 2 0 

23.7% 65.8% 10.5% 18.9% 27.0% 48.6% 5.4% 0.0% 

各教員の基盤的な教育費 
（n=46・n=44） 

5 36 5 3 6 31 3 1 

10.9% 78.3% 10.9% 6.8% 13.6% 70.5% 6.8% 2.3% 

各教員の基盤的な研究費 
（n=47・n=45） 

4 37 6 2 7 29 6 1 

8.5% 78.7% 12.8% 4.4% 15.6% 64.4% 13.3% 2.2% 

※ 全学共通経費…大学本部あるいは法人本部にかかる経費、図書館経費、各種センター経費等、全学的な所要経費で、この設問にあがってい

る他の諸経費以外のものを指します。 
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(イ) 貴大学が公立大学法人となっている場合、貴大学の学内予算編成における、以下の役職・組織の影響

力について、最もあてはまる数字をお選びください。 

 

役職・組織 
１ 影響力小 ⇔ 影響力大 ５ 

1 2 3 4 5 

理事長（n=42） 
0 2 6 8 26 

0.0% 4.8% 14.3% 19.0% 61.9% 

副理事長（n=35） 
0 1 7 11 16 

0.0% 2.9% 20.0% 31.4% 45.7% 

財務担当理事（n=34） 
2 1 6 10 15 

5.9% 2.9% 17.6% 29.4% 44.1% 

財務担当以外の理事（n=40） 
5 4 18 6 7 

12.5% 10.0% 45.0% 15.0% 17.5% 

学長（n=42） 
0 1 8 9 24 

0.0% 2.4% 19.0% 21.4% 57.1% 

副学長（n=34） 
1 3 15 10 5 

2.9% 8.8% 44.1% 29.4% 14.7% 

役員会（n=38） 
2 3 11 12 10 

5.3% 7.9% 28.9% 31.6% 26.3% 

経営審議機関（n=42） 
3 2 12 13 12 

7.1% 4.8% 28.6% 31.0% 28.6% 

教育研究審議機関（n=41） 
6 4 23 7 1 

14.6% 9.8% 56.1% 17.1% 2.4% 

「戦略会議」等法人の独自設置組織（n=26） 
4 2 12 7 1 

15.4% 7.7% 46.2% 26.9% 3.8% 

部局長会議（n=30） 
5 2 17 4 2 

16.7% 6.7% 56.7% 13.3% 6.7% 

部局教授会（n=38） 
6 8 22 2 0 

15.8% 21.1% 57.9% 5.3% 0.0% 

全学委員会（n=36） 
7 4 20 4 1 

19.4% 11.1% 55.6% 11.1% 2.8% 

学長補佐等（n=25） 
5 5 14 1 0 

20.0% 20.0% 56.0% 4.0% 0.0% 

事務局長（n=41） 
0 0 9 16 16 

0.0% 0.0% 22.0% 39.0% 39.0% 
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(ウ) 貴大学では、年度の学内予算配分にあたり、現在および今後（6 年程度）、以下の経費のいずれを重

視しますか。最もあてはまる数字をお選びください。 

① 現在 

経費 A を重視 どちらともいえない B を重視 

A 本部経費 ⇔ B 部局経費 (n=46) 4 (8.7%) 39 (84.8%) 3 (6.5%) 

A 人件費   ⇔ B 物件費 (n=46) 12 (28.1%) 34 (73.9%) 0 (0.0%) 

A 教員人件費 ⇔ B 職員人件費 (n=46) 5 (10.9%) 41 (89.1%) 0 (0.0%) 

A 管理経費 ⇔ B 教育研究経費 (n=47) 0 (0.0%) 35 (74.5%) 12 (25.5%) 

A 教育経費 ⇔ B 研究経費 (n=47) 8 (17.0%) 35 (74.5%) 4 (8.5%) 

② 今後（6 年程度） 

経費 A を重視 どちらともいえない B を重視 

A 本部経費 ⇔ B 部局経費 (n=46) 7 (15.2%) 36 (78.3%) 3 (6.5%) 

A 人件費   ⇔ B 物件費 (n=46) 11 (23.9%) 32 (69.6%) 3 (6.5%) 

A 教員人件費 ⇔ B 職員人件費 (n=46) 3 (6.5%) 43 (93.5%) 0 (0.0%) 

A 管理経費 ⇔ B 教育研究経費 (n=47) 0 (0.0%) 33 (70.2%) 14 (29.8%) 

A 教育経費 ⇔ B 研究経費 (n=47) 8 (17.0%) 36 (76.6%) 3 (6.4%) 

(エ) 貴大学における部局への現在の
．．．

予算配分方法について、最もあてはまる数字をお選びください（⑤

を選択した場合には、具体的な内容もご記入ください）。また、部局の研究業績（論文数等）や外部

資金獲得額など成果に応じた傾斜配分を実施しているかどうかについても、あてはまる数字をお選

びください。 (n=45) 

① 学生数・教員数等にもとづいた算定式で決定（フォーミュラ方式） 11 (24.4%) 

② 前年度の予算額をベースに増減を加えて決定（増分方式） 25 (55.6%) 

③ フォーミュラ方式を基本としながら、一部を増分方式で決定 2 (4.4%) 

④ 増分方式を基本としながら、一部をフォーミュラ方式で決定 5 (11.1%) 

⑤ その他 2 (4.4%) 

回答  ⑤の具体的内容 記述回答参照 

成果に基づく傾斜配分 (n=40) 1 している (4・10.0%)・2 していない (36・90.0%) 

(オ) 貴大学における部局への将来
．．

（
．

6
．

年程度）
．．．．

の
．

予算配分方法について、その方向性に最もあてはまる数

字をお選びください（⑤を選択した場合には、具体的な内容もご記入ください）。また、部局の研究

業績（論文数等）や外部資金獲得額など成果に応じた傾斜配分を実施する予定かどうかについても、

あてはまる数字をお選びください。(n=45) 

① 学生数・教員数等にもとづいた算定式で決定（フォーミュラ方式） 8 (17.8%) 

② 前年度の予算額をベースに増減を加えて決定（増分方式） 24 (53.3%) 

③ フォーミュラ方式を基本としながら、一部を増分方式で決定 5 (11.1%) 

④ 増分方式を基本としながら、一部をフォーミュラ方式で決定 5 (11.1%) 

⑤ その他 3 (6.7%) 

回答  ⑤の具体的内容 記述回答参照 

成果に基づく傾斜配分 (n=38) 1 予定している(7・18.4%)・2 予定していない(31・81.6%) 
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１２． 貴大学における現状での課題と対応策、国や設置団体の政策に対する要望、他大学の動き等で関心を

持っていること、将来的な方向性として構想されていることなどについて、以下にご自由にご記入くださ

い。 

 

記述回答参照 

 

 

 

ご回答内容についてお問い合わせを差し上げる際のご連絡先 

ご所属  

お役職  

ご氏名  

電話番号  

電子メール  
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公立大学における政策対応と組織・財務運営に関する調査　記述回答

１.最近6年間において、貴大学の設置団体の首長および議会との関係で、貴大学の教学や経営に大きな影響を与えた事項について、以
下の記入欄にそれぞれ3つ以内でご記入ください。
（１）設置団体の首長との関係で大きな影響を受けた事項と年度①

美術学部メディア映像専攻の設置について（２０２２年度設置）

公立大学法人としての法人化（令和３年度）

新学部の開設に伴う設立団体の政策との整合性を図るための調整（２０２０年度から）

令和７年４月法人化に向けた意思決定　令和４年度

コロナ禍において政策医療としての重症患者を受け入れる

施設設備の方向性について（令和３年度～）

設置団体に貢献する大学という視点で対談を行い、広報誌●●（２０２２）に特集記事として掲載した。

●●大学の法人化（２０２３年度）

令和２年度：特定分野の研究の推進

令和５年度：市長（設置団体の首長）が変わったことにより，●●地元進学者の授業料無償化の検討が始まった。

私学から公立大学への公立化（２０１８年度）

公立大学化（令和元年）

本学におけるデータサイエンス人材の育成を行う学部の設置に向け、現在準備を進めていること。（Ｒ２～５年度）

第３期中期目標・中期計画の設定（２０２２年度）

市総務部総合政策課内に大学連携推進室を新設（平成３０年度）

２０２３年度より、●●工業高等専門学校との同一法人下での運営を開始した。

平成３０年４月１日に地方独立行政法人化され、●●県により公立大学法人●●大学が設置された（平成３０年度）

Ｒ５　県内就職率向上対策

●●県は専門職大学設置に向け基本構想策定委員会（２０１７年）、基本計画検討委員会（２０１８年）を立ち上げた。２０１８年に
設置申請を行い、２０１９年に認可、２０２０年４月に開学した。

開学三年目であり、首長の十分な理解があるのでこれまで驚愕や経営をめぐる大きな影響はなく、十分支援していただいている

学科再編（令和４年度）

県内就職率の数値目標（毎年度）

開学／２０１８年度

平成３０年度、●●の会議において、知事から、●●大学を含め、大学の名称について検討してはどうかとの発言があり、それを契機
に検討を行い、令和２年４月、大学名に「●●」を付すという名称変更を行った。（法人の名称や●●大学の名称も同時に変更）

付属高校の設置（２０１８年に知事が大学側に検討を指示、２０２２年４月開校）

令和元年度　首長の交代

１－（１）設置団体の首長との関係で大きな影響を受けた事項と年度②

運営費交付金について（２０２２年度からの新学部設置準備財源の交付）

●●大学キャンパス整備に向けた意思決定　令和元年度～

設置者の要望（経営への影響）

コロナ禍における教育（研究）の対応について（令和２年度～）

●●県が推進するワンヘルス活動に呼応して、ハワイ大学訪問を行った。（２０２３）

新市長への交代（令和５年）

ＤＸ人材を育成するため、工学部の学科を拡充し、ＤＸ教育研究センターを開設したこと（令和２～３年度）

「平和に関する『知の拠点』の形成に向けた、●●市、●●大学、●●市立大学及び●●センターの連携協力に関する協定」締結（２
０２２年度）

●●市版地域共生社会構築計画を策定し、大学を活かしたまちづくりを推進（平成３０年度）

大学院ヘルスイノベーション研究科の設置（平成３１年度）

大学院開設／２０２２年度

工学系新学部の設置（２０２０年から知事が県側で検討を開始、開設の場所と時期が二転三転した後に知事が２０２２年に新学部設置
を白紙とし別途工学系新大学設置を指示、２０２３年知事交代により新大学設置は中止）

１－（１）設置団体の首長との関係で大きな影響を受けた事項と年度③

学部・学科再編に係る調整（令和４年度～）

新たな人獣共通感染症対策をともに考える体制を検討した。（２０２３）

●●の誘致（令和５年）

地域共生推進センター棟を大学と市と共同で建設（令和２年度）

１－（２）設置団体の議会との関係で大きな影響を受けた事項と年度①

市議会に設置されることが慣例になっている市出資法人調査特別委員会への法人の常勤役員の参考人としての出席による、法人・大学
の運営全般についての審議への対応で要望の強い地元企業への就職率の向上（毎年度）

令和７年４月法人化に向けた意思決定　令和４年度

施設設備の方向性について（令和３年度～）

●●県議会が推進する歯科保健活動に積極的に貢献した。（２０１８－２０２３）

●●大学の法人化（２０２３年度）
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公立大学化（令和元年）

大学四大化推進議員連盟が発足（平成２９年度）

●●県は専門職大学設置に向け基本構想策定委員会（２０１７年）、基本計画検討委員　会（２０１８年）を立ち上げた。２０１８年
に設置申請を行い、２０１９年に認可、２０２０年４月に　開学した。

開学前に説明を求められたが、開学後は大きな影響を与えたイベントはない

学科再編（令和４年度）

開学／２０１８年度

令和４年度、●●議会常任委員会において、ＳＤＧｓに掲げられた目標の達成に向けた取組に関する質疑があり、それを契機に、国連
アカデミック・インパクトへの加盟について検討を行った。

１－（２）設置団体の議会との関係で大きな影響を受けた事項と年度②

●●大学キャンパス整備に向けた意思決定　令和元年度～

過疎地での大学入学共通テストの実施（令和４年度～）

歯科医療におけるＣＯＶＩＤ－１９対策について、議会運営に資する助言を行った。（２０１９－２０２３）

新型コロナウィルス（令和２年～令和５年）

●●大学防災拠点化推進議員連盟が発足（令和３年度）

１－（２）設置団体の議会との関係で大きな影響を受けた事項と年度③

附属高校の設置について（令和３年度～）

ワンヘルス活動における歯科医療の果たす役割について上申した。（２０２２－２０２３）

●●駅●●サテライトのテナント料（年間●●万円、賃貸借期間１５年）を支払う議案が可決（令和３年度）

２.貴大学の存立目的や基幹的な活動に照らして最も重視する評価指標を次の候補から３つ選び、記入欄に番号をご記入ください。な
お、実際に貴大学で使用されている指標と完全に一致しない場合でも、計測目的が同じか類似である指標が候補の中にある場合には、
それを選んでください。
※17番（その他の指標）を選択した場合には、具体的な指標名を以下にお書きください。

1位：付属病院の経営改善

1位：学生のディプロマ・ポリシーの達成度

3位：教育の質保証；学力、コンピテンシーの客観評価と可視化

３.貴大学が公立大学法人となっている場合、以下にお答えください。
(イ)2023年度現在で学長と理事長が同一または異なる主な理由ついて、以下にご記入ください。

２大学１法人であるため。

２大学１法人であるため。

大学の規模も考慮し、理事長の大学経営と学長の教学運営を包括的に行う必要があるとともに、迅速な意思決定が可能になるため。

定款に規定されているため同一。

法人化初年度（２０２１年度）から学長と理事長は同一である。（本学の定款に基づく）

法人運営と経営面の全般に責任を持つ「理事長」、大学の教育・研究に責任を持つ「学長」を別に置くことで役割を明確化し、それぞ
れの強化につながるため。

一法人二大学であるため

法人化に際しての設置団体の基本方針において、１大学２法人で理事長を学長とは別に設置することとされたため

理事長は経営面を、学長は教育・研究分野でそれぞれの役割を明確化したため。

教育研究を司る学長と経営を司る理事長とし、それぞれの役割を明確にするため。

定款において，理事長は学長が務めることとなっているから。

定款に規定されている（第１１条　～理事長と別に任命するものとする

公立化当初より学長と理事長は同一

本学「定款」において、「学長は、理事長と別に任命する」と規定されているため

学長と理事長を同一とする方が、教学と経営の両面を包括する強力なリーダーシップが発揮でき、教学と経営の円滑かつ一体的な合意
形成が可能となるため。

法人運営と教学・研究を中心とする大学運営の分離

「法人の長である理事長が学長を兼ねる」という原則に基づき、定款で定めているため。

定款で定められている

法人部門と教育研究部門について職責を分担し、ガバナンスの強化を図るため

経営と教学を一体として管理するため

理事長は法人が設置する学長となると定められている（本学定款第１０条第２項）

公立大学法人の経営面および、大学における教学面どちらにおいてもトップとして相応しい人物を選出しているため。

公立大学法人●●大学定款第１０条第２項に「理事長は、本学の学長となる。」と規程されている。

１法人２教育機関での運営となっているため

研究教育活動と法人活動を異なる視点でマネジメントするため

地方独立行政法人法第７１条第１項の規定により同一

県の方針で開学時より学長と理事長が同一

学長と理事長の権限が明確化されるため。

定款で、「理事長は大学の学長となるものとする。」と定めている。
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法人経営と教学部門の役割分担による専門性の発揮

開学時から異なるため。

経営と教学でそれぞれ役割が違うため。

定款で理事長が学長を兼ねると規定している。

平成●●年４月の開学当初から、経営と教学の適切な役割分担を行い意思決定の迅速化と責任の明確化を図るため、●●が定めた定款
において、学長は理事長とは別に任命することとされている。

円滑な意思決定とガバナンス体制の強化を図るため理事長と学長を同一している。

公立大学法人移行時に県が学長とは別に理事長を置くことを定款に定めた

定款の規定により、大学の学長は理事長と別に任命することとなっているため。

本学定款に定められている為。（参考）定款　第９条第２項　理事長は、●●大学の学長となるものとする。

スピード感を持った大学改革を推進するため。

５.貴大学の経営上、設置団体以外の以下の組織等の動向、（政策）方針、意見などを日常的にどの程度注視しているかについて、最
もあてはまる数字をお選びください。なお、貴大学にとって該当しない組織等については、無回答で結構です。また、5をお選びに
なった場合には、特にどのようなことを注視されているかについて、簡潔にお書きください。
（１）文部科学省

様々な支援制度（研究、人材育成等）

公立大学を巡る高等教育政策全般

歯学教育の充実向上

認可、届出

教学に関する内容全般

高等教育行政の動向

大学設置基準の改正・施行

施策が大学経営等に直接影響するため

制度の変更

コアカリキュラム

大学教育に関する法令や教学等に関する内容

中央教育審議会の答申や大学設置基準等の省令変更

教育的内容に関するガイドライン、大学設置基準等

高等教育予算、中央教育審議会の審議と答申等

大学関連の予算、政策動向など

諸々の「通知」情報、事業申請

５－（２）総務省

地方交付税基準財政需要額、地方債制度

認可、届出

制度の変更

国の動向

基準財政需要額の動向や業務方法書関連の情報

大学関連の予算、政策動向など

５－（３）内閣府

関係審議会からの提言

５－（４）厚生労働省

附属病院関係の様々な通知

歯科医療の充実発展

人事・給与関係

労働契約等

制度の変更

保健師助産師看護師学校指定規則、各種ガイドライン

大学教育に関する内容

国の動向

教育的内容に関する法令等、診療報酬の改定関係

５－（５）公立大学協会

方針、分析

すべての連絡事項

公立大学に係る情報提供・分析・調査結果等

公立大学全体動向

協議会等、各調査協力

教学に関する内容全般
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新設大学ゆえ、大学運営の情報源として重要

公立大学の動向

協会として国への交渉事項などの情報

公立大学共通の課題と対策の情報共有

国や他大学の動向把握など

教職員研修情報、文科省他から発出される情報の連絡

５－（６）設置団体以外の都道府県

なし

５－（７）設置団体内市区町村

地域歯科医療貢献

５－（８）他の市町村

予算に関すること

５－（９）設置団体所在都道府県

市の施策や予算編成方針、議会の答弁内容等

５－（10）設置団体教育委員会

高大連携

高大連携など

教育委員会の動向

５－（11）設置団体内市区町村教育委員会

なし

５－（12）設置団体所在都道府県教育委員会

なし

５－（13）設置団体等地域内の高等学校等の中等教育機関

高大連携

高大接続連携

県内からの受験生・入学生の数が多いため

志願受験動向

受験生のニーズ

本学への志願者の動向等

近隣の中等教育機関の動向

進路指導や入試動向

学科編成の変更や教育内容（学生募集と入試制度の観点から）

県内の優秀な学生確保に向けたニーズ把握など

５－（14）設置団体等地域内の国立大学

大学運営の在り方

医歯工連携活動の充実発展

近隣の大学の動向

競合他大学として

主要な取組みの把握など

５－（15）他の公立大学

大学運営の在り方

本学と同一の地域や分野で競合するため

近隣の大学の動向

競合他大学として

主要な取組みの把握など

５－（16）設置団体等地域内の私立大学

大学運営の在り方

主要な取組みの把握など

５－（17）設置団体等地域内の地域経済界

包括連携協定、大学発ベンチャー企業等

産学官連携強化

産学連携を重視している点より、企業活動に注視

学生就職、その後の活躍の方向性

人材供給に向けたニーズ把握など

５－（18）設置団体等地域内の医療・福祉サービス業界
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病病連携活動

就職・採用状況

学生の実習先、就職先の関連から、職員の定員状況や運営状況など

５－（19）マスコミ報道

最新のあらゆる動向、大学に関する動向

法改正、景気の変化、他大学のトピックスなど

本学を含む大学関係の取組み等の把握

５－（20）ソーシャルメディア（SNS）

最新のあらゆる動向

自大学の評価など

５－（21）その他

なし

６.以下にあげた国の政策・法令等の活用について、貴大学は積極的ですか、消極的ですか。最もあてはまる数字をお選びください。
その他

大学による地方創生人材教育プログラム構築事業（ＣＯＣ＋Ｒ）

大学院生支援事業

地域中核・特色ある研究大学強化促進事業に申請中で二次審査（ヒアリング）に進んでいるため

７.貴大学において、過去10年間に学費の域内・域外設定や減免、奨学金制度、入試における地域枠の設定など、独自の施策をとられ
た実績がありましたら、施策の規模の大きなものから3つ以内で、以下の記入欄にご記入ください。

「はばたけ●●大生奨学制度」：学部・大学院生を対象とした研究支援のための給付型奨学制度

令和７年度入学生から、学校推薦型の入学者を定員の５割に引き上げる

令和３年度入試から一部学科において総合型選抜を導入

域内学費の設定

学校推薦型選抜における県内枠の設定

【奨学金制度】「●●大学成績優秀者学修奨励金」　対象：学業成績優秀者対象　採用人数：毎年度５０人程度　給付金額：１人当た
り年１０万円　施行日：２０２２年４月１日

大学院生に対する奨学金制度

授業料減免

県内出身の大学、大学院の入学生は「入学料」が県外者と比べて低額となる。

入学料：事務組合（設置団体）構成市町村に住所を有する者２４２，０００円、その他３０２，０００円

生活保護世帯の受験生を対象とした学校推薦型選抜の実施

学校推薦型選抜において地域枠を設定している。

入試における地域枠の設置

入試における地域枠の設定

入試における●●枠の設定

看護学部の入試（学校推薦型選抜）における県内枠（のみ）の設定（Ｈ３１～）

１入学料及び授業料免除制度（大学院●●学研究科）　（１）対象　国、地方自治体、国際機関及び報道機関その他●●創造及び●●
維持のための活動を行う機関又は団体（外国のものを含む。）に在職している者であって、大学院●●学研究科において学修すること
により当該機関等における●●創造及び●●維持のための活動の一層の充実が期待できる者として、当該機関などの推薦を受けた者。
（２）免除額（１人あたり）　入学料：●●市内在住者２８２，０００円、●●市外在住者４２３，０００円　授業料：前期分２６
７，９００円、後期分２６７，９００円

入学金を県内・県外在住者で異なる費用としている。

一般入試に「●●医療枠」を設定（２０１３年）

進学支援給付金・・・経済的理由により本学への進学が困難な者に対する給付型奨学金

入試における市内枠、県内枠の設定

●●県が創設した奨学金の貸与を受け、卒業後に県内医療機関等に一定期間従事することを条件に返還免除とする新たな学校推薦型選
抜制度（令和６年度入試から●●学部に創設）

授業料減免制度（経済的な事情により修学が困難な学生が対象。授業料の一部や全額減額する制度）

経済的理由により修学が困難な学生の支援やグローバルに活躍できる学生の育成などを目的に、奨学金支給事業などを含む「フュー
チャー・アーティスト（Ｆｕｔｕｒｅ　Ａｒｔｉｓｔ）基金」を２０２２年に設定した。

入学者選抜試験において、全学科（健康保育、看護、地域福祉）に地域優先枠（●●市内各学科５人、●●県内枠（地域福祉学科は●
●県内、県境）各学科５人）を設けている。

①大学独自の授業料減免制度について、２０２０年度より以下の点について拡充を行った。

大学設置当初から、県内の高校を対象とした学校推薦型入試を実施している

入試における地域定着枠（●●学科、Ｒ３入学生～）

本学は２０２０年開学であり、本年度は開学４年目を迎えている。文科省の定める設置　計画履行状況報告（ＡＣ）期間にあるため、
設置後に大きな変更を行ってはいない。なお、設置に際しては、授業料を国公立大学のおよそ６割程度に設定した。また、入学料につ
いては県内の者については県外の者よりも低く設定した。

貸与型（無利子）奨学金制度

●●市立看護大学奨学金条例に基づく奨学金制度
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授業減免制度の導入

学費：東日本大震災や熊本地震が発生した際、被災者に対して授業料減免の支給要件を緩和した。

入学金の域内・域外設定

グローバル教育奨学金

年内入試の拡充や一般選抜の県内枠設定など入試制度改革

入学料について●●内在住者と●●外在住者とで差を設けている。（●●内：１４１，０００円、●●外：２８２，０００円）

推薦入試について、●●県の南方地域（●●地域）の高校からの出願可能人数を無制限としたこと。

入学料を県内生は１７６，０００円、県外生は３５２，０００円に設定

総合型選抜における地域枠の設定（Ｒ４年度入試～　●●科学科）

正規留学生に対する入学金の免除並びに授業料減免

公立大学は県内地域住民の税金により設置運営されていることから、本学では、その経費を負担している者とそうでない者とで差を設
けるため、県内入学者については、入学料を県外入学者の３分の２に設定している。

平成●●年●●月豪雨の被災者に対して入試の検定料を免除

経済状況に応じた学費の減免

地域枠推薦入試

入学料の域内・域外設定

学校推薦型選抜は、「県内校在籍者」又は「入学前年の３月１日から県内に住所を有する者」のみ出願可能。

振興基金を財源に，海外留学助成制度（学術交流協定を締結している海外の大学への留学を学長から認められた学生で，留学期間が原
則３か月以上の学生（語学留学は対象外）に対し，助成金　１５万円を支給）と２２世紀奨学金制度（学部１年次の通算ＧＰＡ上位者
に対し，総額１００万円を支給）を始めた。

独自の修学支援

新型コロナウィルス感染症対策のための奨学金制度

入学料について、県内であれば１８８，８００円、県外であれば２８２，０００円に改定している。

２奨学金制度　（１）対象　ア　●●奨学金　大学院●●学研究科（博士前期課程・博士後期課程）に在籍する韓国籍の学生　イ　公
益財団法人●●記念財団奨学金　大学院●●学研究科博士前期課程又は博士後期課程の学生で、中華人民共和国の●●大学を卒業した
者　（２）奨学金額（１人あたり）　ア　●●奨学金　月額１０万円を２年の範囲内で支給（返還不要）　イ　公益財団法人●●記念
財団奨学金　月額１０万円を２年の範囲内で支給（返還不要）

高等教育の修学支援新制度の開始に伴い、旧減免制度との比較で不利益が生じる対象者については、差額を補填する独自減免を行って
いた。

卒業生からの寄付金を原資に学部学生を対象とした大学独自の奨学金制度を創設（２０１４年）

新たな入学者選抜の実施・・・県内高校を対象とした指定校推薦入試の実施　一般選抜前期日程における地域枠の設置

市内在住者の入学金半額免除

博士後期課程在籍の学生に対する奨学金制度

大学院優秀学生奨学金制度（年間授業料相当額給付や半額給与する制度）

入学料について、区域内（１８８，０００円）、区域外（２８２，０００円）を設定

所得基準の緩和

大学設置当初から、入学金の域内・域外設定を行っている

県内在住者入学金減免制度

大学院入試における地域枠の設定

奨学金：国が実施する高等教育の修学支援新制度に加え、大学独自の施策として、令和２年度から運営費交付金（新型コロナウイルス
感染症対策に係る県の補正予算）により、対象となる学部生及び大学院生に授業料減免を行った（令和５年度まで継続。　令和６年度
については未定）。　加えて、令和４年度には国の交付金を活用した物価高騰に係る減免を新たに設け、要件を満たす学部生及び大学
院生の授業料減免を行い、コロナ禍における原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰等の影響を受けた低所得者世帯への負担軽減を
図った。

学校推薦入試における地域枠の設定

市内出身者の入学金減額（５割）

企業の協力を得ながら、学生の県内定着の促進を目的とした給付型奨学金制度を創設

各学年の成績優秀者３名に学業奨励金を授与

一部正規留学生に対する寮費の減免

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた学生に対して令和２年度前期の授業料の一部を免除

入試における地域特別枠の設定

入試における推薦型選抜の地域枠の設定

オンライン授業を支援するため、学生への機材貸し出し

３海外留学等助成　（１）対象　ア　協定校留学助成　本学の海外学術交流協定校へ派遣留学する学生　イ　海外交流プログラム助成
本学の海外交流プログラム参加者　（２）助成額（１人あたり）　ア　協定校留学助成　派遣する地域に応じた航空片道運賃の４分の
１程度の定額　例）ドイツ：４０，０００円、フランス：３２，０００円、マレーシア：１４，０００円。　イ　海外交流プログラム
助成　派遣地域に応じて定額　例）マレーシア：１０，０００円、サンフランシスコ：２０，０００円

既存の大学独自減免制度に加え、新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した学生を対象とした緊急の授業料減免を実施
（２０２０年）

総合型選抜（県立高校生在籍者が対象　全学部全学科で導入した主体性や意欲を重視する入試制度）

授業料収入の５．０％に相当する額の範囲内で、学資の負担が困難である学生の授業料を免除する。
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新入生の入学金、前期授業料を減免対象に追加

令和５年度入試から、入試成績の優秀者に入学金を免除する特待生制度を実施している

県内病院、医療系諸団体からの推薦入試制度

学部の推薦入試の対象を県内に限定

入試：平成２６年度入試から●●学部看護学科の学校推薦型選抜に「離島看護師特別枠」を設け、●●県の離島医療を担う看護師の育
成を行った。

成績優秀者奨学金

１１. 貴大学における毎年度の学内予算編成についてお教えください。
(エ)貴大学における部局への現在の予算配分方法について、最もあてはまる数字をお選びください（⑤を選択した場合には、具体的な
内容もご記入ください）。

単科大学であり該当しない

年度毎の状況を踏まえて柔軟に配分

１１. 貴大学における毎年度の学内予算編成についてお教えください。
(オ)貴大学における部局への将来（6年程度）の予算配分方法について、その方向性に最もあてはまる数字をお選びください（⑤を選
択した場合には、具体的な内容もご記入ください）。

単科大学であり該当しない

年度毎の状況を踏まえて柔軟に配分

未定

１２. 貴大学における現状での課題と対応策、国や設置団体の政策に対する要望、他大学の動き等で関心を持っていること、将来的な
方向性として構想されていることなどについて、以下にご自由にご記入ください。

（課題）　・全国的な芸術系志願者の減少による志願者確保　・設置団体からのさらなる財政支援　・一部の公立大学における学費無
償化の影響

外国にルーツを持つ学生など、多様な学生の受入のための制度設計や、文理融合教育のさらなる発展等を構想している。

１８歳人口が減少する中で、全国的には大学の収容定員の見直しが必要であり、特に大都市圏の人口集中回避は必須である。　また、
卒業生の地元定着は地方大学の使命であり、本学でも地域を牽引するリーダー人材育成などの社会連携教育を進めているが、地元定着
のためには、就職の受け皿となる地元企業など地方全体の経済活性化が最重要と考える。　社会のグローバル化やデジタル化など様々
な進展が見込まれる中、優秀な人材の輩出や社会の発展に寄与する研究成果の発信など大学の役割は大変重要であり、教育力向上や研
究力強化、地域人材育成等のため、国や他大学の動向の把握、設置団体や地域との連携などにより、質の向上や社会貢献活動等に取り
組んでまいりたい。

物価、人件費等、経費の上昇に応じて、運営費交付金を増額してほしい。

学生収容定員の安定的な充足を重要な課題としている。　客観的なデータ等の分析に基づく入試方法及び入試広報の検証を踏まえて入
学定員の妥当性を組織的に評価し、必要に応じて入学定員の見直しを行うこととしている。　令和５年度から令和６年度入学者を対象
とした総合型選抜の導入を行うこととしている。

・大学整備構想の実現　・産学公連携プラットフォームの設立　・地域中隔研究大学としての地位確保

・都道府県からの建物は出資、土地は無償貸借となっているため、施設設備に対しての担保となる資産を保有できていない。　・施設
の老朽化が進んでおり、大規模な整備が必要である。　・複数の大学により構成される大学法人に属しており、同一法人である他大学
の病院等の経営状況の影響を大きく受け、経営状況が厳しい場合がある。　・来年度に学部学科再編を行い、公立大学としては数少な
い文理融合型の５学部を有する総合大学となり、多様な分野が有機的につながりを持ち、独自の教育・研究・地域貢献・社会実装化、
国際交流の強化を図っていく。

　本学は、●●学部のみからなる大学であり、全国に２９ある●●学部を有する大学の中で唯一の公立大学である。さらに、きわめて
小規模な大学である。　このことを強みにして、特長ある●●医療人（●●医師・●●士）を育成してきた中で、高い国家試験合格率
を維持してきた。その一方で、総合大学でないことにより、豊かな人間性及び多様な教養を醸成することに苦慮していることから、将
来的には適正な統合への道を模索していく時期ということが言える。

学内の事業内容と設置団体の要望との整合性

今年度受審した認証評価を踏まえ、内部質保証体制やＩＲ実施体制の充実について今後検討する必要がある。

１８歳人口の減少が進む中、志願者の確保が今後の大きな課題である。　入試の多様化や入試区分ごとの入学定員の見直し等を行って
いるが、課題の解消になるかどうかは不明である。　また、本学には情報志願者確保の観点から高い関心を持っている。　物価やエネ
ルギー価格の高騰が続く中、運営費交付金は今後、減少する見込みであり、健全な大学運営のための財政基盤の強化も大きな課題であ
る。　国には長期的視点に立った高等教育行政と思い切った財政支出を望みたい。　国際卓越研究大学などのトップ大学の育成と支援
を否定するものではないが、それに加えて裾野を広げるような施策がない限り、日本の大学全体の教育力と研究力がさらに低下し、国
力の低下を招くと思われる。

【国への要望】　地方独立行政法人会計基準の改訂により、資産見返負債が廃止され令和５年度の臨時利益として計上をすることと
なった。　その臨時利益から生じた利益は、目的積立金ではなく積立金として整理される予定であるためその後の活用が困難である。
将来的に上記積立金を活用できるような仕組みにしていただきたい。

現状の課題・対応策：特になし　国や設置団体の政策に対する要望：特になし　他大学の動き等で関心を持っていること：教員の再任
に係る審査方法について
地方独立行政法人法の改正による年度計画・年度計画廃止に伴い、内部質保証や教学マネジメント体制の見直しを進めている。

・本学では「学修者目線」への転換による学修者本位の教育の実現に向けて、学長のリーダーシップのもと、教学マネジメントや教学
ＩＲの推進に向けて取り組みをスタートさせた。このため、他大学等の先進的な事例について関心を持っている。　・本学では、県立
大学としての役割を果たすため、県や市町村の課題解決につながる研究に取り組み、未病改善や感染症、福祉政策についての実践的研
究を進めていくこととしている。　・本学では、人生１００年時代が進展する中で、保健・医療・福祉人材の専門人材が、世代や地域
の壁を超えて集い学ぶ、人と情報の拠点となることのできるよう、大学のあり方を検討している。　・子ども家庭福祉に関する政策的
なニーズが高まる中で、国として、取組みの将来方向も含めたビジョンを早期に提示していただきたい。

本学は２０２０年度に全国初の●●業系の専門職大学として開学した。●●業を産業として支える人材の育成を託されているものと理
解している。現在、専門職大学は２２大学（短期大学を含む）あるが、２０１９年の制度化以降増加傾向にあった大学数が伸び悩んで
いるように見える。高度な職業人材の育成、あるいは大学における職業教育のあり方について検討して頂きたい。

志願者数の漸減傾向（入試倍率４．６倍→２．５倍）に対して、病院への研究相談会実施・予備コース策定・英語入試の負担減などを
検討中
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現状と課題　学部と大学院等における教育の充実、リスキリングやリカレント教育、保健師の現任教育、ナースプラクティショナーの
国家資格化　国や県の政策に対する要望　課題の対策に対する予算的な支援　看護職の新たな国家資格の実現、医療界の働き方改革、
タスクシフト、タスクシェアリング　他大学の動きで関心をもつこと　　大学における現任教育、大学の統合・再編の動き　将来的な
方向性　国や県、地域の施策やニーズに対応した新たな大学の機能の検討

今年度から「大学の今後のあり方検討会」を理事長主宰で開催し、本学で平成２８年度に実施した学部学科再編や実践教育を重視した
教育課程の導入についての点検を開始したところである。　点検による課題を踏まえた上で、●●県の発展に寄与できる人材育成等の
観点から、令和１０年度までに「本学の今後のあり方」について、方針を決定することとしている。

施設（特に建物）の更新時期になった時に、市が設立団体の場に予算が限られてしまう。　総務省の公立大学に係る地方財政措置で国
としては、措置しているつもりであるが、現状は、なかなか、大きな施設の工事費までは賄いきれない。

企画教員制度の導入について検討しており、他の地方公立大学の実態を知りたい。

１８歳人口の減少や国の債務が大きくなる中、国費を原資に公立大学の数が増えており、市場原理とは異なる様相であるため、近い将
来この状況が破錠するものと危惧している。　大学を存続させるには、本学ならではの強みを持つことが極めて重要であり、どのよう
な施策を行うべきか、国や設置団体の動向、科学技術の発達などを注視しながらスピード感を持って検討・実施しなくてはならないと
感じています。

知事交代による高等教育政策の変更、自治体独自の高等教育無償化（大阪府、兵庫県）、私立大学の公立大学法人化、公立大学法人の
理事長・学長一体型から別置型への移行（兵庫県、名古屋市、宮城県等）

・他大学における学納金（授業料・入学料・入学検定料）の設定単価の増減の検討状況

１．デジタル・グリーン分野の強化　２．管理栄養士養成を目的とする学科の見直し
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調査実施主体： 科学研究費助成事業（基盤研究(B)・課題番号：22H1028・公財政データからみた公的大 

  学の政策転換点に関する実証研究）研究グループ 

  URL: https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-22H01028/ 

 

研究代表者： 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 研究開発部 教授 水田健輔 

 

調査趣旨：  公立大学は平成期に積極的な設置がなされ、2023 年 4 月現在で 100 大学に達しました。

  その背景には、地域における進学機会を確保し、若年人口の流出を防止するといった守り

  とともに、産業振興や人材育成という攻めの政策により、設置団体が公立大学を地域振興

  の核として位置づけてきた歴史がございます。また、2004 年 4 月の地方独立行政法人法の

  施行により、公立大学の法人化が可能となり、設置団体と大学の関係が大きく変化しまし

  た。さらに、国が主導する保健福祉人材の育成、地方創生、研究力強化、理工系の振興と

  いった政策も設置団体の公立大学政策に大きな影響を及ぼしており、機動的な対応を迫ら

  れています。 

   こうした状況にある公立大学の設置団体がどのような方向性を目指し、また国の政策に

  対応して、今後の公立大学政策を推進しようとしているのか。その現状を把握するため 

  に、この度、標記の調査を行うことといたしました。全国の状況を俯瞰するとともに、個

  別の設置団体が輻輳する政策的選択肢の中で具体的にどのような方向性を示しているのか

  を情報共有することは、各設置団体が自身の公立大学政策を考える上でも有意義なことと

  存じます。 

 

調査結果： 〇個別団体を特定できない形にて集計等をさせていただき、ご回答いただきました全団体

   に結果を共有させていただきます。 

  〇科学研究費助成事業の研究課題において調査結果データを使用し、個別団体を特定でき

   ない形で研究成果が学会・論文等で発表されます。あらかじめご了承ください。 

 

ご回答期限： 2023年 12月 11日（月）必着 

 

ご回答方法： 以下の 2 つの方法のいずれかでご回答ください。 

 

① 本質問紙に直接ご記入いただき、同封の返信用封筒にて回答済みの質問紙をご返送く

ださい。 

 

② 以下の URL または QR コードから回答 Web サイトにアクセスしていただき、回答を

ご入力ください。なお、回答 Webサイトから、本質問紙の Wordファイルをダウンロー

ドできます。 

 

  URL: https://niad.zenrin-ms.com/q02/ QR コード： 
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貴団体名  

貴団体が設置した 

公立大学 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

1. 貴団体における今次の総合計画と一次前の総合計画において、貴団体が設立された公立大学の「政策的役

割」「地域にもたらす利点や期待」「公立大学の抱える課題」がどのように記載されているかについて、以

下の記入欄にそれぞれ 3 点以内で簡潔にご記入ください（各総合計画の計画期間についてもご記入くだ

さい）。もし、総合計画に公立大学に関する記載がまったくない場合には、空欄のままで結構です。 

 

今次の総合計画 
計画期間（西暦） 

      年度 ～      年度 

① 政策的役割： 

・記述回答参照 

・ 

・ 

② 地域にもたらす利点や期待： 

・記述回答参照 

・ 

・ 

③ 公立大学の抱える課題： 

・記述回答参照 

・ 

・ 

一次前の総合計画 
計画期間（西暦） 

      年度 ～      年度 

① 政策的役割： 

・記述回答参照 

・ 

・ 

② 地域にもたらす利点や期待： 

・記述回答参照 

・ 

・ 

③ 公立大学の抱える課題： 

・記述回答参照 

・ 

・ 
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2. 貴団体が設置された公立大学について、1995 年度（平成 7 年度）から 2023 年度（令和 5 年度）の間に

次の動きがありましたら、「あり」欄に〇印をご記入の上、実施年度を教えてください（期間内に複数回

実施されている場合には、「実施年度」欄にすべての年度を記入してください）。その上で、こうした動き

が生じた「背景と契機」「主要な利害関係者」「最も主要な政策目的」「貴団体にとってのインパクトの大

きさ（あてはまる数字をお選びください）」について記入欄にご記入ください。 

 

あり 動き 実施年度（西暦） 

14 大学の新設（学校法人から公立大学への設置者変更以外） 年度 

☞「あり」の場合 

①背景と契機：記述回答参照 

 

②主要な利害関係者：記述回答参照 

 

③最も主要な政策目的：記述回答参照 

 

④インパクトの大きさ（小さい１↔５大きい）(n=12)：３(1・8.3%) ４(1・8.3%) ５(10・83.3%) 

あり 動き 実施年度（西暦） 

7 学校法人からの公立大学への設置者変更 年度 

☞「あり」の場合 

①背景と契機：記述回答参照 

 

②主要な利害関係者：記述回答参照 

 

③最も主要な政策目的：記述回答参照 

 

④インパクトの大きさ（小さい１↔５大きい）(n=7)：３(1・14.3%) ５(6・85.7%) 

あり 動き 実施年度（西暦） 

6 複数大学等の統合 年度 

☞「あり」の場合 

①背景と契機：記述回答参照 

 

②主要な利害関係者：記述回答参照 

 

③最も主要な政策目的：記述回答参照 

 

④インパクトの大きさ（小さい１↔５大きい）(n=2)：３(1・50.0%) ５(1・50.0%) 
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あり 動き 実施年度（西暦） 

42 公立大学法人化 年度 

☞「あり」の場合 

①背景と契機：記述回答参照 

 

②主要な利害関係者：記述回答参照 

 

③最も主要な政策目的：記述回答参照 

 

④インパクトの大きさ（小さい１↔５大きい）(n=36)：３(8・22.2%) ４(6・16.7%) ５(22・61.1%) 

あり 動き 実施年度（西暦） 

16 短期大学の四年制大学への転換 年度 

☞「あり」の場合 

①背景と契機：記述回答参照 

 

②主要な利害関係者：記述回答参照 

 

④ 最も主要な政策目的：記述回答参照 

 

⑤ インパクトの大きさ（小さい１↔５大きい）(n=14)：４(4・28.6%) ５(10・71.4%) 

あり 動き 実施年度（西暦） 

35 学部・研究科等の増設・再編等 年度 

☞「あり」の場合 

①背景と契機：記述回答参照 

 

②主要な利害関係者：記述回答参照 

 

③最も主要な政策目的：記述回答参照 

 

④インパクトの大きさ（小さい１↔５大きい）(n=30)： 

2(1・3.3%) 3(5・16.7%) ４(10・33.3%) ５(14・46.7%) 

あり 動き 実施年度（西暦） 

17 収容定員の変更 年度 

☞「あり」の場合 

① 背景と契機：記述回答参照 

 

② 主要な利害関係者：記述回答参照 

③ 最も主要な政策目的：記述回答参照 

 

④ インパクトの大きさ（小さい１↔５大きい）(n=12)：３(6・50.0%) ４(4・33.3%) ５(2・16.7%) 
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3. 貴団体が設置された公立大学について、その政策目的に照らして最も重視する評価指標を次の候補から

３つ選び、番号をご記入ください。なお、実際に貴団体で使用されている指標と完全に一致しない場合で

も、計測目的が同じか類似である指標が候補の中にある場合には、それを選んでください。 

 

１）志願倍率（1 位：13・28.3%、3 位：1・2.3%） 

２）貴団体等域内出身在学生比率（1 位：8・17.4%、2 位：3・6.7%） 

３）学生による授業評価結果（1 位：2・4.3%） 

４）資格試験合格者数・合格率（1 位：4・8.7%、2 位：6・13.3%、3 位：1・2.3%） 

５）就職（進学）希望者の就職（進学）率（1 位：5・10.9%、2 位：10・22.2%、3 位：1・2.3%） 

６）新卒者の貴団体等域内就職率（1 位：9・19.6%、2 位：10・22.2%、3 位：3・6.8%） 

７）教員の著書・論文件数（2 位：2・4.4%、3 位：1・2.3%） 

８）教員の論文の被引用件数・Top10%論文数等（3 位：1・2.3%） 

９）教員の外部研究資金獲得件数・金額（1 位：3・6.5%、2 位：5・11.1%、3 位：12・27.3%） 

10）貴団体等域内企業との共同・受託研究（事業）件数・金額（2 位：3・6.7%、3 位：3・6.8%） 

11）公開講座開催数・聴講者数（2 位：3・6.7%、3 位：3・6.8%） 

12）貴団体等域内でのリカレント教育実施実績・受講者数（2 位：2・4.5%、3 位：2・4.5%） 

13）貴団体等行政機関からの受託事業件数・金額（3 位：1・2.3%） 

14）貴団体等行政機関などの審議会等委員委嘱数 

15）海外大学との交流等の実績（2 位：2・4.4%、3 位：4・9.1%） 

16）自己収入比率等の財務的独立性（2 位： 1・2.2%、3 位：7・15.9%）） 

17）その他の指標（1 位：2・4.3%、3 位：4・9.1%） 

 

重要な指標① n=46 重要な指標② n=45 重要な指標③ n=44 

 

※上記の回答で 17 番を選択した場合には、具体的な指標名を以下にお書きください。 

17 番の指標名：記述回答参照 

 

4. ご回答の時点で、貴団体において公立大学に関する業務を担当している職員の方の数をフルタイム換算
．．．．．．．

でご記入ください。また、最近 10 年間について増加傾向にあるか減少傾向にあるかについて、選択肢を

お選びください。 

 

 管理職 一般職 派遣職員等 

フルタイム換算人数 
最頻値 1 人（10・21.3%） 

（n=47） 

最頻値 2 人（13・24.5%） 

（n=51） 

最頻値 0 人（17・63.0%）

（n=27） 

増減傾向 増加傾向（9・36.0%） 

減少傾向（16・64.0%）（n=25） 

増加傾向（10・33.3%） 

減少傾向（20・66.6%）（n=30） 

増加傾向（5・45.5%） 

減少傾向（6・54.5%）（n=11） 

※１ フルタイム換算人数：例えば、日常の業務量の半分が公立大学に関するものであるフルタイム 

職員（管理職または一般職）の方が 1 名いらっしゃる場合には、その方を 0.5 人とカウントし 

てください。派遣職員等でパートタイムの方については、週内の勤務日数、一日の勤務時 

間、業務量をあわせて計算してください（例えば、週 5 日のうち 3 日勤務、1 日 8 時間のうち 

6 時間勤務、業務量の半分が公立大学に関するものであれば、3/5×6/8×1/2＝0.225 人となり 

ます）。ただし、厳密な換算が困難な場合には、上記の定義をご勘案の上、おおよその感覚でご 

回答いただいても結構です。 

※２ 管理職：当該所属内で大学業務に係る権限のある方。 

※３ 一般職：当該所属内で大学業務に従事する方。 
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5. 貴団体が設置された公立大学が公立大学法人となっている場合、以下の事項における貴団体と大学の間

の相対的な権限の強さ（関与度）について、最もあてはまる数字をお選びください。なお、以下の事項の

中には、地方独立行政法人法等において任命権等の権限等の所在が定められているものがありますが、同

法等の規定かかわらず、貴団体と大学の間の相対的な権限の強さ（関与度）についてお教えいただければ

幸いです。また、役職の人選に関する事項については、「学長兼副理事長」「理事兼副学長」といった役職

の兼任がある場合も、それぞれの役職に分けてお答えください。さらに、法人化以降に各事項について、

貴団体あるいは大学の権限が相対的に変化している場合には、「法人化後現在までの変化」欄にて、あて

はまる数字をお選びください。 

 

事項 

権限の強さ（関与度） 
１貴団体が決定⇔大学が決定５ 

法人化後現在までの変化 
貴団体の権限が強まった：１ 

変わらない：２ 

大学の権限が強まった：３ 

1 2 3 4 5 1 2 3 

理事長の人選（n=46・n=40） 
23 0 9 6 8 3 33 4 

50.0% 0.0% 19.6% 13.0% 17.4% 7.5% 82.5% 10.0% 

学長の人選（n=46・n=40） 
2 0 7 6 31 1 33 6 

4.3% 0.0% 15.2% 13.0% 67.4% 2.5% 82.5% 15.0% 

副理事長の人選（n=44・n=38） 
1 1 6 2 34 1 29 8 

2.3% 2.3% 13.6% 4.5% 77.3% 2.6% 76.3% 21.1% 

理事の人選（n=47・n=40） 
0 1 5 8 33 1 33 6 

0.0% 2.1% 10.6% 17.0% 70.2% 2.5% 82.5% 15.0% 

副学長の人選（n=42・n=37） 
0 1 2 2 37 0 32 5 

0.0% 2.4% 4.8% 4.8% 88.1% 0.0% 86.5% 13.5% 

部局の長（学部長等）の人選 
（n=47・n=40） 

0 0 1 1 45 0 35 5 

0.0% 0.0% 2.1% 2.1% 95.7% 0.0% 87.5% 12.5% 

教員の採用（n=47・n=40） 
0 0 3 2 42 0 33 7 

0.0% 0.0% 6.4% 4.3% 89.4% 0.0% 82.5% 17.5% 

教員の処遇（n=47・n=40） 
0 1 3 2 41 0 35 5 

0.0% 2.1% 6.4% 4.3% 87.2% 0.0% 87.5% 12.5% 

職員の採用（n=47・n=40） 
1 0 8 6 32 0 32 8 

2.1% 0.0% 17.0% 12.8% 68.1% 0.0% 80.0% 20.0% 

職員の処遇（n=47・n=40） 
1 1 8 6 31 0 35 5 

2.1% 2.1% 17.0% 12.8% 66.0% 0.0% 87.5% 12.5% 

学部・研究科等の部局の改組 
（n=46・n=39） 

1 1 14 9 21 0 35 4 

2.2% 2.2% 30.4% 19.6% 45.7% 0.0% 89.7% 10.3% 

入学金・授業料・検定料等の決定 
（n=46・n=39） 

1 3 22 7 13 0 37 2 

2.2% 6.5% 47.8% 15.2% 28.3% 0.0% 94.9% 5.1% 

運営費交付金の決定（交渉の余地） 
（n=47・n=40） 

8 17 20 0 2 1 39 0 

17.0% 36.2% 42.6% 0.0% 4.3% 2.5% 97.5% 0.0% 

土地の購入・売却（n=43・n=37） 
6 6 25 2 4 0 37 0 

14.0% 14.0% 58.1 4.7% 9.3% 0.0% 100.0% 0.0% 

施設の維持・整備・廃止 
（n=45・n=39） 

1 6 29 5 4 0 37 2 

2.2% 13.3% 64.4% 11.1% 8.9% 0.0% 94.9% 5.1% 

長期借入金の借入・債券の発行 
（n=44・n=37） 

5 5 24 5 5 0 37 0 

11.4% 11.4% 54.5% 11.4% 11.4% 0.0% 100.0% 0.0% 
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6. 貴団体が公立大学政策を進める上で、以下の組織等の動向、（政策）方針、意見などを日常的にどの程度

注視しているかについて、最もあてはまる数字をお選びください。なお、貴団体にとって該当しない組織

等に関する質問については、無回答で結構です。また、5 をお選びになった場合には、特にどのようなこ

とを注視されているかについて、記入欄にお書きください。 

組織等 
１ 注視していない ⇔ 注視している ５ 

1 2 3 4 5 

文部科学省（n=49） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 4 29 16 

0.0% 0.0% 8.2% 59.2% 32.7% 

総務省（n=49） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 2 10 28 9 

0.0% 4.1% 20.4% 57.1% 18.4% 

内閣府（総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）、地方創生など）（n=47） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

2 2 22 17 4 

4.3% 4.3% 46.8% 36.2% 8.5% 

厚生労働省（n=47） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

5 5 16 19 2 

10.6% 10.6% 34.0% 40.4% 4.3% 

公立大学協会（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

2 1 19 21 3 

4.3% 2.2% 41.3% 45.7% 6.5% 

他の都道府県（貴団体が都道府県の場合）（n=24） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 8 14 2 

0.0% 0.0% 33.3% 58.3% 8.3% 

貴団体内市区町村（貴団体が都道府県の場合）（n=24） 

☞5 を選択した場合、注視している点：  

1 5 9 9 0 

4.2% 20.8% 37.5% 37.5% 0.0% 

他の市町村（貴団体が市・組合の場合）（n=25） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 8 15 2 

0.0% 0.0% 32.0% 60.0% 8.0% 

貴団体所在都道府県（貴団体が市・組合の場合）（n=25） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 6 16 3 

0.0% 0.0% 24.0% 64.0% 12.0% 

貴団体教育委員会（n=43） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

3 10 20 8 2 

7.0% 23.3% 46.5% 18.6% 4.7% 

貴団体内市区町村教育委員会（貴団体が都道府県の場合）（n=24） 

☞5 を選択した場合、注視している点： 

5 4 12 3 0 

20.8% 16.7% 50.0% 12.5% 0.0% 

貴団体所在都道府県教育委員会（貴団体が市・組合の場合）（n=24） 

☞5 を選択した場合、注視している点： 

6 6 7 5 0 

25.0% 25.0% 29.2% 20.8% 0.0% 

貴団体等地域内の高等学校等の中等教育機関（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

6 8 18 12 2 

13.0% 17.4% 39.1% 26.1% 4.3% 

貴団体等地域内の国立大学（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

2 2 15 20 7 

4.3% 4.3% 32.6% 43.5% 15.2% 

他の公立大学（n=48） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

0 0 9 30 9 

0.0% 0.0% 18.8% 62.5% 18.8% 

貴団体等地域内の私立大学（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

6 1 19 18 2 

13.0% 2.2% 41.3% 39.1% 4.3% 

貴団体等地域内の地域経済界（n=47） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

3 1 23 18 2 

6.4% 2.1% 48.9% 38.3% 4.3% 

設置団体等地域内の医療・福祉サービス業界（n=47） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

9 6 16 14 2 

19.1% 12.8% 34.0% 29.8% 4.3% 

マスコミ報道（n=47） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

1 1 18 22 5 

2.1% 2.1% 38.3% 46.8% 10.6% 

ソーシャルメディア（SNS）（n=46） 

☞5 を選択した場合、注視している点：記述回答参照 

3 10 18 14 1 

6.5% 21.7% 39.1% 30.4% 2.2% 

その他（具体的に：記述回答参照）（n=2） 

☞5 を選択した場合、注視している点： 

0 1 0 1 0 

0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 
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7. 以下にあげた国の政策・法令等について、貴団体が設置された公立大学にどの程度影響したか（または、

影響すると見込まれるか）について、最もあてはまる数字をお選びください。 

 

国の政策・法令等（開始年度・実施年度・施行年度等） 
１ 影響度小 ⇔ 影響度大 ５ 

1 2 3 4 5 

ゴールドプラン（1989 年）／新ゴールドプラン（1994 年）（n=44） 
26 2 15 1 0 

59.1% 4.5% 34.1% 2.3% 0.0% 

看護婦等の人材確保の促進に関する法律（1992 年）（n=45） 
22 2 8 10 3 

48.9% 4.4% 17.8% 22.2% 6.7% 

地域総合整備事業債の活用（特に 1990 年代）（n=43） 
21 5 16 1 0 

48.8% 11.6% 37.2% 2.3% 0.0% 

介護保険法（2000 年）（n=44） 
25 4 12 3 0 

56.8% 9.1% 27.3% 6.8% 0.0% 

地方独立行政法人法施行（2004 年）（n=49） 
2 1 6 4 36 

4.1% 2.0% 12.2% 8.2% 73.5% 

地（知）の拠点大学事業（COC、COC＋）（2013・15 年）（n=46） 
6 2 18 12 8 

13.0% 4.3% 39.1% 26.1% 17.4% 

まち・ひと・しごと創生法（地方創生政策）（2014 年）（n=45） 
9 5 18 11 2 

20.0% 11.1% 40.0% 24.4% 4.4% 

地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及

び就業の促進に関する法律（地方大学・産業創生法）（2021 年）（n=46） 

8 6 21 8 3 

17.4% 13.0% 45.7% 17.4% 6.5% 

成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた基金による継続的支

援（学部の理系転換・新設支援）（2023 年）（n=47） 

8 4 21 3 11 

17.0% 8.5% 44.7% 6.4% 23.4% 

国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関す

る法律（10 兆円ファンドによる支援）（2023 年）（n=46） 

16 7 19 3 1 

34.8% 15.2% 41.3% 6.5% 2.2% 

地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（2023 年）（n=45） 
10 5 23 5 2 

22.2% 11.1% 51.1% 11.1% 4.4% 

その他（具体的に：記述回答参照）（n=2） 
0 0 1 0 1 

0.0% 0.0% 50.0 0.0% 50.0 
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8. 貴団体が設置された公立大学が公立大学法人となっている場合、法人化年度～2022 年度（令和 4 年度）

の間の地方独立行政法人法にもとづく評価委員会による年度評価および中期目標期間終了時評価の結果

が貴団体の公立大学政策に影響を与えた事例がありましたら、下記の記入欄に 3 つ以内でご記入くださ

い。 

 

回答欄①影響を与えた事例 

（１） 事例の起きた年度（西暦）：記述回答参照 

 

 

（２） 影響を与えた評価結果の概要：記述回答参照 

 

 

（３） 貴団体のとった政策的対応：記述回答参照 

 

 

 

回答欄②影響を与えた事例 

（１） 事例の起きた年度（西暦）：記述回答参照 

 

 

（２） 影響を与えた評価結果の概要：記述回答参照 

 

 

（３） 貴団体のとった政策的対応：記述回答参照 

 

 

 

回答欄③影響を与えた事例 

（１） 事例の起きた年度（西暦）：記述回答参照 

 

 

（２） 影響を与えた評価結果の概要：記述回答参照 

 

 

（３） 貴団体のとった政策的対応：記述回答参照 
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9. 貴団体における公立大学政策の推進について、現状での課題と対応策、国レベルの政策に対する要望、他

団体や他大学の動きで気になっていること、将来的な方向性として構想されていることなどについて、以

下にご自由にご記入ください。 

 

記述回答参照 

 

 

 

ご回答内容についてお問い合わせを差し上げる際のご連絡先 

ご所属  

お役職  

ご氏名  

電話番号  

電子メール  
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公立大学設置団体における公立大学政策に関する調査　記述回答

1.貴団体における今次の総合計画と一次前の総合計画において、貴団体が設立された公立大学の「政策的役割」「地域にもたらす利点
や期待」「公立大学の抱える課題」がどのように記載されているかについて、以下の記入欄にそれぞれ3点以内で簡潔にご記入くださ
い（各総合計画の計画期間についてもご記入ください）。もし、総合計画に公立大学に関する記載がまったくない場合には、空欄のま
まで結構です。
（１）今次の総合計画　①政策的役割

基本目標として、「魅力と活力あふれる●●をつくる」をかかげ、公立大学の知的インフラ拠点としての機能強化をKPIとして、●●
の強みを活かし、イノベーションが次々と生まれる好循環づくりにより、●●経済の活性化をはかる

本市における現行の総合計画は、基本構想（１２年間）と基本計画（原則４年毎見直し）で構成しており、施策を具体的に推進するた
めの推進計画を合わせて策定している。

市内大学と連携した地域づくり

教育現場における文化芸術活動への支援

教育環境の整備

地域に根ざす高等教育機関として、教育や研究、地域貢献に対する県民や地域の期待に応える

社会教育、家庭教育の充実

変化の激しい時代にも対応できる基礎的で普遍的な知識や技能の育成

様々な行政課題に対応するための連携

グローバルな視野を持った、国内外で活躍できるビジネスマン等の人材を育成

産業界のニーズに沿った人材育成や「人生１００年時代」に対応したあらゆる世代への学びの場の提供など、新しい時代環境を踏まえ
た「知と人材の集積拠点」としての高等教育の充実強化に向け、地域の大学等とともに、専門職大学の開設など、より高度で実践的・
創造的な教育を展開する。

若者の定住促進に向けて、●●大学との産学官連携による新産業の創出や企業誘致等を促進し、新たな雇用を生み出す必要がありま
す。

多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進

歴史や文化をいかした魅力あるまちづくりを進めるとともに、生涯にわたり誰もが目標に向かって成長し、希望に満ちた生活を送るこ
とができる「人と文化をはぐくむ誇れるまち」を目指す。

公立大学法人●●大学を中心に、市内に所在する大学など高等教育機関との連携による地域の魅力や活力の向上

本市が進める●●市版地域共生社会の構築に向けた取組の中で、大学の持つ専門的知見を活用した施策の検討などを進める。

保健・医療・福祉人材の養成の充実

●●大学が提唱する「スマートネイチャーシティ●●構想※」を促進させ、●●市の知の拠点として将来にわたり発展するためには、
教育力を向上して学生を確保するとともに、地域との連携・協力を一層深めていく必要がある。

●●看護大学の安定的な運営と市域の看護の一層の強化

知見を有する機関として計画に係る取組を推進

市内高等教育機関の特色をいかした教育や地域連携活動等を支援する

すべての県民が、生涯良く学び続けられ、●●の歴史文化の親しめる地域をつくる。

グローバル社会を生き抜く人材が育つため、就学前教育から高等教育まで、誰もが教育を受けることができる環境づくりの推進

人間性豊かな想像力と実践力を兼ね備えた有為な人材を育成

公立大学法人において、特色ある人づくりに主眼を置いた中期目標を掲げ、大学の個性・強みを生かした教育・研究を行い、地域社会
の発展に貢献できる優秀な人材を育成する。

未来を切り拓く教育→新たな時代に活躍する人材の育成→福山市立大学の機能強化

国際交流の推進

①●●県の基幹産業である第３次産業、特に「観光産業」に関する教育研究と人材の育成　②地域社会が切望する高等教育の機会拡大
③過疎化が進む●●県北部の活性化を図る

●●大学医学部に県民医療枠及び地域医療枠を設けて医師の確保を担う

本市が設置する公立大学は●●年に開学しているため、総合計画のうち基本構想には、直接の記載がありません。　現行の基本計画に
は、関係する記載内容として、「基本目標２　たくましく未来を拓く人材を育み、生涯を通じて学べるまちを目指します」の「基本政
策４　次代の担い手が、生き生きと学ぶ教育の推進」において、「現状と課題」として「社会的ニーズや地域特性を踏まえ、本市にふ
さわしい高等教育機関について検討を行っています。」また、「施策１　社会で自立して生きていく力を培う教育の推進」において
「地域社会に貢献するとともに、世界にも通用する人材を育む高等教育機関の検討を進めます。」と記載している。

文化・芸術に関する専門教育の充実

教育・研究機能の質の向上を支援

専門領域を横断した学術研究などの新たな価値創造に向けた独創的な研究

新たな価値を創造する人材や起業家の育成など個の可能性の伸長

キャリア教育や学び直しの場の提供及び地域や企業ニーズに対応した人材の育成等※公立大学に特記した記載ではなく、高等教育全般
を踏まえた記載となっている

コミュニティカフェ運営を通じた参加学生のキャリアアップ支援、大学と地域の絆づくり、中心市街地のにぎわい創出、市民文化活動
の支援

学校教育については、●●大学との連携により今後も質の高い教育環境を充実していく必要があります。

次代を担う学生の確保と人材育成

●●大学、市内高等学校と連携し、卒業生と持続的なつながりを持ち続けられるための取組を進める。

未病改善を支える社会環境づくり

計画の検証機関の構成員として、計画の成果を検証

●●大学に対する施設整備等を進める

健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、誰もが健やかに暮らせる地域をつくる。
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公立大学設置団体における公立大学政策に関する調査　記述回答

大学施設及び知的資源を活用し、市民公開講座、発表会、講演会等を開催することにより市民交流の促進、生涯学習の充実を図るとと
もに、教育・研究・地域貢献を通して、まちづくりに資する人材育成

優れた教育研究の成果を地域や社会に還元し、科学技術の拠点として、学術文化の向上と社会の発展に寄与

産業集積

総合周産期母子医療センターとしての役割、２４時間体制の小児救急医療を担う

公立大学開学に伴う記載については、現在実施している基本計画の見直しとあわせて内容を検討中。

文化資源を活用した地域づくりへの理解と参画

実学実践教育及び地域志向教育を通じた幅広い教養と国際感覚を備え、豊かで活力ある社会の形成に貢献できる人材の育成

多様な人や組織の協働による地域や社会へ貢献する教育・研究活動の実施

学生による地域貢献活動を支援及び地域との連携

●●大学については、「学術研究拠点」として位置づけ、大学が持つ専門知識、人材の活用を通じて、産学官連携の推進による産業振
興、学校教育における理科教育の支援、地域における生涯学習の充実を図ります。

●●大学との連携により、地域支援に取り組む体制の整備を図り、学生や教員と地域との交流を通して、地域活力の向上や課題解決に
つながる取組を進める。

ヘルスケア・ニューフロンティアの推進

情報リテラシーの向上や電子メディアの活用を図りながら、多岐にわたる市民の学習ニーズに対応した各種講座や講演会等を実施して
いくなど、生涯学習機会の充実を図るとともに、主体的な学びの創造を目指す。

地域医療の確保

（１）今次の総合計画　②地域にもたらす利点や期待

●●大学の知的資源・研究成果を生かした更なる地域貢献：●●大学が本市のシンクタンク機能を発揮し、データサイエンス学部・研
究科を持つ強みを生かし、市と連携してデータに基づく施策立案を進めます。　さらに、市内企業、地域社会、研究機関等多様な主体
と連携し、地域活動の活性化や市民に身近な地域課題の解決に向けた「社会実装」「社会実験」に取り組むことで、更なる地域貢献を
進めます。

東日本大震災津波を教訓とした防災復興支援

県立アカデミー等における社会人向け講座などによりリカレント教育を充実し、社会人が学ぶ機会を拡大する。

薬学の専門人材の育成

経済界をはじめ、さまざまな分野に数多くの有為な人材の輩出

専門性、実践性を有する人材の育成

県外への転出超過の多くが若者の大学等への進学を契機としていることを踏まえ、県内大学等との連携により若者の県内進学の促進を
図る。

●●大学を活用した新産業の創出や人材育成により地域経済の活性化を図ります。

地域社会の発展に貢献できる人材を育成し、地域残業の発展や文化の振興などにいかせるよう連携を進める。

大学などの専門知識や学生の若い力を地域の活性化に役立てるとともに、学生が卒業後も地域を支える人材として活躍してもらいた
い。

学生数が増加することに伴い、地域の経済などに好影響を与えることが期待される。

市民参加のもとコミュニティ形成に参加する開かれた大学とするため、地域に根ざした教育的資源を有効に活用し、地域や関係団体と
の連携による人材の育成や健康増進に役立つ食などの研究、公開講座の開催、施設の地域開放などの取組を進めます。

●●大学が●●市の知の拠点として展開できるように「スマートネイチャーシティ●●構想※」の取組や地域社会との連携・協力の支
援に努める。※大学が有する理工系の人材と知識を千歳のまちづくりに展開することで地域経済活性化や市民生活向上などの効果を生
み、地域の発展に寄与する構想

時代のニーズに合わせた人材育成に伴う機能強化

看護職員の市内医療施設等への確保・定着、資質の高い看護人材の新規養成

人材育成

地域人材の育成を図るとともに、市内への就職を促進する

●●大の教育の充実

地域課題に主体的に取り組む人材や国際社会で活躍する人材の育成

地域における高等教育機会の提供

県内産業への人材供給や若者の県内定着

公立大学法人が有する知的資源を生かした公開講座やリカレント教育の実施。

障害を通じて学べる場として、オンライン抗議の充実や聴講生の募集など、生涯学習コンテンツの提供。

地域医療のための医師派遣

大学が公立化したことで学生の経済的負担が減り、学生の確保の面からも安定的な大学運営がなされている。今後、地域に開かれた大
学として、地域貢献はもとより地域内の高等教育機関として産学連携の推進や、リカレントなど多様な場面での人材輩出を担ってい
る。

命を守る医療体制の堅持

●●リカレント教育の推進：誰もが意欲を持って学び、キャリアアップスキルや専門性を身につけ、また学び続けられる環境を構築
し、キャリアアップに結び付けられるよう、企業等が求める人材・スキル等のニーズを踏まえ、●●大学の各学部の強みを生かしたリ
カレント教育を充実させ、社会人の学び直しを推進します。

新たな地域課題の解決に向けた取組など、県民のシンクタンクとしての機能の充実

産学官の連携による新技術の研究開発、新事業の創出による、地域産業の振興への貢献

地域に密着した地域の研究機関としての役割

地域の特色ある教育の推進
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公立大学設置団体における公立大学政策に関する調査　記述回答

大学や産業界と連携して、県内企業の情報を発信し、インターンシップの受入れを促進することにより、県内就業の促進を図る。

産学官連携による研究や社会貢献活動の推進

多くの学生が集まるよう学校の魅力を高める。

●●大学「地域共生推進センター」を活用し、市民に学びを提供するとともに、学生の主体的な地域課題探求の活動を支援する。　ま
た、学生と地域を結びつける取組を進める。

若者の県内定着（県内就職）

施設整備等を進め教育環境のさらなる充実を図る

医療提供体制の充実

地域のシンクタンク機能を果たす仕組みづくりを推進

市民の交流促進、生涯学習の充実が図られる。

大型研究資金の獲得や産学官連携の促進により、地域の課題や社会の要請に応える研究を推進し、その成果を広く地域社会に還元

地（知）の拠点としての役割を担う●●大学の優れた教育機能を活かしながらリーダーシップ、郷土愛、自尊心といった高い志を培う
子どもたちの教育に引き続き力を入れ、地域の活性化を担う人材の確保に取り組む。

産業創出、産業集積

安心して出産・子育てができる医療サービスの充実

地域社会と連携した学生の県内定着に向けた取組

市立高校との連携

一体的・効果的に移住及び就業に関する施策を展開するための中核組織の設置など、県・市町村・企業・大学等の連携を強化し、移
住・定住を促進する。

大学の教育資源を活用した高校生のキャリア教育の推進

知的資源を地域課題の解決や地域の活性化に生かす。

公開講座のほか、本市のまちづくりなどをテーマとした講演会やパネルディスカッションを開催し、市民に学びを提供している。

●●大学附属高校を設置し、高大連携・接続による教育効果を向上

（１）今次の総合計画　③公立大学の抱える課題

首都圏を中心とする県外企業の採用活動の影響により、卒業生の県内就職率は伸び悩んでおり、地元定着に向けて取り組む必要があ
る。

深く学術を教授研究するとともに、国際感覚や創造力、実践力に富む有為な人材の育成を図り、教育研究の成果を市民・地域に還元す
ること

１８歳人口の減少などにより、高等教育機関を取り巻く環境が厳しくなっている。

●●大学には、一層の地域貢献とともに、時代や社会情勢に応じた改革の実行が求められる。

増加する学生が安心安全に生活できる環境づくりに取り組む必要がある。

新卒者の市内就職率の向上

医学科・看護学科卒業生の県内就業率の確保

大学施設においては、老朽化に伴う計画的改修が必要です。

学科の拡充・新設など、魅力向上、教育研究機能の充実

少子化の進行に伴い大学間競争が激化するなか、県が設立している公立大学法人が地（知）の拠点として、社会から高く評価されるた
めには、各大学の個性・特色を明確にし、魅力ある大学をつくることが求められる。

卒業生の地元就職

地域の特色を発揮し、地域住民の生活文化の向上について、どう向きあっていくか具体的な取り組みが求められている。

地域社会や県内産業が抱える課題を解決するための教育的資源の活用

●●大学がある利点を最大限に活かし、地域の活性化や地域課題の解決に向けた取組において、同大学のもつ様々な資源の有効活用を
図ることが必要である。

特定行為研修を修了した看護師数の増加

新学部の創設に向けて準備

県内外の高校生から進学先として選ばれ、産業界の期待に応える人材の育成

「医師・患者関係学講座」の設置等による「良き医療人育成カリキュラム」の充実

（２）一次前の総合計画　①政策的役割

基本目標として、「魅力と活力あふれる●●をつくる」をかかげ、市立大学の知的インフラ拠点としての機能強化をKPIとして、知的
インフラの機能集積や継続的なイノベーション創出環境の構築により、●●経済の活性化をはかる

大学と連携した地域社会づくり

教育現場における文化芸術活動への支援

ふるさと振興に向け、県をはじめとする関係機関と連携し、地域の中核を担う人材の育成、岩手の活力を創出する研究・地域貢献の取
組を推進

社会教育、家庭教育の充実

幅広く深い教養と専門的な知識をもち、複雑化する課題を複合的な視点から解決できる人材の育成

様々な分野における高度な知的財産や教育研究基盤を教育に活かす取り組みの推進

●●大：社会的に自立した光り輝く女性の育成と地域や地元企業と連携した教育・研究の推進

高度な専門家や研究者の育成及び教育内容や学習環境の一層の充実

一人ひとりの意欲と能力を引き出す教育を推進するため、地域の特色や資源を活用しながら、高度な知識・技術の習得を図る特色ある
高等教育の展開を促進する。
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産学公連携によって大学等からの技術移転を促進するとともに、地域内に既存の技術、人材、研究機能などの産業資源を活用して、新
しい産業・技術を創出できるような環境の整備を図ります。

特色ある資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の充実

歴史や文化をいかした魅力あるまちづくりを進めるとともに、生涯にわたり誰もが目標に向かって成長し、希望に満ちた生活を送るこ
とができる「人と文化をはぐくむ誇れるまち」を目指す。

大学の知的財産と企業の技術とをマッチングさせ、鉱工業の振興を図り、新たな企業活動につなげるため、産・学・官連携に努める。

保健・医療・福祉人材の養成の充実

●●短期大学の魅力的な養成機関としてのあり方の検討

知見を有する機関として計画に係る取組を推進

●●大学に対する施設整備等を進める

健やかにくらせる地域づくり

学校、家庭、地域が協働して子どもたちの教育環境を整えている。

個性豊かで創造的な人材育成の拠点

公立大学法人において、特色ある人づくりに主眼を置いた中期目標を掲げ、大学の個性・強みを生かした教育・研究を行い、地域社会
の発展に貢献できる優秀な人材を育成する。

知の拠点として、●●大学の機能を活用し、教育研究水準の更なる高度化や地域と一体となった人材の育成などを進めます。

地域で学び、働く、という人材循環システムの構築

国際交流の推進

アジアの技術革新をリードする知的基盤の実現

医療従事者の確保

文化・芸術に関する専門教育の充実

地域の「知の拠点」として、地域への専門知識、人材、ノウハウ等の提供と持続的な発展への貢献

専門的で高度な学習を受けられる環境の充実

●●大：保健医療専門職の養成と地域貢献の推進

学術研究の高度化や情報化の急速な進歩、国際社会への貢献を視野に研究活動を充実し、併せて多様な地域貢献事業の展開を図ること

地域における生涯学習や人材育成の取組を推進するため、●●大学の充実・活用や同大学との連携を促進します。

次代を担う優れた学生の確保と卒業生の県内定着の促進

計画の検証機関の構成員として、計画の成果を検証

市内高等教育機関の特色をいかした教育や地域連携活動等を支援する

次代を担う世代が安心して快適に学ぶことができる教育環境の整備を推進します。

国内外に発信する学科研究の拠点

●●大学の資源を活用し、地域の将来を担う人材を育成する

地域医療の確保

高い研究開発能力を持ち、語学力・コミュニケーション能力に優れたグローバル人材の育成・定着

中核的病院としての役割

知的、人的、物的資源の活用による幅広い分野での地域の活性化

国際交流推進事業、地域貢献の充実に努める。

高等教育機関と連携した地域振興の取組みの拠点

産業集積

（２）一次前の総合計画　②地域にもたらす利点や期待

●●大学の知的資源・研究成果を生かした更なる地域貢献：社会の関心も高いデータサイエンス分野の教育・研究をさらに推進するた
めに、企業・社会人も参加しやすい環境を整え、幅広い分野で企業や研究機関との連携や共同研究につなげます。　また、●●の行政
課題を研究テーマとし、これまでにないアプローチや解決策を提示するなど、本市のシンクタンク機能を果たします。　さらに、社会
ニーズを踏まえた魅力ある市民向けの教養講座を市内全域で実施し、本市が設置する大学として有する知的資源を市民や社会へ積極的
に還元する取組を充実させます。

被災地の復興推進に向けた支援

●●（●●大学）における社会人短期在学コースの設置や県立アカデミー等における社会人向け講座の拡充などリカレント教育を充実
し、社会人が学ぶ機会を充実する。

薬剤師の継続的な育成・輩出や薬剤師の生涯学習支援体制の充実による、地域医療への貢献

郷土を誇りに思い、心豊かな人が育つ

経済界をはじめ、さまざまな分野に数多くの有為な人材の輩出

クリエイティブ産業の創発や人材育成の推進

ＮＰＯ、企業、商工団体、大学、行政などの協力・支援のもとに、子育てや介護などの地域課題の解決や地域支援を活用して地域の活
性化を図るビジネスの創出を促進する。

●●大学と本市は、平成　１８　年（２００６　年）に包括的連携協定を締結し、「●●市かがく博覧会」や「科学体験講座」等の事
業を行い、連携を推進しており、平成　２８　年（２０１６　年）４　月からは公立大学に移行し、公立理工系大学として教育研究に
取り組みます。

大学で学ぶ学問や卒業後の将来の職業等について県内高校生の理解を深める取り組みの実施

地域社会の発展に貢献できる人材を育成し、地域残業の発展や文化の振興などにいかせるよう連携を進める。
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市民参加のもとコミュニティ形成に参加する開かれた大学とするため、地域に根ざした教育的資源を有効に活用し、地域や関係団体と
の連携による人材の育成や健康増進に役立つ食などの研究、公開講座の開催、施設の地域開放などの取組を進めます。

時代のニーズに合わせた人材育成及び機能充実についての検討

看護職員の市内医療施設等への確保・定着、資質の高い看護人材の新規養成

人材育成

施設整備等を進め、教育環境の充実を図る

高度医療の充実、救急医療・周産期医療提供体制の構築

県立大学改革の推進（少人数対話型教育（学習コモンズ制）の充実）

開かれた大学として、市民が参加・交流しやすい環境の整備

若者の県内定着に大きな役割を果たしている

知的資源を生かして、公開講座や社会人の学び直しの機会の充実など、生涯学習を推進する。

地域の将来を担う人材を育成

地域医療のための医師派遣

新産業の創出や地域企業の技術の高度化につながる研究開発機能を強化することが不可欠である。

医師：入学定員の拡大、研修施設の充実を行うことで、県内の医療機関で勤務する医師を確保

豊かな教養の習得や高度な専門知識・技術の習得に向けた特色ある教育研究

他大学と連携しライフサイエンス研究拠点の形成を推進することによる、地域産業の発展への貢献

活気があふれ、いきいきと働ける

地域に密着した地域の研究機関としての役割

高度専門職業人の創出

大学や公設試験研究機関などが、産学官、異業種間、異分野間の多様な主体をつなぎ、研究開発成果の実用化を促進する。

高等教育機関である●●大学の教育研究環境や施設の整備・充実を図ります。また、市と同大学と地域の連携を進め、「地域のキー
パーソン」の育成など、同大学が有する高度で専門的な資源を学校、地域へ還元することにより、地域社会の発展を図ります。

県内学生の確保に向けた大学教員による高大連携授業の実施

若者の県内定着（県内就職）

地域人材の育成を図るとともに、産業界と連携して雇用創出を進め、市内への就職を促進する

ユーラシア研究センターの運営

教育研究活動が充実する環境の整備

地域の経済・文化の発展や振興を図る上で重要な役割を担っている。

産・官・学が連携し地域産業の進行と雇用創出による賑わい創出

産業創出、産業集積

成長産業を支える人材やアジアの問題解決を担う人材など、産業の高度化を支える人材を創出していくことが求められている。

看護師准看護師養成力の充実や再就業を含めた就業促進等により、必要な看護師等の確保を図る

教育研究を通じた地域貢献の取組や産学官連携の拠点の整備

企業、大学、公設試験研究機関などの若手研究者の顕彰や交流・発表の機会の充実など、優れた研究人材の発掘・育成に取り組み、知
識社会を支える人材の育成を図る。

県内大学既卒者のＡターンの推進

●●大学シニアカレッジの開講

知的資源を有効に活用し、地域貢献活動への参加

市民一人ひとりの自己実現と生涯学習の促進・支援

（２）一次前の総合計画　③公立大学の抱える課題

高等教育機関として地域社会への貢献を目指し、時代の要請に応える魅力ある高等教育を積極的かつ効率的に展開すること

第４次産業革命の進展など、今後予想される社会の変化に対応できる人材の育成

１８歳人口の減少などにより、高等教育機関を取り巻く環境が厳しくなっている。

新卒者の市内就職率の向上

●●地域の高度医療拠点病院として●●大学附属病院を整備

大学施設においては、老朽化に伴う計画的改修が必要です。

大型研究資金の獲得や産学官連携にによる研究を一層推進するとともに、大学間競争を勝ち抜く魅力ある大学を目指して、機能強化に
努めることが求められる

少子化の進行に伴い大学間競争が激化するなか、地（知）の拠点として、社会から高く評価されるためには、大学の個性・特色を明確
にし、魅力ある大学をつくることが求められる。

進学先としての魅力を高めるため、特色や求める学生像等の情報発信を行い、入試のあり方を見直す

2.貴団体が設置された公立大学について、1995年度（平成7年度）から2023年度（令和5年度）の間に次の動きがありましたら、「あ
り」欄に〇印をご記入の上、実施年度を教えてください（期間内に複数回実施されている場合には、「実施年度」欄にすべての年度を
記入してください）。その上で、こうした動きが生じた「背景と契機」「主要な利害関係者」「最も主要な政策目的」「貴団体にとっ
てのインパクトの大きさ（あてはまる数字をお選びください）」について記入欄にご記入ください。
（１）大学の新設　①背景と契機

高度な専門知識を修得した自律的な人間の育成を目指し、看護学部、社会福祉学部、ソフトウェア情報学部及び総合政策学部の４学部
による●●大学に、県立短期大学として歴史と伝統を有する●●短期大学と●●短期大学を再編・併設のうえ、開学した。
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●●県は県土が広く、地域により県民の生活上の課題も多彩で、特に高齢化・過疎化が深刻な地域を抱えている。　その中で、県民の
多様な保健・医療・福祉ニーズに対応するためには、県内の看護の質を向上させることが急務であるとして、看護学の教育・研究活動
の中核機関となる県立大学を設立した。

【●●年度（●●年度）●●大学開学】　・本県における生産年齢人口の減少や大学進学時における転出超過への対応　・グローバル
化の進展などに対応した人材育成の社会的要請　・国の動向を見据えた大学教育改革の取組

「第４次長期総合計画」における「医療の高度化や保健・福祉との連携に対応した人材養成のため、●●市立高等看護学院の高等教育
機関としての整備を検討する」記載に基づき、●●市立高等看護学院、●●市立高等専門学校の大学化を検討。

本県の地域特性に応じた質の高い看護サービスを県民に提供するため、「●●県高齢者保健福祉計画」「●●県保健医療計画」におい
て看護大学の設置が重要対策事業として位置づけられ、●●短期大学よ四年生に昇格させる形で●●看護大学を開設した。

保健医療人材の不足、県外への流出の防止（県内での独自養成）

県内高校生の希望が高く、県内に選択肢の不足している文科系分野を整備するものであり、県の国際化施策に合致するものであるこ
と。

地域産業に根ざした美術工芸の技術者を４０年間養成している市立美術工芸専門学校の専門課程を発展的に改組し、伝統産業の振興お
よび産業の活性化に寄与する人材を育成するため。

市内に４年制大学が立地しないことによる若年層の人口流出の抑止及び時代に即した学生の志向と企業等のニーズに対応するために、
既存の高等教育機関を再編・発展させ、公立４年制大学として設置した。

本学の位置する●●市においても高齢化率は３０％を超え、要介護高齢者の増加に伴う専門職の必要性や、介護予備軍といわれる虚弱
高齢者の健康支援が地域の重要な課題となっている。　また、脳血管疾患の罹患率が全国平均より高く、生活習慣病の危険性を指摘さ
れている地域でもある。　健康問題の変化に対する専門的な対応が社会的・地域的なニーズとなっていることから、地域社会からの看
護専門職養成への本学に対する期待は大きく、既設の短期大学看護学科（看護師養成課程）及び地域看護学専攻科（保健師養成課程）
を改組・発展させるもの。　「幅広い専門職業人の養成」「地域的役割と地域への貢献」「学生のニーズ」「本学の地理的要因」、以
上から、質の高い看護専門職への社会のニーズ、豊かな人間性と専門的な知識技術を身につけるためにも短期大学教育では限界があ
り、少なくとも学士課程での教育が必要不可欠と考えた。

●●短期大学と●●大学校の統合整備により４年制大学化

昭和４０年代後半からの●●市の大学誘致の動きや、地元経済界からの公立大学設立の要望を受け、県と市が経費を１／２ずつ負担す
ることとし、公設民営方式により大学を開設した。

●●地域の過疎化の状況を踏まえ、地元の強い要望を受け地域創生における戦略的取組として大学の設置を目指していた背景がある。
●●地域は、豊かな観光資源に恵まれ、また、●●国際アートセンターや●●演劇祭といった芸術文化と観光が繋ぐ国際的な創造活動
が生まれている地域であったことから、新たな価値を創造できる専門職業人を育てる４年制の高等教育機関を設置するに至ったもの。

2.（１）大学の新設　②主要な利害関係者

商工会議所、医師会、看護協会

●●市、地元経済団体、県内私立大学

●●県、地元経済団体、県内私立大学

2.（１）大学の新設　③最も主要な政策目的

下記を基本方針とした大学づくり　・幅広い教養を身につけ、互いの人格を尊重する「豊かな教養の修得と人間尊重の精神を涵養する
大学」　・様々な課題を的確に捉え、幅広く対応する能力を身につける「学際的領域を重視した特色ある教育・研究を行う大学」　・
応用分野や実社会での実際的教育研究を重視した「実学・実践重視の教育・研究を行う大学」　・地域社会と密接に連携し、教育・研
究の成果を広く還元する「地域社会に貢献する大学」　・国際的な教育・研究の交流拠点として、多様な国際交流を積極的に行うとと
もに、国際的に活躍できる人材を育成する「国際社会に貢献する大学」

県内看護職の養成・確保

・これからの時代に求められる人材の育成　～先行きが不透明な社会経済情勢の中で、地域社会や世界に貢献する高い志を持ち、解の
ない課題に果敢にチャレンジし、粘り強く新しい時代を切り開いていく人材　・多彩な分野の高等教育機関が充実することにより、魅
力ある高等教育環境を構築

人材育成および教育研究により地域社会への貢献を果たす

資質の高い人材を養成し、看護学教育・研究の中核機関としての役割を果たし、保健・医療・福祉の向上に寄与することを目的とす
る。

将来の県の保健医療を担う人材の育成

地域社会と世界に貢献できるグローバル社会のリーダーたり得る人材の育成

地域産業を発展・継承していくとともに、社会の産業・文化の発展に大きく寄与することを目的としている。

若年層の人口流出の抑制、市街地のにぎわい創出、教育研究の中核的拠点の形成

●●市に大学があるということで、小学校から大学まで●●市で進学することができる。

保健医療従事者の育成・確保

地域に求められる人材の育成

●●地域の魅力ある観光地域づくり及び地域文化政策を担うネットワークの形成

2.（２）学校法人からの公立大学への設置者変更　①背景と契機

本市における公立大学の検討は、私立大学学生募集停止の報道を受けて、市民団体からの署名活動が発端になっている。　その後、募
集停止報道があった私立大学とは別の学校法人から公立大学法人化の要望があり、私立大学をベースとした公立大学を設置し新学部を
設置する検討を進めてきている。

●●大学は、●●県、●●市及び●●市からの強い要請を受けて１９８８年４月に●●短期大学としてスタートし、１９９５年４月に
４年制大学へ改組転換されたが、慢性的な入学者の定員割れが続いている状況であった。このような中、公立化できなければ廃校もや
むなしとして２０１４年７月に設置者である学校法人●●から●●市長宛てに公立化に関する要望書が提出されたことが検討を開始す
る契機となった。

少子化に伴う１８歳人口の減少等により、地方私立大学の運営は厳しい状況となっており、●●大学においても志望者の減少傾向が続
いていた。こうした状況の中、２０１４（平成２６）年３月に学校法人●●から●●市に対して、公立大学法人化の要望があった。●
●市は、大学とともにまちづくりを実践することで、市が発展することを目指し、公立大学法人を設立した。

私立大学当時に入学者の定数割れが続いていたことから、Ｈ２７年９月に大学から公立大学法人化の検討を求める要望書が提出され、
同年１２月に県●●地域６市町村、大学の代表者から成る協議会を設置。　Ｈ２８年４月大学の公立化が決定。　Ｈ２９年●●地域６
市町村で一部事務組合を設立。　Ｈ３０年４月１日付で組合が公立大学法人を設置し、同日に公立大学を開学。
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小規模単科私立大学として、少子化など厳しい環境になることを想定され、また、公設民営大学としての設置経過や様々な分野での地
域貢献を踏まえると、市がまちづくりを進めるうえで貴重な財産であることから、将来にわたり持続可能な運営を行うため、設置者変
更した。

前身の●●大学（学校法人●●）の経営状況が悪化するなか、２０１４年に学校法人●●及び●●大学の公立化を求める市民の会から
「公立化に関する要望書」を受領したことが契機となっている。

・経済的理由により教育を受ける機会を失うことがないように公教育を保証するため。　・根強い国公立志向にこたえ、意欲的な学生
の確保や教育研究の更なる充実に繋げていくため。　・志願者減少による厳しい大学運営が予測されたため。

2.（２）学校法人からの公立大学への設置者変更　②主要な利害関係者

●●市、学校法人●●、●●大学

●●市、公立大学法人●●大学

●●県、●●地域６市町村、学校法人●●、地元産業界、商工会議所他

市及び大学

学校法人●●

・教職員、学生、●●１２市町村

2.（２）学校法人からの公立大学への設置者変更　③最も主要な政策目的

・公立化により地域の若者をはじめ全国からも若者が多く集まることで、地域の賑わい工場や活性化につなげる。　・地域で活躍する
人材を育成し、この地域への定着を図っていくことで、接続的なまちづくりを行う。　・公立大学の設置により、まちの競争力や魅力
が高まる。

大学が廃校になることによる人口減少を食い止め、願わくは定住人口の増加に繋げること。

高等教育機関との連携による地域の魅力や活力の向上

若者の地元定着、地域が求める人材育成輩出、先進的な研究成果や知的資源の地域産業への還元など

人材育成と地域貢献

●●唯一の４年制大学の存続

・運営交付金により、安定的な大学運営を行う。

2.（３）複数大学等の統合　①背景と契機

平成25年8月●●統合本部において「経営形態の見直し項目（A項目）」に位置づけられ、●●における公立大学の使命の明確化、●●
の成長戦略への貢献、国立・私立大学との差別化など、●●における公立大学の将来ビジョンを明確化

【２００５年度（平成１７年度）●●大学開設（県立３大学の統合）】　・社会経済情勢やニーズの変化に対応し、既存の資源を最大
限有効に活用し、総合的にまとまり、地域に密着した教育・研究・地域貢献機能の充実を図り、より魅力のある大学を目指した改革の
必要性　・行財政改革の方向性に沿いながら、効率的な運営の推進

●●教育委員会では、グローバル化の進展やＡＩ・ＩｏＴといったテクノロジーのさらなる進歩など、社会が大きくかつ急速に変化し
続けていくなか、●●高専の魅力向上と課題の解決策について専門的な見地から幅広い検討を行うべく、令和３年３月に附属機関とし
て「●●工業高等専門学校の今後のあり方検討委員会」を設置した。　全５回にわたる検討を経て令和３年８月に提出された報告書で
は、●●高専の理想の将来像に触れた上で、その実現と課題の解決・改善に寄与できる具体的な提言がなされるとともに、それらの提
言を実現するうえで、運営組織の自主性・効率性を発揮できる体制として、地方独立行政法人制度の活用による運営形態の見直しにつ
いても言及がなされた。また、高等専門学校単独では地方独立行政法人化できないことから、●●大との同一法人下での運営を優先的
に検討すべきとの提案がなされた

【２００５年度（平成１７年度）】　・●●大学・●●大学・●●大学を統合し、●●大学を設置　・社会経済情勢の変化と大学への
期待感の高まり、少子化の進展と大学間競争の激化、学生の多様化、大学改革の進展、行財政改革の推進　【２０２２年度（令和４年
度）】・●●大学、●●大学を統合し、●●大学を設置　・少子高齢化・大学競争の激化への対応、高度な融合研究の展開、選択と集
中

グローバル化、高度情報化などの急速な社会の変化に伴う大学間競争の激化や、１８歳人口の減少と大学進学率の上昇を背景とした大
学の大衆化が大学改革を促進し、国公立大学における「法人化」の検討が進んでいた背景があった。このような環境の中、県立大学に
おいても、教育改革の推進、管理運営における自主性・自律性の確立など、抜本的な改革の必要性があったため。

2.（３）複数大学等の統合　②主要な利害関係者

●●市・●●府・●●府立大学・●●市立大学・公立大学法人●●

他大学・短大、高校生・保護者、産業界・関係団体等

●●工業高等専門学校、●●大学（●●市公立大学法人）、●●市、●●市教育委員会事務局

【２００５年度（平成１７年度）】　●●府立大学、●●大学、●●看護大学、●●府　【２０２２年度（令和４年度）】　公立大学
法人●●、●●府立大学、●●市立大学、●●府、●●市

2.（３）複数大学等の統合　③最も主要な政策目的

研究： 地域から世界へ展開し、世界的な研究拠点をめざす
教育： 地域に根ざし世界に羽ばたく人材を育成する
地域貢献： 地域社会を創造し、地域活力の源泉となる
大学運営： 柔軟で持続的に改革する

・実践力のある人材の育成、地域に根ざした高度な研究大学資源の地域への提供　・効率的な大運営体制の構築

市として、１８歳人口の減少やグローバル化の進展など大学・短大・高専など高等教育を取り巻く環境が大きく変化するなか、公立大
学法人において高度専門人材の輩出やイノベーションの創出だけでなく、地域や地元企業との連携強化など多様化するニーズに応えて
いくため。

【２００５年度（平成１７年度）】　・「知の」創造拠点の形成、社会を支え、リードする人材の養成、「知」の活用と地域貢献、戦
略的・弾力的な大学運営の実現　【２０２２年度（令和４年度）】　・●●の発展を牽引する「知の拠点」、●●の都市課題の解決や
産業競争力の強化に貢献

震災復興の経験を生かしつつ、独自性の高い研究成果を地域社会へ還元すること等を通じて、防災・災害対策、ヘルスケア等の安全・
安心な地域づくりや地域経済の活力の維持向上につながる新産業創造等、地域社会の発展へ向けて、より一層の貢献を果たすこと。

2.（４）公立大学法人化　①背景と契機

国立大学の法人化、地方独立行政法人法が平成15年に可決し、大学内に法人化へ向けた取り組みが加速
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公立大学法人制度が創設されたことによる

２０１７年度に開催した●●大学法人化検討委員会の議論を踏まえ、法人化することとなった。

２００４年度から国立大学が独立行政法人化され、２００５年度から一部の公立大学が地方独立行政法人化された。

地方独立行政法人法（平成１６年４月施行）

学生の確保に向けた大学間競争が一層激しさを増す中、自主的・自律的かつ機動的な大学運営によって個性豊かで地域に貢献できる魅
力ある大学づくりに取り組み、県民に提供される看護サービスの質の向上に広く貢献できる人材を育成するため。

市立大学のあり方検討を進める中、１８歳人口の減少や全国的な薬学部の定員増等を背景に、大学として機動的・迅速な意思決定を行
い、大学発ベンチャーの設立など大学の研究成果の活用を図る取組の推進や、研究力の一層の深化を図るため、公立大学法人へ移行す
ることとした。

平成１２年の国の行政改革大綱において独立行政法人法制度の地方への導入が明記され、平成１５年には地方独立行政法人のなかに公
立大学法人が規定されたのを受け、公立大学法人化を検討し、実施

国立大学の法人化の影響を受け、大学間競争に打ち勝ち、存在感のある大学として存続していくために、より機動性のある体制の下、
自主・自立性を確保し、効率的で透明性の高い大学運営を図る必要性から、法人化することとしたもの。

社会の激変の中で、今後も大学としての使命を果たしていくための改革が必要との考えのもと、「●●大学改革基本計画」の策定の
上、法人化を含めた大学改革について検討を行った。

今後１８歳人口が減少傾向で推移する見込みであり、大学を取り巻く環境は厳しさを増してきていることから、「大学運営」から「大
学経営」という理念に考えを高め、経営力を強化していくため。

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）の施行

２０１４年３月に、「●●大学の法人大学法人化検討委員会」が設置され、県立大学の公立大学法人化について、審議してきたとこ
ろ、２０１５年３月に「公立大学法人に移行することが有効」との検討結果が発表されたことを踏まえ、法人化が決定された。

【２００７年度（平成１９年度）公立大学法人●●大学の設立】　地方独立行政法人法の改正　～公立大学法人化により、自立性かつ
効率的な運営を行うことが可能となった

当時、国立大学や多くの公立大学の法人化も進展し、私立大学も含めて全国の大学の９５％が法人格を有する状況になっており、国の
大学関係の制度や企業と大学との共同研究などは法人を前提としたものに変化してきていたため、市立大学が教育・研究の質を向上さ
せ、●●市の重要な高等教育機関として期待される役割を果たしていくためには、時代や社会の要請に迅速かつ適切に対応して自主的
な大学運営を行うことが必要であり、市の一機関としての大学運営から、法人としての大学運営に移行すべきであると考えた。

少子化に伴う大学受験者の減少という環境の変化

大学トップがリーダーシップを発揮し、迅速な意思決定を行うとともに、運営の効率化・透明性の向上、地域貢献活動の拡充など県民
のための大学を目指す観点から、２０１０年、地方独立行政法人法に基づき、公立大学法人化を行った。

●●大学の開学後、１８歳人口の減少、全国的な看護系大学・学部の増加等、大学を取り巻く環境が大きく変化していたほか、県内の
医療機関等における看護職員の不足は非常に厳しい状況にあり、医療の高度化・専門化に対応できる質の高い看護職者の確保を図る必
要があった。　そこで、設置者である県は、これまで以上に地域や時代の要請に応える教育・研究活動の活性化を図ることにより、地
域に役立つ人材の養成や、地域社会への貢献活動を推進し、県民にとって存在感が有り、魅力のある大学となることが喫緊の課題であ
ると認識していた。

地方独立行政法人法の成立

地方独立行政法人法の施行

少子化・大学全入時代という厳しい時代に生き残るため、自主・自律的な判断に基づく効率的・効果的な大学運営が必要とされた。

少子高齢化の進行、グローバル化の進展、産業構造や雇用形態の変化などに伴って大きく様変わりし、大学に対する社会のニーズもま
すます多様化してきている。　このような社会情勢の中、平成１６年４月には国立大学が法人化され、同時に、公立大学についても法
人化を可能とする「地方独立行政法人法」が施工されて、平成１７年度までに２２大学（短期大学を含む）が法人化となり、●●大学
も平成１９年４月から法人化されることとなり、平成１６年８月、●●事務組合定例理事会において、大学改革・独立行政法人化など
のテーマで「●●短期大学法人化等検討委員会」の設置が決定された。　平成１８年５月に●●市庁から「●●短期大学の今後のあり
方」についての諮問を受け、「●●短期大学法人化等検討委員会」は平成１８年１０月に「●●短期大学法人化等検討委員会報告書」
により、「●●短期大学の早急な公立大学法人への移行」を答申した。

少子化及び社会の国際化、情報化の進展等の社会情勢の変化に対応し、魅力ある大学を目指していく必要がある。

社会が成熟する中で、大学には、高等教育機関として、また、新たな知識や技術の発信源として、地域社会や産業界からますます大き
な期待が寄せられていた。　また、急速な少子化によって大学進学者も年々減少していくと見込まれており、大学同士の競争も激しく
なっていくと予想されていた。　こうした中、大学はその特色を活かし、教育・研究を一層発展させ、その存在価値を高めていく必要
があった。　そこで、法人化のメリットを活かし、より良い教員の確保や、さらなえう研究費の獲得などにより、魅力的な大学づくり
を目指すため、法人化した。

地方独立行政法人法の改正。

効率化

平成１５年７月　地方独立行政法人法の成立

開学４年目に入学者が定員を下回り、その後も減少が続いたため、大学から公立化の要請がなされた。

行政改革大綱（平成１２年１２月閣議決定、「国における独立行政法人化の実施状況等ど踏まえて、独立行政法人制度についての地方
への導入を検討する」）及び地方独立行政法人法（平成１５年７月成立、平成１６年４月１日施行）における「公立大学法人制度」創
設。

国の大学政策の転換および平成１６年の地方独立行政法人法施行

国立大学が法人化し、公立大学の法人化移行も年々加速し、法人化が時代の趨勢になりつつあり、大学の在り方について、検討するこ
ととした。　検討において、公立大学法人化が、大学の活性化を図るための有効な手段と判断した。

大学に対する国の財政支援が従来の運営費交付金から競争的な研究費に重点化。

包括外部監査人からの意見及び外部有識者による県立大学独立行政法人化改革検討委員会からの速やかに法人化すべきとの提言

２０１１年度の大学設置に当たっての設置認可申請書において、「大学の設置形態は従来型の公立大学とし、開学後に大学運営を軌道
に乗せる中で、公立大学法人の設置形態への移行を検討する」と記載していた。　開学から７年半が過ぎた頃から、大学の運営が順調
に推移する中、これまでの成果と課題を踏まえ、大学の設置形態を含めた体制整備の検討に取り組んだ。

地方独立行政法人法成立を契機として、法人の自主性を拡大させるため
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１８歳人口が減少する中、大学設置件数は増加傾向にあり、優秀な学生を確保するための競争が激しくなる中、全ての国立大学が法人
化され、公立大学も半数以上が法人化し、その運営体制を改革したうえでの機動的かつ柔軟な法人運営の下で大学間競争に臨んでいる
背景があった。そうした中、県立大学においても、大学内部のガバナンス構造の改革を進めることで、県民の期待に応えうる新たな県
立大学を目指したため。

・大学が、地域社会から求められる知の創造拠点としての役割を果たすため、自主性・自立性を高め、効率的な運営のもとで、大学本
来の機能や活力を発揮することが必要となったこと。　・平成１６（２００４）年４月に公立大学法人制度が創設されたこと

今の組織や仕組のままでは、時代の養成に応えきれない面が出てきており、●●大学がその機能を一層発揮するためには、自主的・自
立的な運営が可能となるシステム作りが重要となった。

2.（４）公立大学法人化　②主要な利害関係者

●●市・●●市立大学

学生、教職員、市民、市、企業等

岐阜市

隣接している２町（●●町、●●町）

●●県・●●大学

教職員　ほか

入学希望者及び在校生

県立２大学、県議会等

市、市民、大学、学生

県民、学生、教育機関、保健医療・福祉施設

県民、医療機関、総務省等

大学（法人化前は県の出先機関）

大学、県、県議会、市、市議会

地域住民、地元企業・自治体、高校・他大学

●●大学、●●市

●●県医師会、●●県看護協会、●●県立病院機構

●●市

●●府立大学、●●大学、●●府立看護大学、●●府

●●市、地元経済団体、県内私立大学

●●県

●●大学関係者、病院利用者、学生

●●大学関係者、学生

地域経済界、高等学校、学生

教職員など

学生、県民、保護者、教員、職員、設立団体等

大学

学生、保護者、地域、行政　等

2.（４）公立大学法人化　③最も主要な政策目的

法人化により変化するのは大学の運営のあり方そのもので、これまでは、教育と研究に携わる教員が主体となって大学運営を行ってき
たが、法人化後は、学外から任命された理事を含む役員会が公立大学法人に置かれるとともに、外部の有識者を含む経営審議会が置か
れ、より社会に開かれた大学として、非公務員型の公立大学法人●●大学の職員が教員と一体となって大学運営に専念することによ
り、高度な教育研究と地域連携の活性化を図る。

目指す大学像　①教育に重点を置く国際教養大学　②教育研究の活性化に向けた組織体制　③地域貢献（●●市民の視点）

自主的・自律的な大学運営体制を構築するため。

・「実学実践」の教育・研究を通して地域に貢献する大学

県内の看護職の養成・確保

効率的・効果的かつ機動的な大学運営による大学競争力の向上

当時の１市２町で編成していた事務組合組織の解散と、法人化による理事長、学長のトップマネジメントによる大学運営

大学間競争に打ち勝ち、存在感のある大学として存続していくために、より機動性のある体制の下、自主・自立性を確保し、効率的で
透明性の高い大学運営を図ることが目的である。

教育研究の充実と地域貢献への対応、大学運営を支える組織・運営基盤の強化

地域貢献の拡充、大学ＤＸの推進

●●大学改革基本方針に記載された「改革への具体的取組み」を実現し、より魅力ある大学にするためには、県立大学が自主的・自律
的に大学運営を行い、教育研究活動の活性化が図られるような組織形態となる必要がある。　そこで、次のような特徴を持つ地方独立
行政法人制度の導入（公立大学法人化）を行うこととした。　・機動的な意思決定システムの構築が容易である　・学外に意見を意思
決定過程に反映させやすくなる　・権限と責任が明確になる　・大学の目標や達成度が県民からわかりやすくなる　・大学の財政状況
が透明性の高いものとなる　・教職員の学外活動が行いやすくなる　・予算において柔軟な対応が可能となる

人口減少社会が到来する中で、県立大学がさらに魅力を高めて大学間競争に生き残っていくために必要な体制整備。

大学自らの責任による自律的かつ効率的な大学運営

特色ある大学運営

大学間競争に勝ち抜くため、大学の魅力をより一層高めること及び体制・組織を整備すること
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保健医療福祉分野における幅広い高度なサービスに対応できる資質の高い人材の養成や指導的役割が果たせる人材の確保を図るととも
に、保健医療福祉に関する教育研究の中核となって地域社会に貢献すること

「背景と契機」で記載した課題に対応するため、権限と責任を明確にしたうえで弾力的な大学運営が可能になる「公立大学法人制度
※」を平成２１年度を目途に●●大学に適用することにした。

自主的・自律的な環境の下、魅力ある教育研究を積極的に展開

自己を確立し、社会のあらゆる現象に柔軟な発想と豊かな想像力で対処できる有為な人材の養成　技術者・科学者の育成機能と研究機
能を持つ４年生大学の整備

芸術文化によるまちづくりの核となる大学として、地域貢献や社会貢献を行うこと

（１）教育研究の活性化　教育研究の個性化、重点化による大学の特色の明確化、自立的研究活動の推進　等　（２）地域貢献の推進
地域社会へ積極的な関与や支援、地域、産学官の連携、社会人等の教育　等　（３）大学運営の効率化　自律的・持続的な経営の確立
（民間的発想によるマネジメント）トップのリーダーシップ、弾力的な人事システム、透明性の確保　等

保健、医療及び福祉の分野における高度で専門的な知識及び技術を教授研究するとともに、保険、医療及び福祉の分野に関する総合的
な能力を有し、ヒューマンサービスを実践できる人材及び地域や国際社会において活躍できる人材を育成して、その成果を社会に還元
し、もって県民の健康と生活の向上に寄与する。（定款）

公立大学法人化のメリットを生かして教育研究の高度化、大学運営の活性化等を図るとともに、より自律的かつ弾力的な運営を図る。

市の組織上の制約を緩和して大学の自主性・自立性をより発揮できるようにし、その上で、市が設立する大学として、地域と市民の期
待にこたえることができる魅力的な大学となることを目指す。

・責任ある執行体制のもと、教育研究の特性を考慮しつつ、経営の視点を持ち、外部に開かれた、自律的・自主的な大学運営を確立。
・効率的運営を確保し、より魅力的な大学づくりを行うため、目標評価システムを導入し、透明性の確保を図る。　・個性豊かな大学
の実現に資する、大学の特性を踏まえた、柔軟で弾力な、新たな人事・会計制度を確立。

地域に求められる人材の育成

県立大学として果たすべき公共性と公益性を確保しながら、より効率的な運営を行い、更なる教育・研究・診療機能の向上を図る。

県立の大学として果たすべき公共性と公益性を確保しながら、大学として機動的かつ独立した経営基盤のもとでの運営を行い、更なる
教育・研究の向上を図るため

大学自らの責任のもとに自律的かつ効率的な目標を明確にした透明性のある大学運営を行うため、大学の組織改革や教職員の意識改革
により、大学の活性化を図る。

柔軟な予算の執行、多様な人材の確保などを通じて競争力の向上を図るため。

大学が自らの責任のもとで、柔軟に教育研究活動を展開し、大学を運営していく仕組みを整え、県民等から高い評価を得られる大学と
なること。

教育研究活動の一層の充実・発展をめざしていくため、法人化によるメリットを最大限生かし、より効率的・効果的で、機動性の高い
自立した運営をめざす。

公立大学法人化し、法人の自主性を拡大させる。

①次代を支え挑戦する人材を育成する大学　②地域に貢献し世界へ発信する研究に取り組む大学　③地域再生のエンジンとして社会に
貢献する大学　をめざす姿とする大学をつくること。

大学が、世界水準の研究や適切な政策提言、技術開発や経営等実学的な分野における高度な専門家の養成、産業界との連携など、知の
創造拠点としての役割を果たし、地域社会に貢献すること。

●●大学の独立行政法人化

2.（５）短期大学の四年制大学への転換　①背景と契機

市内看護師の確保、看護レベルの確保、看護師の離職防止などの観点による看護学選考の設置の必要性

４年制大学に対する進学需要の高まりや、地域の食産業振興のための人材育成の必要性等から、●●短期大学を４年制化し、●●大学
●●学部（現：●●学群）を新たに設置したもの。

【２０００年度（平成１２年度）●●大学開学（●●短大から四年制大学へ移行）】　保健・医療・福祉の幅広い分野において活躍で
きる高度な資質を備えた人材ニーズの高まり

高齢化のスピードが加速され、高齢者の絶対数の増加等が見込まれることから、これらの人々に多様な保健医療福祉サービスを担うマ
ンパワーの養成が求められてきた。　関係団体から保健医療福祉従事者の養成・確保の必要性が提言され、平成５年７月の●●県議会
において県立看護・福祉系大学の設置を実現すべきであるとする決議が採択された。　その後、平成６年１月には県の総合計画に重点
施策として位置づけられ、これを契機に開学準備が進められた。

●●県医療従事者（看護職員）確保対策委員会から●●短期大学の四年制昇格について要望を出されたことや、平成５年４月、●●県
看護高度化検討委員会から●●県に対し、「保険医療環境の変化に対応し得る資質の高い看護職員を養成確保するために、●●短期大
学の四年制大学への昇格が必要である。」と答申された。

高度な人材の養成

●●大学の創設にあわせ、その併設校として●●大学短期大学部に名称を変更

全国的に短期大学の四大化・統廃合等の傾向にあり、少子化・大学全入時代という厳しい時代に生き残るため、四年生大化が求められ
た。

高度医療や地域包括ケアシステムの担い手としての質の高い看護師の養成の必要性

短期大学の同窓会から県議会に請願、採択

短期大学を存続するには、少子化、高学歴化により、実質競争率が低下し、近い将来入学定員を充足することが困難と判断した。　ま
た、四年制大学の設置が本市のまちづくり政策の一環として重要なものと判断した。

・１８歳人口の減少や女子の四年制大学志向が高まっている中、抜本的な対策が必要となっていた。　・２００４年度に、学外の有識
者で構成する委員会で行った外部評価において、「四年制大学・現状維持・廃止」について早急に検討が必要との提言が行われた。

●●市に所在した短期大学の４年制大学化に係る市民要望や学校法人●●の方針を踏まえ、公私協力方式により同学校法人が短期大学
を４年制大学化した。

看護短期大学部（３年制）→保健看護学部（４年制）　・全国的に看護教育の高度化が進む中にあって、看護系４年制大学がない。
・質の高い教育を実践、教育することが出来る看護専門職を育成し、本県の看護水準を高める。

2.（５）短期大学の四年制大学への転換　②主要な利害関係者

学生、教職員、市民、市、企業等

●●県・●●大学・●●短期大学

他大学・短大、高校生・保護者、産業界・関係団体等
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県民、学生、教育機関、保健医療・福祉施設

県民、医療機関、文部省（当時）等

地元自治体、保健医療関係団体

大学、県、県議会、村、村議会

地域住民、地元企業・自治体、高校・他大学

市民、市内医療機関等

●●市

高校生・保護者、県内大学・短大、県内企業

地域経済人、近隣自治体、学生、高等学校

・近隣大学　（分野の競合）

学校法人●●

2.（５）短期大学の四年制大学への転換　③最も主要な政策目的

市民の保健医療福祉の向上

「●●産業振興重点戦略」で掲げられた「食材王国●●の確立」に向けて、社会経済の変革に柔軟に対応できる、意欲にあふれ高い経
営感覚を持った人材を育成し産業界に送り出すことで、地域経済の発展に大きく寄与することを目指したもの。

・地域包括ケアシステムを支える人材の養成　・教育研究成果の地域社会への還元

保健医療福祉分野における幅広い高度なサービスに対応できる資質の高い人材の養成や指導的役割が果たせる人材の確保を図るととも
に、保健医療福祉に関する教育研究の中核となって地域社会に貢献すること

資質の高い人材を養成し、看護学教育・研究の中核機関としての役割を果たし、保健・医療・福祉の向上に寄与することを目的とし、
●●短期大学を四年制大学に転換した。

高度な人材の養成

実践的農学の教育研究、耕学一如

芸術文化によるまちづくりの核となる大学として、地域貢献や社会貢献を行うこと

学生の増加・卒業後の人材の確保。

高度医療や地域包括ケアシステムの担い手としての質の高い看護師の養成

●●県内において、当時、●●地区が●●地区の４倍の大学数であり、本市への高等教育機関設置の要望が高まり、その要望に応える
とともに、文学にあわせ、美術の学科が設置されることにより、芸術文化のまちとしての芸術文化の振興を政策とする。

地域の総合力の向上、地域の発展に寄与する人材の育成、大学教育を受ける場や生涯学習の機会の充実

●●唯一の４年制大学の設置

・地域社会の健康・福祉の向上　・人類の健康文化の進展に寄与

2.（６）学部・研究科等の増設・再編等　①背景と契機

ビッグデータの利活用推進

音楽部を音楽表現、音楽文化、●●芸能の３専攻に再編

多様化する地域課題の解決及び学生や地域社会のニーズに対応する。　２０１１年度→公共マネジメント学科、２０２１年度→特別支
援教育特別専攻科

●●の修士課程修了後、研究を続けるため、他大学の博士後期課程に進学する学生がいることを大学で課題として認識。　学生を引き
留めるとともに、研究生として残留する学生にステップアップの道を提供するため、博士後期課程の設置を検討

【学部】平成１８年に始まった新たな薬学教育から８年経過し、４年生課程（薬科学科）について様々な課題（４年生課程のニーズ減
少、独自性が示しにくい等）が現れた。また、２０１７年度より薬剤師国家試験の受験資格における移行措置が終了したため。　【研
究科】２００６年に始まった新たな薬学教育による６年生課程の学部生に対応した課程を設立する必要があるため。

学部改組による学群・学類制へ移行（２０１７年）　入学における学生の専門分野への興味や関心の変化や学修内容とのミスマッチ、
●●大学で学ぶ意義や将来の目標が未成熟なまま入学してきている学生が多いことに対応するべく、学部・学科制から学群・学類制に
移行したもの。　※上記のほか、これまでに以下の動き（研究科の設置）がありましたので参考に記載いたします。　・２００１年：
大学院（修士課程）設置［看護学研究科・事業構想学研究科］　・２００８年：大学院（博士課程）設置［事業構想学研究科］　・２
００９年：大学院（修士課程）設置［食産業学研究科］　・２０１０年：大学院（博士課程）設置［看護学研究科］　・２０１３年：
大学院（博士課程）設置［食産業学研究科］

平成２５年の和食のユネスコ無形文化遺産の登録を契機に、和食文化の保護、継承、発展を担う高等教育機関の設立を目指すため、●
●大学文学部に和食文化学科を開設した。

（１）・平成６年度、公共行政と企業経営を包括したアドミニストレーションの教育研究を目的とした新学部「総合管理学部」を設
置。　・総合管理学部の学部完成に合わせて、平成１０年度にアドミニストレーション研究科修士課程（現在の博士前期課程）を設
置。　・アドミニストレーションの教育研究水準の更なる高度化のため、平成１２年度に同研究科博士後期課程を設置。　（２）・平
成７年、当時設置されていた生活科学部のあり方を検討した結果、「家政系から脱却し、新しい理念に立つ大学院設置を視野に入れた
自然科学系学部へ改組転換する必要がある」との結論を得た。　・平成８年から、改組の基本的枠組みと関連する事項を検討し、改組
計画を作成。　・その計画に基づき、生活科学部を廃止し、平成１１年度に環境共生学部を新設。　（３）・（２）の学部完成に合わ
せて、平成１５年度に環境共生学研究科修士課程（現在の博士前期課程）を設置。　・環境共生学の教育研究水準の更なる高度化のた
め、平成１７年度に同研究科博士後期課程を設置。　（４）・平成５年度（当時は前身の熊本女子大学）、文学研究科修士課程の日本
語日本文学専攻及び英語英米文学専攻を設置。　・修士課程で修学した知見を基盤として、日本語及び日本文学の探求、日本語教育の
研究、ならびに英語学、英語教育学、英文学の専門的な研究について、高度な専門教育の修学期間の拡大と機会の充実を図る時機に到
達したとして、平成２０年度に文学研究科日本語日本文学専攻の博士後期課程、平成２２年度に同研究科英語英米文学専攻の博士後期
課程をそれぞれ設置。

ⅰ【２０１６年度（平成２８年度）●●大学大学院経営管理研究科ビジネスリーダーシップ専攻（ＨＢＭＳ）開設】　ⅱ【２０２０年
度（令和２年度）●●大学における学部・学科等再編】　ⅲ【２０２２年度（令和４年度）●●大学大学院総合学術研究科保健福祉学
専攻　博士課程後期開設　※【資料３】「Ｈ２７．９．３０●●大学経営専門職大学院（ＭＢＡ）の設置について」、【資料２】Ｈ３
０．１２．５高等教育機能強化に向けた詳細検討状況（最終報告）」【再掲】、【資料４】「Ｒ２．１．１７●●大学の学部・学科等
再編について」、【資料５】「Ｒ３．９．３●●大学大学院　総合学術研究科保健福祉学専攻の課程変更に係る設置認可について」を
参照　地域企業や医療・福祉・介護分野など、地域社会から求められる人材育成の必要性
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国際、情報科学、芸術の３学部における教育研究の高度化を図るとともに、すぐれた研究者及び高度な専門的知識、能力を有する職業
人の養成を通じ、世界平和と国内外の地域社会の発展に貢献することを目的に、新たに大学院を設置した。　また、●●大学は科学と
芸術を軸に世界平和と地域に貢献する国際的な大学、これを基本理念として掲げており、平和に関する高度な学術研究や政策提言を行
うことにより、世界平和の創造と維持に貢献する研究拠点として●●研究所を整備した。

大学の体制整備を進めるため、２００６年健康開発学科を設置、２００９年大学院修士課程を設置、２０１４年社会福祉学科を社会福
祉子ども学科（社会福祉学専攻・福祉子ども学専攻）に改組し、２０１５年に博士後期課程を設置した。

より高度な専門性をもつ人材の育成、研究機能の向上による一層の地域貢献の実現に向け、大学院の早期整備が必要と判断。大学設置
準備と並行して検討。

平成９年に●●大学を設置し、看護の様々な分野で指導的役割を果たし得る資質の高い人材を育成するとともに、●●県の看護学教
育・研究の役割を積極的に果たし、県民の保健・医療・福祉の向上を図ってきた。　しかし、看護のあらゆる面において高度化・複雑
化・専門家がすすむ中で、質の高い看護を提供していくためには、科学的根拠に基づく看護技術の開発や看護に関する高度で多元的な
教育・研究・実務の知識と手法の確立が重要となっていた。　また、看護職者の養成や再教育を担う人材や卓越した看護実践能力を有
する人材の育成確保も急務となっていた。

学校法人●●大学から公立化に関する要望書が提出され、公立化についての検討が開始された際、●●大学は工学部のみの単科大学で
あり、隣接する●●市には国立大学法人●●大学の工学部が存在することから、公立化するに当たって●●大学との差別化を図る必要
があった。このような中、首都圏の有名私立大学において薬学部を有する学校法人●●大学の全面的な協力のもと、●●県内医療関係
者の永年の悲願であった薬学部を公立化後に設置することについて合意したことから、公立化及び薬学部設置を目指すこととなった。

大学の基本理念の確実な具現化と、さらなる教育・研究環境の充実および高度な専門性を備えた人材の育成を目指し、大学開学初年度
の入学生の卒業に合わせ、平成２９年度に修士、平成３１年度に博士課程を増設した。

少子高齢化等によって、地域社会に福祉課題が山積しており、こうした地域課題に対応できる専門的な知識や技術を研究開発できる人
材育成をすることを目的に、２０２１（令和３）年４月に●●大学大学院総合福祉学研究科を開設した。

●●大学の位置する●●市は、日本の典型的中山間地域にある人口３万人の市であり、少子高齢化と人口減少に係る諸々の課題に直面
している。　「幸福度の高い持続可能な地域社会を如何にして構築するか！」は、一億総活躍社会の実現と地方創生を目指す日本中の
中山間地域の喫緊の課題である。　●●大学は創立４０周年を２０２０年に控え、課題先進地域にある地の利と教育研究資源を生か
し、設立母体である●●市をはじめ全国類似の市町村と連携し、地域に根ざし貢献する公立大学として、この課題に正面から取り組む
特色ある大学を目指すこととした。　持続可能な地域社会の構築基盤は、「子どもの健やかな成長・発達、心の豊かさの向上、高齢者
の健康寿命の延伸」であり、●●大学は、これらを目標に地域を拓く「健康科学部」として、人の生活基盤を支える看護、保育、地域
福祉の各学科が協働して、多職種連携を実践的に研究、教育することとした。　「地域で全ての世代の心と体の健康を切れ目なく支援
する」ために、新たに発達障害児と病児への対応、特別支援学校教諭と養護教諭の養成、社会的弱者を護る社会福祉士の養成等に取り
組み、●●市全域をキャンパスとして、人に優しい地域共生社会の構築を検証していくことととした。（学部名称の変更、学科の新
設、既設学科の定員変更を行った。）

圧倒的なスピードで進展する超高齢社会を乗り越えるため、社会システムや技術の革新を起こすことができるイノベーション人材を養
成することを目的として、●●大学大学院に進研旧学科を設置した。

高齢化の進展や肥満・糖尿病などの生活習慣病が大きな健康課題となる中、保健・医療分野の基盤となる「栄養学」の専門職として
ニーズが高まってきていた管理栄養士を養成するため、●●唯一の管理栄養士養成４年制大学（当時）として、公立大学法人化に合わ
せて「栄養学科」を増設した。

１８歳人口の減少により今後学生の確保が難しくなり、大学間の競争がますます激化していくなかでは、財政面の課題に限らず、大学
が生き残るための対応が急務であった。当時６学科で構成されており、公立の単科大学の中では学科数が一番多かった。総合デザイン
工学科は、社会人教育のための夜間開講制であったが、直近で社会人の入学者がいなかった。これらの状況の中で、第１期中期目標終
了時の検討の中で学科の統廃合及び夜間開講制の廃止を市が指示した。

【●●府立大学】　・１９９７年度：農学研究科より農学生命科学研究科へと再編　・２００１年度：総合科学研究科を廃止　・２０
０５年度：大学統合（●●府立大学・●●大学・●●看護大学の統合）に伴い５学部・６研究科から７学部７研究科に再編統合　・２
００７年度：総合リハビリテーション学研究科を設置　・２０１２年度：７学部から４学域１３学類制に改組　・２０１６年度：人間
社会システム科学研究科を設置　【●●大学】　・１９９９年度：人文社会学部、理学部を設置　【●●看護大学】　・１９９８年
度：看護学研究科修士課程を設置。　・２０００年度：看護学研究科博士課程を設置　・２００３年度：総合リハビリテーション学部
の設置　・２００６年度：医療技術短期大学部を廃止

２００５年度（大学院修士課程（環境情報学研究科）を設置）高度な専門知識を有する人材の育成　２００９年度（１学部３学科→１
学部４学科）入学者数減少への対応　２０１２年度（２学部２学科）公立化に伴う教育改革の一環　２０１６年度（大学院修士課程
（環境経営研究科）を設置）公立化に伴う教育改革の一環

初めての学部卒業生が進学できる環境整備

四年制大学への改組転換の基本計画内において、設置を検討することされ、在学生、地域からも社会人からの進学希望が多くあったこ
とから、大学院設置することとした。

県内での高等教育機関の不足、人材不足

社会的な要請に応えるため

従来から理工系の人材を望む声が産業界から寄せられていた中で、文部科学省の「令和５年度大学・高専機能強化支援事業」の公募が
あったことを受け、●●大学の学部新設に係る申請を行った結果、対象に選定されたため。

「知の拠点」整備構想策定検討委員会にて新学部の設置を検討する中で、「地元高校生の進路として理系学部が必要」「情報を学べる
学部があれば地元企業の発展にも寄与するのではないか」という意見がでて、情報学部を設置する方針が決まった。

地元の医療技術者養成校が廃止されるため、医療技術者養成の学部を増設した。

急速なグローバル化、ＳＮＳの普及、ＡＩの活用など大学を取り巻く社会環境の大きな変化の中で、経済・経営の基礎はもとより多様
な知識をイノベーションの源泉として身に付け、グローバルな環境の中で、その知識を活用していく人材を育成するため経済学部と経
営学部を統合し国際商経学部を設置。

・工業都市である●●市において、産・官・学と市民が一体となって環境問題に取り組む基盤があったことや、「新たな産業の創出・
技術の高度化」を目指す●●学術研究都市の設立　・地方分権の動きが加速する中で、地域をリードする人材の養成が求められたこと

・●●県北部地域における固有な課題とその解決に焦点をあて、教育及び研究をとおして地域の発展に寄与するため。

●●県内に大学が少ないこともあり、大学進学とともに県外へ出ることが多い。　・少子化の中でも、専門職として就職できる大学な
ら需要がある。

2.（６）学部・研究科等の増設・再編等　②主要な利害関係者

●●市・●●大学

学生、教職員、市民、市、企業等

大学教員を含む大学事務局からの要望
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【学部】厚生労働省、病院・薬局等企業、日本学術振興会等　【研究科】特になし

●●大学・●●大学への入学志望者

教職員　ほか

他大学・短大、高校生・保護者、産業界・関係団体等

県民、学生、教育機関、保健医療・福祉施設

大学設置時と同様

●●県看護協会、県民、医療機関、文部省（当時）等

●●市、学校法人●●大学、公立大学法人●●大学、県内医療関係者

地域住民、地元企業・自治体、他大学

公立大学法人●●大学

世界保健機構（ＷＨＯ）、●●県立産業技術総合研究所

●●市

●●府立大学、●●看護大学、●●大学、●●府

学生、　商工会議所

県産業界、県民

学生、県民、保護者、教員、職員、設置団体等

県・大学

学生、保護者、企業、他大学、行政　等

・教職員、学生

2.（６）学部・研究科等の増設・再編等　③最も主要な政策目的

データサイエンス分野で活躍するために必要な統計学、計算機科学等の専門知識と高い職能技術を有し、医療、経済社会、情報通信な
ど様々な応用分野に展開できる基礎能力を保持し、超スマート社会がもたらす多様なビッグデータから新たな社会的価値を創造できる
人材を育成する

【学部】創薬の専門性教育に加え、薬剤師教育の実施を行うため、全学部６年生の薬学部へ移行　【研究科】特になし

学群・学類制となることにより、学類を超えてよりバリエーション豊かな専門教育が受けられるようになるほか、一般選抜と推薦入試
は学群単位で行なわれることから、学生は入学後じっくりと自らが進む専門分野（学類）を選択することを可能にしたもの。

和食文化を中心である●●において次代の和食を担う人材を育成する。

変化する社会へのニーズへの対応、地域社会に密着した教育研究の拡大、国際化への対応、全学的男女共学化への対応

ⅰ中堅・中小企業、医療・介護、農業、ソーシャル・ベンチャーに重点を置き、深い学識及び卓越した能力をもった高度専門職業人と
して経済社会の更なる発展を担うビジネスリーダーを養成　ⅱ地域の企業や医療・福祉・介護分野等の発展に貢献できる人材を育成
～地域の課題について主体的に考え解決に向けて行動できる実践力や、多様性を尊重する国際感覚、豊かなコミュニケーション能力を
身に付け、生涯にわたり学び続ける自律的な学修者として地域創生に貢献できる「課題探究型地域創生人材」を育成　ⅲ高度かつ広範
な専門性を身に付け、大学等の教員や地域包括ケアシステムの中核を担う人材を育成

（大学院）教育研究の高度化及び地域社会の発展への貢献、（●●研究所）世界平和の創造と維持に貢献する研究拠点の整備

地域に根差しつつ、保健医療福祉に関し、幅広く、かつ、高度な教育研究を行う大学として、多数の優秀な人材を送り出すとともに、
教育研究成果の地域社会への還元

大学設置時と同様

今後ますます複雑化、高度化する看護へのニーズに対応するため、高度専門職業人たる看護職者や看護管理者等の養成、看護学の研究
推進、国際化への対応が必要とされる。　そのため、平成１３年度に、●●大学に看護学研究科看護学専攻（修士課程）を設置した。

地域活性化、創薬産業の発展及び定住人口の増加に貢献すること。

現代芸術領域における高度な芸術表現を通じて地域に貢献する人材の育成と教育・研究機関の充実を図ること

地域社会の福祉課題の解決

学生の増加・卒業後の人材の確保。

超高齢社会を迎えている中、「未病」の懸念を踏まえて、イノベーションを起こすことができる人材を育成する。（●●大学第二期中
期目標）

生活習慣病等の健康課題に対応する専門職の養成。

効率的かつ効果的な研究組織への改編

●●の発展をけん引する知の拠点

四年制大学への改組転換により、培われ人材育成をもとに、より高度なものとし、広く時代と地域の要請に応えられる優れた人材を育
成する教育研究拠点を設置する。

人材供給、産学官連携の推進

社会的要請に応え、幅広い教育・研究を展開すること。

新たな社会を支える人材の育成

医療技術者養成の教育機関を発展させた。

社会のニーズに的確に対応するとともに、大学間競争に勝ち残る個性化・特色化に資すること。

・●●県北部地域の発展に寄与する高度な研究能力を有する教育研究者を育成する。

若者の県外流出を防ぐ

2.（７）収容定員の変更　①背景と契機

２０１２年度：専攻を新たに設立したため。　２０１６年度：入学定員が超過していることに対して、文部科学省より是正意見があっ
たため。　２０１９年度：薬科学科の募集停止にともない、修士課程への進学者数減少の見込みがあったため。　２０２１年度：博士
前期課程への進学者数が減少したため。　※インパクトについて、２０１２年度のみ４
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アドミニストレーション研究科（前期・後期課程）における収容定員充足率が認証評価機関の評価基準を下回っていること（公立大学
評価委員会による業務実績評価において「課題」として評価）

【２０２０年度（令和２年度）●●大学における学部・学科等再編】（再掲）　※【資料２】「Ｈ３０．１２．５高等教育機能強化に
向けた詳細検討状況（最終報告）」【再掲】、【資料４】「Ｒ２．１．１７●●大学の学部・学科等再編について【再掲】を参照　地
域の企業や医療・福祉・介護分野など、地域社会から求められる人材育成の必要性

公立大学法人化により、志望者が増加したため、２０１８（平成３０）年度から入学定員を３００人から３４０人に増員した。収容定
員１，２５０人から１，４１０人に増員。

既設の学科である看護学科で、養護教諭養成課程の新設と推薦入試枠での地域優先選抜枠の拡充を行った。

公立大学法人化に合わせて「理学療法学科」入学定員２０名→３０名（１０名増）、「社会福祉学科」入学定員４０名→５０名（１０
名増）に変更した。

２００９年度（３２６人→２７６人）入学者数減少への対応として、学科の見直しとともに定数を削減　２０２１年度（２７６人→３
００人）入試制度の見直しにより地域枠を創設するとともに定数を増加

県内での高等教育機関の不足、人材不足

学部・学科の開設や改組に伴うもの

地域の医師不足解消のため、医学部の収容定員を増加した。

・定員充足率が低く、認証評価において改善を求められたため。　・地域創生やグローバル化の流れの中で活躍できる人材育成を推進
するため　等

２００８年度は、厚生労働省における「緊急医師確保対策」、２００９年度、２０１０年度は内閣府における「経済・財政改革の基本
方針２００８、２００９」による

2.（７）収容定員の変更　②主要な利害関係者

学生、教職員、市民、市、企業等

（２０１６年度のみ）文部科学省

他大学・短大、高校生・保護者、産業界・関係団体等

公立大学法人●●大学

県産業界、県民

学生、県民、保護者、教員、職員、設立団体等

学生、保護者、企業、市民　等

2.（７）収容定員の変更　③最も主要な政策目的

収容定員充足率の改善

地域企業や医療・福祉・介護分野等の発展に貢献できる人材を育成　～地域の課題について主体的に考え解決に向けて行動できる実践
力や、多様性を尊重する国際感覚、豊かなコミュニケーション能力を身に付け、生涯にわたり学び続ける自律的な学修者として地域創
生に貢献できる「課題探究型地域創生人材」を育成

学生数が増加することに伴い、地域の経済などに好影響を与えることが期待される。

保健・医療・福祉分野の専門職の養成。

人材供給、産学官連携の推進

社会的要請に応え、幅広い教育・研究を展開すること。

医師の育成、県内定着

・医師不足改善　・県民医療枠、地域医療枠（県内定着型）を医学部に設置

3.貴団体が設置された公立大学について、その政策目的に照らして最も重視する評価指標を次の候補から３つ選び、番号をご記入くだ
さい。なお、実際に貴団体で使用されている指標と完全に一致しない場合でも、計測目的が同じか類似である指標が候補の中にある場
合には、それを選んでください。
※17番を選択した場合には、具体的な指標名を以下にお書きください。

1位：教育の質保証

3位：卒業者数

3位：入学定員充足率

3位：地域活動

3位：地域貢献（地域医療の拡充にどれだけ尽力いただけるか）

6.貴団体が公立大学政策を進める上で、以下の組織等の動向、（政策）方針、意見などを日常的にどの程度注視しているかについて、
最もあてはまる数字をお選びください。なお、貴団体にとって該当しない組織等に関する質問については、無回答で結構です。また、
5をお選びになった場合には、特にどのようなことを注視されているかについて、記入欄にお書きください。
（１）文部科学省

大学政策全般、高等教育無償化など

高等教育政策のあり方議論等

大学をはじめとする高等教育に関する制度改正等の動きについて

高等教育の修学支援新制度

国立大学法人制度の動向等

審議会や研究会の動向。高等教育関係の政策・予算。

法律の改正等

中央教育審議会大学分科会

施策・法改正

コアカリキュラム

制度
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公立大学に係る制度改正、予算設置など

就学支援に関する制度、大学関連の制度変更など。

６－（２）総務省

地方交付税制度など

高等教育に係る地方創生や地方分権等の議論等

地方独立行政法人法等の制度改正等の動きについて

地方独立行政法人法の改正

独立行政法人制度及び公立大学法人制度の動向等

施策・法改正

制度

地方独立行政法人に係る制度改正、予算設置など

６－（３）内閣府

地方創生など

地方分権一括法の動向等

制度

地方創生推進交付金などの交付金

６－（４）厚生労働省

各種保健医療職の確保の方針、予算、事業など

指定規則、ガイドライン

６－（５）公立大学協会

公立大学の状況やデータなど

法律の改正等

６－（６）他の都道府県

制度改正等を受けての動きについて

公立大学設置者事務の対応状況

６－（７）貴団体内市区町村

なし

６－（８）他の市町村

他の市町村からの入学、他の市町村への就職など

評価委員会の運営等

６－（９）貴団体所在都道府県

高等教育に関わる施策や支援など

県立大学法人の動向等

内規、予算、起債等全般

６－（10）貴団体教育委員会

高等教育との連携のあり方等

小学校の施設修繕の状況等

６－（11）貴団体内市区町村教育委員会

なし

６－（12）貴団体所在都道府県教育委員会

なし

６－（13）貴団体等地域内の高等学校等の中等教育機関

高大連携の可能性や志願状況など

６－（14）貴団体等地域内の国立大学

大学間連携の可能性など

●●大学の動向等

地域内入学者の動向。学部・研究科等の部局の改組。

教育研究内容や地域貢献活動など

６－（15）他の公立大学

先行事例など

制度改正等を受けての動きについて

財務状況や業務実績等

地独法関係全般

制度の利用状況、学部学科の設置状況など

制度や取り組み等（特に医学部を擁する公立大学）
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６－（16）貴団体等地域内の私立大学

地域貢献の取組等

６－（17）貴団体等地域内の地域経済界

雇用状況や学生への支援など

地元の大学と連携した取組等

６－（18）貴団体等地域内の医療・福祉サービス業界

雇用状況など

就職・採用状況

６－（19）マスコミ報道

マスコミによる広報活動など

設置した公立大学や周辺大学の報道等

県の施策に対する評価。

大学に関わる報道

６－（20）ソーシャルメディア（SNS）

ＳＮＳによる広報活動など

６－（21）その他

なし

7.以下にあげた国の政策・法令等について、貴団体が設置された公立大学にどの程度影響したか（または、影響すると見込まれるか）
について、最もあてはまる数字をお選びください。
その他

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（2023年）

8.貴団体が設置された公立大学が公立大学法人となっている場合、法人化年度～2022年度（令和4年度）の間の地方独立行政法人法に
もとづく評価委員会による年度評価および中期目標期間終了時評価の結果が貴団体の公立大学政策に影響を与えた事例がありました
ら、下記の記入欄に3つ以内でご記入ください。

年度_記載なし/評価結果概要_数値目標の設定/政策的対応_法人化以降の評価委員会の評価結果を経て、徐々に、客観的な評価に必要
な数値目標の設定についての意識が醸成され、適切に数値目標を設定するようになった。

年度_令和3年度（2021）/評価結果概要_科学研究費補助金等の競争的研究資金の獲得のほか、共同研究事業や受託研究事業による自己
収入の確保に努めること/政策的対応_最新の研究動向や研究計画書の作成のノウハウに焦点を当てた外部講師による勉強会の開催に加
え、研究計画書の添削指導を実施し、全学的な申請支援体制の充実を図った。　また、過去に科研費を獲得した研究課題の研究計画書
閲覧制度を整備し、資料共有による支援も推進した。

年度_2018年度/評価結果概要_中期目標期間終了時の検討　（１）現在●●学科で実施している夜間部を廃止し、全学科において昼間
部のみの体制とすること。　（２）公立大学の単科大学としては学科数が多いため、学科数の大幅な縮小を行い、財政効果のある組織
体制とすること。　（３）市の財政事情を鑑み、第２期中期目標期間に募集停止を行い、早期の実施に向け計画的に取り組むこと。/
政策的対応_評価委員会の評価を受け、大学に検討を指示した。

年度_2017年度（次期中期目標策定時）/評価結果概要_第１期中期目標期間（Ｈ24～Ｈ29）の年度評価（魅力のある大学づくりの推
進、入学定員や選抜制度の見直しによる県内入学率の向上、就職支援体制の強化や早い段階からの学生県内企業を知る機会の提供な
ど、県内就職率の向上への取組）/政策的対応_第２期中期目標策定にあたり、上記の結果を踏まえた視点（大学教育の充実、大学のブ
ランド化の向上、社会福祉貢献・地域貢献の充実）で見直しを行った

年度_2017年度/評価結果概要_第１期中期目標期間（Ｈ24～Ｈ29）の年度評価（魅力ある大学づくりの推進、入学定員や選抜制度の見
直しによる県内入学率の向上、就職支援体制の強化や早い段階からの学生が県内企業を知る機会の提供など、県内就職率の向上への取
組）/政策的対応_第２期中期目標策定にあたり、（２）の結果を踏まえた視点（大学教育の充実、大学のブランド化の向上、社会貢
献・地域貢献の充実）で見直しを行った

年度_2022年度/評価結果概要_教育研究を取り巻く社会環境は急激に変化しつつあるとともに、県立の大学として果たすべき役割も一
層多様化しており、平成31年に策定した第二期中期計画についても、コロナ禍という、計画策定当時には想定されていなかった未曾有
の時代の変化に対応して迅速かつ積極的な見直しの必要があるとの評価・提言が委員会よりあった。/政策的対応_第二期中期計画の変
更：ＤＸ、ＧＸ、企業人材育成や社会人学生、外交人留学生受け入れ促進等の新たな課題の設定や到達目標の見直しを実施。

年度_2016年度/評価結果概要_大学院については一部改善が見られるものの、依然として定員充足率の低迷が長年の課題となってお
り、今後の取り組みに期待したい。/政策的対応_第３期中期目標（2017～2022）に以下のとおり記載　（大学院教育）：社会のニーズ
に応えられる高度な人材を育成するとともに、学部等の連携などにより大学院の定員充足率を改善する

年度_毎年の年度評価及び各中間・総括評価/評価結果概要_教育・研究・診療・地域貢献等の充実/政策的対応_評価はあくまでも公立
大学法人の各年度等の対する結果であり、当該評価結果で指摘したものは、当然設置団体である県でも問題意識がある事項であり、指
摘事項のうち、県で政策形成するべきと判断したものは、これまで政策対応してきた。したがって、評価委員会の結果が起点となって
政策形成したものと問われると具体的に回答が難しい。

年度_令和2年度（2020）/評価結果概要_グローバル人材を育成するため、海外の交流提携校を拡充するとともに、留学や研究活動の支
援等、海外との交流機会の充実を図ること。/政策的対応_オンラインを活用し、協定締結校との交流や共同ワークショップを実施し、
グローバルな視点の学術交流機会を創出した。また、留学・国際交流に対する助成金制度において、オンラインによる活動も対象とし
制度の拡充を図った。その他、ネイティブスピーカーによる英会話や実践英語のワークショップの実施や、海外講師を招聘するなどの
交流プログラムを教員から募集し、その実施経費を助成する国際交流プログラム支援事業を創設した。

年度_2023年度（次期中期目標策定時）/評価結果概要_第２期中期目標期間（Ｈ30～Ｒ5）の見込み評価（少子化による１８歳人口急減
期の到来、人生100年時代や技術革新の進展等を見据えた学び直しの重要性の高まり、就職活動の態様や社会情勢の大きな変化等によ
る県内就職率の低迷への対応）/政策的対応_第３期中期目標策定にあたり、上記の結果を踏まえた視点（大学の特色の明確化、変化を
し続ける社会への対応、●●の未来への貢献）で見直しを行った

年度_令和2年度（2020）/評価結果概要_他大学との交流・連携を図るとともに、高大連携授業を通し高校との連携を推進すること。/
政策的対応_大学コンソーシアム●●が主催する高大連携授業を開講し、県内高校生に対する教育機会の充実を図った。また、県内国
公立大学連携事業を実施し、公開プレゼンテーション等を通じて大学の垣根を越えた連携・交流を図った。

9.貴団体における公立大学政策の推進について、現状での課題と対応策、国レベルの政策に対する要望、他団体や他大学の動きで気に
なっていること、将来的な方向性として構想されていることなどについて、以下にご自由にご記入ください。
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公立大学設置団体における公立大学政策に関する調査　記述回答

①地方交付税措置の拡充（基準財政需要額における公立大学学生１人当たりの算入単価の大幅引き上げ）　②高等教育の修学支援の充
実強化　（１）大学院生や留学生等への対象拡大、給付額引き上げ　（２）日本学生支援機構における無利子奨学金の基準緩和、第二
種奨学金の利子負担軽減、大学独自減免に対する財政支援　（３）住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の収入が増えても、支援額
が急減しないように制度拡充　③公立大学の特色を生かした積極的取組への財政支援（施設整備や地域貢献施策等に対する財政支援制
度の創設）　④国立大学法人の自主・自律的な運営の実現に向けた措置　（１）国立大学法人と同様に、寄附金等の自己収入の運用を
収益性の高い金融商品へ拡大　（２）国立大学法人と同様に、公立大学による出資の対象となる物が実施する事業の範囲拡大

・●●県では、現在、●●大学（2001年度に公設民営方式で開学）の公立化と機能強化に係る検討を進めている。　・文部科学省にお
いて、国立・私立向けの支援メニューに比べて、公立向けの支援はほとんどないため、地方交付税の算定における単位費用や補正係数
の引き上げ等、公立大学・短期大学に対する地方財政措置の充実を図っていただきたい。

・年度評価廃止後の対応について　毎年度の評価が廃止されたことで、事務作業の軽減が期待できる一方、大学の予算は単年度ごとに
予算決算を行うため、議会を含め、対外的に大学運営の状況等を報告する必要があると考える。年度評価廃止後の取扱いについては、
各設立団体に一任されている状況ではあるが、評価委員会の意義も踏まえ、年度評価に代わる手続きが必要と考えており、他団体の動
向を注視している。

課題：公立大学の施設の老朽化　国への要望：大学施設の整備・充実に対する補助　気になっていること：大学等連携推進法人の今後
の動向

少子高齢化社会が進展する中、各分野において中核を担う優秀な学生を確保・育成し、大学のブランド力の向上を図るため、学費軽減
策により受験者数の増加を図ることが考えられるが、他団体や他大学における学費軽減策について、今後の動向を注視している。

・課題として、どのように地域の産業界の期待に応えられる教育、研究活動を展開していくか。地域内からの進学者数、地域内企業へ
の就職者数を増やしていくか。・また、地域や企業との交流、連携の強化や、地域を担う社会人人材へのリスキリングやリカレント教
育の展開をどのように進めていくか。

国に対して次の要望を行っている。公立大学法人における研究成果の更なる活用に向けた取組みの推進　令和４年４月に国立大学法人
等が保有する研究成果や教育研究施設等の資源を社会に還元するととに、自ら投資を呼び込み、成長し続ける経営モデルを実現するた
めの規制緩和として、国立大学法人等による出資の範囲が拡大されている。しかしながら、この出資の範囲を拡大する規制緩和は、国
立大学法人等に限られており、●●立大学をはじめとする全国の公立大学法人は規制緩和の対象外とされているところ。●●大学で
は、「産学官民共創リビングラボ」機能を大学が持つすべてのキャンパスに配置し、「ネットワーク型イノベーションエコシステム」
を構築する「イノベーションアカデミー構想」を掲げ、産学官民の共創によるイノベーションの創出に向けた取組みを推進している。
この構想の下、●●地域における大学発のスタートアップを支援する「●●スタートアップアカデミア・コアリション」に参画し、民
間のベンチャーキャピタルや、経済団体（●●経済連公開、●●経済同友会、商工会議所）、金融機関等と連携するなど、スタート
アップの創出・支援に向けた取組みを推進しているところ。今後、こうした取組みを、より一層推進し、大学が有する研究成果を社会
に還元するためには、公立大学法人の出資範囲を拡大することが不可欠である。ついては、国立大学法人と同様に、大学が有する研究
成果を活用できるよう、公立大学法人の出資範囲を拡大する制度改正を講じること。　≪●●　令和５年７月　「令和６年度　国の施
策並びに予算に関する提案・要望（●●文化関連）」≫

・国の「高等教育の修学支援新制度」の拡充　・都市圏に集中している高等教育機関の地方分散化の促進　・地方国立大学が新たな学
部・学科を設置する際、国の十分な財政措置を講ずること。

国において、高等教育の就学支援新制度の拡充（理工農学部・中間層）が検討されているところだが、国レベルでの更なる充実を進め
てほしい。

（国レベルの政策に対する要望）　・大学の安定的な運営のため、近年の物価高騰の影響も踏まえ、基準財政需要額における学生１人
当たり算入単価の引き上げ

・大学・高専機能強化支援事業の選定を受け、2027年度の学部新設に向けて取り組んでいる。　・地域の自主性及び自立性を高めるた
めの改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（2023年）に伴う、中期計画における指標を追加し、年度計画及び年度評価
を廃止する自治体・大学の動向は気にかかる。

地方独立行政法人法第70条の規定により、収入を稼ぐ手段に著しく強い制限が課せられており、大学が成長する可能性が低い。

大学無償化に関する全国的な広がりについて

高等教育の無償化については、現在自治体単位で行われているが、国レベルの実施に期待したい。
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公立大学設置団体における公立大学財政に関する調査 単純集計 
 

調査実施主体： 科学研究費助成事業（基盤研究(B)・課題番号：22H1028・公財政データからみた公的大 

  学の政策転換点に関する実証研究）研究グループ 

  URL: https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-22H01028/ 

 

研究代表者： 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 研究開発部 教授 水田健輔 

 

調査趣旨：  公立大学は平成期に積極的な設置がなされ、2023 年 4月現在で 100 大学に達しました。

  その背景には、地域における進学機会を確保し、若年人口の流出を防止するといった守り

  とともに、産業振興や人材育成という攻めの政策により、設置団体が公立大学を地域振興

  の核として位置づけてきた歴史がございます。また、2004 年 4 月の地方独立行政法人法の

  施行により、公立大学の法人化が可能となり、設置団体と大学の関係が大きく変化しまし

  た。さらに、国が主導する保健福祉人材の育成、地方創生、研究力強化、理工系の振興と

  いった政策も設置団体の公立大学政策に大きな影響を及ぼしており、機動的な対応を迫ら

  れています。 

   こうした状況にある公立大学の設置団体がどのような方向性を目指し、また国の政策に

  対応して、今後の公立大学政策を推進しようとしているのか。そして、政策を支える財政

  負担について、どのような動きをみせているのか。その現状を把握するために、この度、

  標記の調査を行うことといたしました。全国の状況を俯瞰するとともに、個別の設置団体

  が公立大学政策を進めるうえで、具体的にどのような財政負担の方向性を示しているのか

  を情報共有することは、各設置団体が自身の公立大学財政を考える上でも有意義なことと

  存じます。 

 

調査結果： 〇個別団体を特定できない形にて集計等をさせていただき、ご回答いただきました全団体

   に結果を共有させていただきます。 

  〇科学研究費助成事業の研究課題において調査結果データを使用し、個別団体を特定でき

   ない形で研究成果が学会・論文等で発表されます。あらかじめご了承ください。 

 

ご回答期限： 2023年 12月 11日（月）必着 

 

ご回答方法： 以下の 2つの方法のいずれかでご回答ください。 

 

① 本質問紙に直接ご記入いただき、同封の返信用封筒にて回答済みの質問紙をご返送く

ださい。 

 

② 以下のURL またはQRコードから回答Web サイトにアクセスしていただき、回答を

ご入力ください。なお、回答 Webサイトから、本質問紙の Wordファイルをダウンロー

ドできます。 

 

  URL: https://niad.zenrin-ms.com/q03/ QRコード： 
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貴団体名  

貴団体が設置した 

公立大学 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

１．貴団体が設置された公立大学に対する毎年度の経常的な財政負担（公立大学法人の場合は運営費交付金）

についてお教えください。 

 

(ア) 現状の財政負担額の決定方法について、最もあてはまる番号を以下の回答欄にご記入ください。な

お、⑤を選択した場合には、具体的な内容をご説明ください。 (n=51) 

① 学生数・教員数等にもとづいた算定式で決定（フォーミュラ方式） 8 (15.7%) 

② 前年度の財政負担額をベースに増減を加えて決定（増分方式） 20 (39.2%) 

③ フォーミュラ方式を基本としながら、一部を増分方式で決定 3 (5.9%) 

④ 増分方式を基本としながら、一部をフォーミュラ方式で決定 2 (3.9%) 

⑤ その他 18 (35.3%) 

 

回答  ⑤の具体的内容 記述回答参照 

 

(イ) 今後（6 年程度後）、将来的な財政負担額の決定方法について、最もあてはまる番号を以下の回答欄

にご記入ください。なお、⑤を選択した場合には、具体的な内容をご説明ください。 (n=52) 

① 学生数・教員数等にもとづいた算定式で決定（フォーミュラ方式） 6 (11.5%) 

② 前年度の財政負担額をベースに増減を加えて決定（増分方式） 18 (34.6%) 

③ フォーミュラ方式を基本としながら、一部を増分方式で決定 4 (7.7%) 

④ 増分方式を基本としながら、一部をフォーミュラ方式で決定 2 (3.8%) 

⑤ その他 22 (42.3%) 

 

回答  ⑤の具体的内容 記述回答参照 

 

(ウ) 貴団体が設置された公立大学が公立大学法人となっている場合、法人化年度～2023年度（令和 5年

度）について、前年度の運営費交付金に一定の係数を乗じた増減を実施した年度に適用した係数を

ご記入ください（法人化より前の年度については、空欄で結構です）。 

 

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

係数 % % % % % % % % 

年度 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

係数 % % % % % % % % 

年度 2020 2021 2022 2023 

係数 % % % % 
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(エ) 貴団体から公立大学への経常的な財政負担について、過去（6 年程度前）、現在および今後（6 年程

度後）、いずれの方向性でお考えだったか（もしくは、お考えか）について、あてはまる番号を選

択してください。 

 Ａ … Ｂ Ａの方向性 どちらでもない Ｂの方向性 

過去 

(n=50) 
効率化・縮減…活性化・拡大 

17 28 5 

34.0% 53.8% 9.6% 

現在 

(n=51) 
効率化・縮減…活性化・拡大 

18 27 6 

35.3% 51.9% 11.5% 

今後 

(n=52) 
効率化・縮減…活性化・拡大 

12 32 8 

23.1% 61.5% 15.4% 

２．1995 年度（平成 7 年度）から 2022 年度（令和 4 年度）の間に、貴団体が地方財政状況調査表（決算統

計）の（款）教育費（項）大学費以外
．．

の費目で公立大学に支出されている金額がありましたらを人件費

と人件費以外に分けて、以下の回答欄にご記入ください。 

年度 1995 1996 1997 1998 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

年度 1999 2000 2001 2002 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

年度 2003 2004 2005 2006 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

年度 2007 2008 2009 2010 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

年度 2007 2008 2009 2010 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

年度 2011 2012 2013 2014 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

年度 2015 2016 2017 2018 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

年度 2019 2020 2021 2022 

人件費 千円 千円 千円 千円 

人件費以外 千円 千円 千円 千円 

ご回答内容についてお問い合わせを差し上げる際のご連絡先 

ご所属  

お役職  

ご氏名  

電話番号  

電子メール  

 

158



公立大学設置団体における公立大学財政に関する調査　記述回答

１．貴団体が設置された公立大学に対する毎年度の経常的な財政負担（公立大学法人の場合は運営費交付金）についてお教えくださ
い。

 (ア)現状の財政負担額の決定方法について、最もあてはまる番号を以下の回答欄にご記入ください。なお、⑤を選択した場合には、具
体的な内容をご説明ください。

人件費＋教育研究経費・一般管理費－自己収入＋附属病院経費

中期目標期間の初年度に算定した額で固定　一部経費については②（増分方式）等により毎年度所要額を概算

本市において試算している地方交付税普通交付税基準財政需要額を上限として、公立大学法人における収支計画の支出と運営費交付金
以外の自己収入の差について本市から法人に対して運営費交付金として交付している

標準的支出－標準的収入＋退職金＋平準化した大規模修繕費＋特別交付金＋同一労働同一賃金への対応

中期目標・中期計画の策定に併せて、当該期間中の必要な予算を試算しており、当該試算額をベースにして、各年度の状況（県の給与
改定等を踏まえた人件費の増減、光年津費高騰への対応など）を加味した額を交付【標準運営費交付金】。これに加えて、特定の期間
に限定される事業や年度で所要額が変動する事業に充てる経費（退職金、システム整備など）を交付【特定運営費交付金】。

人件費＋物件費－自己収入　※人件費：所要額の積上げ　※物件費：平成28年度から令和2年度の5か年度実績平均をベースに算定　※
自己収入：平成28年度から令和2年度の5か年度実績平均をベースに算定　（令和5年度以降は対前年比１％増加）

予算要求をもとに個別調整

中期目標期間6年間分を一括で査定し、以降はそれをベースに各年度の差分を算定。

学生数等にもとづいた算定式で決定

法人の全体収支予算上不足となる額全額を運営費交付金として交付

基準財政需要額をベースに算定

当年度の基準財政需要額算定に係る学生１人あたりの単価×当年度5月1日の在学生数を上限に決定

運営費交付金＝〔法人運営経費（人件費＋物件費＋退職手当＋施設整備費）－収入見込額　※人件費、退職手当、施設整備費は所要額
を毎年積算、物件費は、R5当初に積算した額をベースに固定

標準支出＝標準収入＋施設・機器整備費

3年ごとに運営費交付金算定ルールを設定している　区分ごとに過去の実績等を勘定し算定するほか、必要額を措置している

標準額＋インセンティブ（ポイント制）　標準額：中期目標期間（6年間）の概算額の1年分　ポイント制：標準額の－5.5％～＋9.5％
を評価項目達成度合に応じて付与

運営交付金＝広域振興負担金（●●市から●●事務組合に交付）－大学施設整備基金（●●事務組合において積立：減価償却見込み相
当額）－大学対応経費（●●事務組合において当年度に大学対応に係る事務費相当額）

１－(イ)今後（6年程度後）、将来的な財政負担額の決定方法について、最もあてはまる番号を以下の回答欄にご記入ください。な
お、⑤を選択した場合には、具体的な内容をご説明ください。

人件費＋教育研究経費・一般管理費－自己収入＋附属病院経費

中期目標期間の初年度に算定した額で固定　一部経費については②（増分方式）等により毎年度所要額を概算

本市において試算している地方交付税普通交付税基準財政需要額を上限として、公立大学法人における収支計画の支出と運営費交付金
以外の自己収入の差について本市から法人に対して運営費交付金として交付している

今後については未定

検討中

R7に法人化を予定しており　法人化後の方針は今後検討※R6は②（増分方式）

フォーミュラ方式を前提とするも、今後のあり方について検討中

①（フォーミュラ方式）を基本としながら、社会情勢を踏まえて決定

標準的支出－標準的収入＋退職金＋平準化した大規模修繕費＋特別交付金＋同一労働同一賃金への対応

中期目標・中期計画の策定に併せて、当該期間中の必要な予算を試算しており、当該試算額をベースにして、各年度の状況（県の給与
改定等を踏まえた人件費の増減、光年津費高騰への対応など）を加味した額を交付【標準運営費交付金】。これに加えて、特定の期間
に限定される事業や年度で所要額が変動する事業に充てる経費（退職金、システム整備など）を交付【特定運営費交付金】。

人件費＋物件費－自己収入　※人件費：所要額の積上げ　※物件費：平成28年度から令和2年度の5か年度実績平均をベースに算定　※
自己収入：平成28年度から令和2年度の5か年度実績平均をベースに算定　（令和5年度以降は対前年比1％増加）

予算要求をもとに個別調整

中期目標期間6年間分を一括で査定し、以降はそれをベースに各年度の差分を算定。

学生数等にもとづいた算定式で決定

法人の全体収支予算上不足となる額全額を運営費交付金として交付

基準財政需要額をベースに算定

当年度の基準財政需要額算定に係る学生1人あたりの単価×当年度5月1日の在学生数を上限に決定

運営費交付金＝〔法人運営経費（人件費＋物件費＋退職手当＋施設整備費）－収入見込額　※人件費、退職手当、施設整備費は所要額
を毎年積算、物件費は、R5当初に積算した額をベースに固定

標準支出＝標準収入＋施設・機器整備費

３年ごとに運営費交付金算定ルールを設定している　区分ごとに過去の実績等を勘定し算定するほか、必要額を措置している

標準額＋インセンティブ（ポイント制）　標準額：中期目標期間（6年間）の概算額の1年分　ポイント制：標準額の－5.5％～＋9.5％
を評価項目達成度合に応じて付与

運営交付金＝広域振興負担金（●●市から●●事務組合に交付）－大学施設整備基金（●●事務組合において積立：減価償却見込み相
当額）－大学対応経費（●●事務組合において当年度に大学対応に係る事務費相当額）
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